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概 要







 本調査は、民間企業の研究開発活動に関する基礎データを収集し、科学技術政策の立案・推進に資

することを目的として、昭和  年度以来、総務省の承認を受けてほぼ毎年実施している統計調査であ

る。本調査の実施は、調査データの一層の分析的な活用を期して、平成  年度に文部科学省科学技

術・学術政策局から科学技術政策研究所に移管された。

 平成  年度の調査票には、研究開発活動に関する基礎情報を収集するための項目に加え、近年の

合併・買収による業界再編が研究開発に及ぼす影響を把握するための項目、オープン・イノベーション

の推進方法のひとつである共同研究開発・委託研究開発の実施状況に関する項目、研究開発の成果

をイノベーションに結び付ける補完的機能のひとつであるデザイン活動に関する項目、科学技術に関

する各種施策・制度の利用状況に関する項目を重点的に取り入れた。





 従来、本調査では、総務省「科学技術研究調査」に対して社内で研究開発を実施していると回答した

企業のうち、資本金 億円以上の企業を対象としてきたが、近年、中小規模企業の研究開発活動が活

発化してきたことに鑑み、平成  年度調査では対象企業の資本金規模を  億円以上の階級まで拡張

した。調査対象企業数は 社である。





 本調査は、平成 年 月から  月にかけて郵送法により実施した。調査時点は、財務関係事項につ

いては 年会計年度とし、人事関係事項については 年末時点とした。調査対象事項について、

中期的な期間内での実績や変化を調査する際の対象期間は、過去 年間（年度から 年度ま

での  年間）とした。ただし、合併・買収の実施については、事後の影響が研究開発に現れるまでの期

間を見込んで、 年  月から  年  月までの  年間を調査対象期間としている。また、制度の

利用状況に関する調査対象期間も、制度の成立時点等を考慮したため、この限りではない。

本調査の調査単位は、個々の法人企業であるが、研究開発費、研究開発者数等の事項については、

特定の事業環境の下での実態を把握するため、主要業種（平成  年度売上実績の最も大きい事業分

野）に関する実績を調査している。





 調査対象企業  社のうち  社は、合併・買収、解散等の事由により調査実施時に消滅しており、

調査票が送達されなかった。修正送付数は  社となる。そのうち、 社より調査票が回収された

（回収率 ％）。
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 回答企業  社のうち、調査時点で研究開発を実施していた企業は  社％であった。こ

れら研究開発実施企業が、本報告書での分析対象となる。

 研究開発実施企業の  年度における主要業種の社内研究開発費の  社平均値は、 億 

万円であった。これを資本金階級別にみると、億円以上 億円未満階級で 億 万円、億円

以上  億円未満階級で  億  万円、 億円以上階級で  億  万円となっている。平

成  年度「科学技術研究調査」の集計結果によると、 社平均の社内使用研究費は、 億円以上 

億円未満階級で  億  万円、 億円以上  億円未満階級で  億  万円、 億円以上

階級で  億  万円となっており、 億円未満の階級では本調査の平均値の方が若干高くなっ

ている。前述のように本調査で把握している研究開発費は主要業種部分のみであるから、億円未満

階級における本調査の回答企業は、平均値の比較から窺える以上に研究開発支出規模の大きい企業

群に偏っていると考えられる。他方、 億円以上の階級で「科学技術研究調査」の値が本調査の結果

を上回っている点には、大規模企業では主要業種以外でも活発な研究開発活動が行なわれていること

を反映しているとみられる。

 過去  年間における社内研究開発費の増減に関する回答結果は、％以上増加したとする企業

％、±％未満の変化であったとする企業 ％、％以上減少したとする企業 ％であった。

 図１は、％以上増加したとする企業に、増加の理由を選択してもらった結果である。

図）

）





















      

特定分野の研究開発費の増額

研究開発活動を実施する分野の拡大

研究開発活動にかかる設備投資の増加

研究開発活動にかかる人件費の増加

売上高・利益の増加又はその見込み

研究所等の施設の新設・拡張

優遇税制により内部留保が増えたため

試験研究助成金の影響

合併・買収の影響

その他

％
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 これによると、半数以上の企業が選択した増加理由は、「研究開発活動にかかる人件費の増加」と「特

定分野の研究開発費の増加」の２項目である。「人件費の増加」の回答割合％は、費目に関する

理由の中では「設備投資の増加」（％）を大きく上回り、また「特定分野の増額」の回答割合

（％）は、研究分野に関する理由の中では「分野の拡大」（％）を大きく上回っている。研究分野

に関する理由の回答には、分野の集中化傾向が窺える。

 図 は、％以上減少したとする企業に、減少の理由を選択してもらった結果である。

図























          

特定分野の研究開発費の減額

研究開発活動を実施する分野の縮小

研究開発活動にかかる設備投資の減少

研究開発活動にかかる人件費の減少

売上高・利益の減少又はその見込み

研究所等の施設の廃止・統合

優遇税制の控除額が減少したため

試験研究助成金の影響

合併・買収の影響

その他

％



 最も回答割合が高い項目は、「人件費の減少」（％）で、費目に関する理由の中では「設備投資の

減少」（％）を大きく上回っているが、研究分野に関する  つの理由の回答割合は「分野の縮小」

（％）、「特定分野の減額」（％）と大差がなく、増加理由に比べると回答傾向にバラツキがみら

れる。

 年度末時点での主要業種における研究開発者数の 社平均値は 人、うち博士号取得者数

は  人で、博士号取得者比率は ％であった。また、外国籍研究開発者（海外拠点にいる外国籍研究

開発者を除く）の  社平均値は  人であった。表  に、過去  年間における博士号取得者と外国籍研

究開発者の増減状況を示す。





単位：％）
 増加した 変化なし 減少した 合計

博士号取得者     
外国籍研究開発者     
注：年前（年度末）と比較した年度末時点での増減状況 
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 本調査では、研究開発活動を規定すると考えられる外部環境要因と製品・サービスの特性、研究開発

活動の成果であるイノベーションとそのアウトカムに関する調査項目を設計した。それらの項目は、調査

対象企業の主要業種において最も売上高の大きい製品・サービス（以下、主力製品・サービス）につい

て調査されている。以下では、調査データを用いて研究開発活動、イノベーション、アウトカム及び外部

環境要因の相互関係について分析した結果の一部を取り上げる。

図 
 

























     

％以上増加

±１０％未満の増減

％以上減少

合計

売
上
高

の
変
化

社内研究開発費の増減に関する回答分布

％以上増加

±１０％未満の増減

％以上減少



図 
 

















     

％以上増加

±１０％未満の増減

％以上減少

合計

社
内
研

究
開

発
費

の
増
減

プロダクトイノベーションの実施状況に関する回答分布

実施

不実施
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 まず、過去  年間における主力製品・サービスの売上高と、主要業種の研究開発費の間にどのような

関係があるのかをみると、売上高が増加したグループほど、研究開発費を増加させていることが分かる

（図３）。また、研究開発費の変化と、プロダクト・イノベーションの関係を分析した結果からは、研究開発

費を増加させたグループほど、プロダクト・イノベーションを実施していることが窺える（図４）。さらに、プ

ロダクト・イノベーションの実施状況と売上高の変化の間にどのような関係があるかを分析したところ、両

者の間に統計的に有意な関係は認められなかった。以上の結果には、アウトカムの成長は研究開発費

の増加に還元され、研究開発費の増加はプロダクト・イノベーションをもたらしているものの、プロダクト・

イノベーションはアウトカムの成長に結び付いていないという状況が示唆されていることから、研究開発

に基づく成長メカニズムが機能不全に陥る可能性が懸念される。

 外部環境要因について本調査では、主力製品・サービス市場における企業間競争の程度や自社の

ポジションに関する項目を取り入れている。図  は、その調査結果から競合企業数のデータを取り上げ

てカテゴリー化し、プロダクト・イノベーションの実施状況との関係をみたものである。

図

）




























社 ～社 ～社 ～社 ～社 社～

競合企業数

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
実
施
企
業

比
率
（
％
）



 これによると、プロダクト・イノベーション実施企業比率は、主力製品・サービス市場での競合企業数が

社から ～社までの間は上昇し、社以上のカテゴリーでは次第に減少している。この結果は、競

合企業の存在がイノベーションを刺激する一方、競争が過度に及ぶと逆にイノベーションは停滞するこ

とを示唆している。

 
本調査では、過去 年間に「技術的に明らかな新規性を持つ新製品・サービスを市場に投入」したかど

うかを質問することによって、プロダクト・イノベーションの実施状況を調査している。
但し、この競合企業数は、回答企業が主力製品・サービスの事業スコープを広く考えると多くなり、狭

く考えると少なくなる点に注意を要する。
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 研究開発活動を実施している企業のうち、特許等の知的財産権の取得、取引等の知的財産活動を実

施している企業の割合は、％であった。

 主要業種における  年度の国内特許出願件数は  社平均で  件、 年度末の国内特許

保有件数は 社平均で  件であった。国内特許の自社実施率は ％であった。

 国内特許出願を行なった企業について過去  年間における出願の増減状況を質問した結果は、

「％以上増加」したとする企業 ％、「±％未満の変化」であったとする企業 ％、「％以上

減少」したとする企業％で、顕著に減少した企業の割合が増加した企業の割合を％ポイント程度

上回っている。

 発明の模倣を防ぐ効果を持つ特許は、研究開発の成果から利益を回収する方法として機能する。本

調査では、その有効性の程度を、自社の特許化した技術に対して競合他社が代替的な技術を迂回発

明するまでの期間を聞くことによって把握しようとした。代替技術が開発されるまでの猶予期間の平均値

は  箇月すなわち  年弱であり、これは特許の権利期間（出願から  年）と比較してかなり短いことを

示している。

  年度における  社平均の国内特許ライセンス収入は  万円、国内特許ライセンス支出は

万円であった。





 近年、合併・買収による業界再編が急速に進展しており、日本企業の合併・買収は特に  年以降

急増した。本調査では、このような業界再編の動きが企業の研究開発活動に及ぼす影響を把握するた

め、まず 年 月～年 月の 年間における合併・買収の実施状況を質問した。回答企業の

うち合併を実施した企業は ％、買収を実施した企業は ％で、いずれも実施したことがない企業は

％であった。なお、合併と買収の両方を実施した企業は 社あった。

 図は、合併と買収の実施理由をそれぞれ調査した結果である。合併の実施理由として最も回答割合

が高いのは、割台の「業務効率の向上」で、これに割台の「既存事業の補完」が続いている。一方、買

収の実施理由として回答割合が高いのは、割台の「既存事業の補完」で、これに割台の「企業規模拡

大」、「市場シェアの拡大」が続いている。「研究開発力の強化」の回答割合は、これらの実施理由に比

べると明らかに低く、合併、買収のいずれにおいても項目中７位となっている。また、「技術力の向上・

強化」の回答割合は、合併では６位、買収では５位に上がっている。

 図は、合併・買収の実施年度から年後の決算において、全社の売上高、主要業種の売上高、主要

業種の研究開発費がどのように変化したかに関する調査結果である。主要業種の研究開発費における

変化では、±％程度の変化とする回答割合が割程度を占め、％以上～％未満の増加または

％以上の増加とする回答割合は％となっている。％未満～％以上の減少とする回答は僅少

で、％以上の減少とする回答はなかった。

概して、近年における合併・買収の影響は、売上高を増加させ、研究開発活動を活発化させる方向

に作用しているとみられる。
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既存事業の補完

内製化の程度の拡大

自社にはない事業の獲得

研究開発力の強化

財務状況の向上

余剰資金の活用

業務効率の向上

企業規模の拡大

グループ外企業等による買収の防衛
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販売網の拡大
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技術力の向上・強化

株式上場

技術使用料の支払いを不要にするため

その他

（％）
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 図８は、年度～年度の 年間における共同研究開発・委託研究開発（以下、共同研究開発

等）の相手先別実施状況をみたものである。大学・公的研究機関との実施割合は ％で、他の相手

先との実施割合に比べて顕著に高くなっている。













       

同業種他社

供給業者

顧客

大学・公的研究機関

その他

％



 当該期間における共同研究開発等の実施件数を  社平均でみると、同業種他社  件、供給業者

件、顧客 件、大学・公的研究機関 件、その他 件で、供給業者との実施件数が最も多

くなっている。

 図９は、大学・公的研究機関との共同研究開発等を実施している企業に対して、実施理由を質問した

結果である。これによると、「研究開発力・技術力の向上」（％）と「社内にない技術知識、アイデアの

活用」（％）の回答割合が突出して高くなっている。

 図１０は、大学・公的研究機関との共同研究開発等を実施していない企業に対して、不実施の理由を

質問した結果である。「自社の技術領域に見合う相手が存在しない」とする回答割合（％）が最も高

く、「研究開発に対する目的意識の相違」（％）がこれに続いている。

 総じて企業は、大学・公的研究機関に対して異質な知識を期待して共同研究開発等に取り組んでい

るが、その異質性は共同研究開発の実施を妨げる要因にもなることが窺える。
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研究開発力・技術力の向上

研究開発規模の拡大

多様な研究開発テーマの実施

研究開発効率の向上

社内にない技術知識、アイデアの活用

社内にない研究施設・設備の活用
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自社の研究開発力・技術力が十分であるから

研究開発に関連する知識量や技術力の相違

研究開発に対する目的意識の相違

技術漏洩の懸念があるため

資金負担の調整が難しいため

成果帰属の調整が難しいため

共同研究の相手を探すためのｺｽﾄが大きいため

自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない

その他

（％）
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 近年、企業の競争力の要因としてデザインに関する取り組みに注目が集まっている。本調査では、イ

ノベーション・プロセスにおけるデザイン活動の機能を明らかにするための質問項目を設定した。

本調査では、デザインを「ものや情報に関する構成要素の配置を計画的に決定する行為」と定義し、

以下の活動を含むものとした。



１．製品等の外観に関する意匠

２．製品等とその外部（他の機能部品やユーザー等）とのインターフェースに関する構想

３．製品等の外形を規定する技術的な内部構造に関する設計

４．サービスを提供する空間や媒体の外形・配置などに関する考案

５．顧客満足度の向上を目的とした、サービスの提供方法やプロセスの組み替え



 図 は、各活動について実施企業の割合を示したものである。外観の意匠は約 割の企業が実施し、

インターフェースに関する構想と技術的な内部構造の設計は、ともに約  割の企業が実施している。な

お、これら活動のいずれかひとつ以上を実施している企業の割合は、％である。













      

外観の意匠（

インターフェース構想

内部構造の設計

サービスの空間や媒体に関する考案

サービスの提供方法やプロセスの組み換え



％



 これら活動の実施企業と不実施企業の間で、過去  年間におけるプロダクト・イノベーションの実施状

況を比較したところ、いずれの活動についても実施企業の方が有意にプロダクト・イノベーションの実施

割合が高いという結果が得られた。

 主要業種の製品・サービスにおけるデザインと技術的な機能・性能の間に、どのような関係があるのか

を質問したところ、トレードオフの関係があるとする企業 ％、相互補完的であるとする企業 ％と
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いう結果が得られた。また、両者の間にトレードオフの関係があると回答した企業に対して、自社の研究

開発プロジェクトではどちらが優先される傾向にあるのかを質問した結果は、技術的な機能・性能が優

先される企業 ％、デザインが優先される企業 ％であった。表 は、技術的な機能・性能が優先され

るとしたグループとデザインが優先されるとしたグループの各々について、プロダクト・イノベーションの

実施状況をみたものである。ここでは、技術・デザイン間にトレードオフ関係が存在する場合、デザイン

を優先しているグループの方がイノベーションの実施割合が有意に高いという結果が得られている。技

術的な機能・性能とトレードオフ関係にあるデザインを優先する方針は、本来、「技術的に明らかな新規

性を持つ新製品・サービス」として定義されたプロダクト・イノベーションを抑制する要因となる筈であり、

その意味では、この分析結果はひとつのパズルである。しかし、デザインを優先する研究開発プロジェク

トでは、独創的なデザインの製品を可能にするための新技術の開発が促進されると考えれば、この分析

結果を整合的に理解できるであろう。





単位：％

Ｎ 実施 不実施
デザイン優先   
技術的な機能・性能優先   
合計   

プロダクト・イノベーションの実施状況







 本調査では、研究開発支援政策（研究開発優遇税制、研究開発に対する補助金制度、研究開発に

対する低利融資制度）の利用状況を調査した。

研究開発優遇税制については、本制度の中心となっている「増加試験研究費税額控除制度」と 

年度に新たに導入された「試験研究費の総額に係る税額控除制度」、そして 年から 年度まで

の  年間の時限付きで導入された「開発研究用設備の特別償却制度」に焦点を当てて調査・分析を行

った。

図１２は、年以前及び 年～年の各年度について、税額控除制度を利用した企業割合

の推移を見たものである。ここでは各種制度の利用状況に関する質問にすべて回答した  社のデー

タのみを使用している。全体の推移を見た場合、 年度には利用企業の割合が ％だったのが

年度には ％と 倍弱上昇している。このような利用企業の急激な増加は、年度に総額に

係る税額控除制度が導入されたことによる。しかし  年度以降、利用企業の割合はおよそ  割弱で

推移しており、増加していない。表  は、個別制度毎に利用状況の推移をみたものである。増加試験研

究費税額控除制度の利用は、 年度以降利用企業が大きく減少している。一方で、総額に係る税

額控除制度の利用は  年度の導入以来、堅調に増加し、多くの企業が利用するようになったことを

示しており、事実上選択性の意義がなくなっていたことがわかる。その点で 年度に両制度が統合さ

れたことは評価できよう。
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年以前 年 年 年 年 年 年 年

未利用

税額控除制度利用企業







増加試験研究費税額控除
制度利用企業の割合

（％）

総額に係る税額控除制度
利用企業の割合（％）

開発研究用設備の特別償
却制度利用企業の割合

（％）

年度   

年度   

年度   

年度   

年度   

年度   

年度   

年度   

増加試験研究費税額控除制度については年以降調査していない。

増加試験研究費税額控除制度、総額に係る税額控除制度は社、開発研究用設備の特別償
却制度は社。



現行の研究開発優遇税制を利用する上で、現在（あるいは今後）、問題となる事項があるか否かを質

問したところ、問題があるとする回答割合は、 年または  年に同制度を利用した企業では

％、利用しなかった企業では ％に止まった。

図１３は、問題があると回答した企業に対して、具体的にどのような問題があるのかを質問した結果で

ある。問題があると回答した企業の実に半数以上が、税法上の「試験研究費」と企業が認識している「研

究開発費」の定義が異なることを問題視していることがわかる。利用企業と未利用企業の違いに注目す
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ると、未利用企業と比較して利用企業では控除額の少なさを問題としてあげている企業が多く、未利用

企業では、制度手続きの手間、複雑さを問題と認識している企業が相対的に多いことが分かる。今後、

制度利用を一層促すには制度や手続きの周知、簡素化が有効であることを示している。



）

























      

その他

控除の対象となる「試験研究費」の範囲が企業の想定する「研究開発
費」の範囲と異なる場合があること

法人税を課されている企業しか利用できないこと

税務監査の対応に手間がかかること

利用手続きに手間がかかる・手続きの仕方がわかりにくいこと

税額控除される額が小さいこと

年または年度に優
遇税制を利用した企業

未利用企業














       

いずれかの競争的資金制度に応募したことが

あり、資金を獲得したことがある

いずれかの競争的資金制度に応募したことが

あるが、資金を獲得したことがない

いずれの競争的資金制度にも応募したことが

ない

いずれかの競争的資金制度に応募したかどう

か、わからない

％
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  年度から  年度までの  年間に、研究開発に対する国や地方公共団体等による補助

金を受給したことがある企業の割合は、％であった。また、同期間中における競争的資金制度

への応募状況を調査したところ、「応募したことがあり、資金を獲得したことがある企業」％、「応

募したことがあるが、資金を獲得したことがない企業」％で、応募実績を有する企業の合計は

％であった（図１４）。

  年度から  年度までの  年間に研究開発活動に対する低利融資制度を利用したことが

あるか否かを質問したところ、利用企業は全体の ％と極めて少ないという結果を得た。本調査

の対象である資本金  億円以上の企業においては、低利融資制度に対する需要は小さいとみら

れる。
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 科学技術の新たな知識を生み出す研究開発活動は、我が国ではその費用の約７割が民間企業によ

って負担されている。このため、科学技術政策の立案・推進に当たっては、民間企業における研究開発

活動の動向を適切に把握しておくことが不可欠である。

 本調査は、民間企業の研究開発活動に関する基礎データを収集し、科学技術政策の立案・推進に資

することを目的として、昭和  年度以来、総務省の承認を受けてほぼ毎年実施している統計調査であ

る。本調査の結果は、従来から国会の政策審議や「科学技術の振興に関する年次報告（科学技術白

書）」等に活用されてきたところ、一層の分析的な活用を期して、平成 年度に調査の実施が文部科学

省科学技術・学術政策局から科学技術政策研究所に移管された。





 従来、本調査では、総務省「科学技術研究調査」に対して社内で研究開発を実施していると回答した

企業のうち、資本金 億円以上の企業を対象としてきたが、近年、中小規模企業の研究開発活動が活

発化してきたことに鑑み、平成  年度調査では対象企業の資本金規模を  億円以上の階級まで拡張

した。すなわち、平成 年度調査では、平成 年度「科学技術研究調査」によって社内で研究開発を

実施していることが把握された企業のうち資本金億円以上の企業を悉皆調査の対象とした。調査対象

企業数は、 社である。





 本調査は、平成  年 月から  月にかけて郵送法による質問票調査として実施した。

 調査時点は、売上高、営業利益高、研究開発費等の財務関係事項については  年会計年度とし、

従業員数、研究開発者数等の人事関係事項については  年度末時点とした。

調査対象事項について、中期的な期間内での実績や変化を調査する際の対象期間は、過去  年間

（ 年度から  年度までの  年間）とした。ただし、合併・買収の実施については、事後の影響が

研究開発に現れるまでの期間を見込んで、 年  月から  年  月までの  年間を調査対象期

間としている。

 本調査の調査単位は、個々の法人企業であるが、事業内容が多角化している企業においては多様な

事業環境の影響が調査データに混在して現れる可能性があることを考慮し、特定の事業環境の下での

実態を把握するため、研究開発費、研究開発者等の事項については、主要業種（平成  年度売上実

績の最も大きい事業分野）に関する実績を調査している。

なお、各企業の属する産業は、上記の主要業種によって定義されている。
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 本調査の質問票は、以下のような  つのタイプのデータを取得するための質問項目によって構成され

ている。



ⅰ民間企業の研究開発活動の動向およびこれと関連する戦略的・組織的変化に関するデータ

ⅱ科学技術振興に関連する施策・制度の利用状況に関するデータ

ⅲ民間企業の研究開発活動について緊急の把握を要する事項に関するデータ



また、質問項目によって調査実施頻度は以下のように異なる。



① 毎年調査を実施する項目

② 周期的（～年毎）な調査の実施が期される項目

③ 当面単年度での調査の実施が期される項目



 ①は本調査のコア項目である。平成  年度調査の質問票には、コア項目に加えて、近年の合併・買

収による業界再編が研究開発におよぼす影響を捕捉するための項目、いわゆるオープン・イノベーショ

ンを推進する方法のひとつである共同研究開発・委託研究開発の実施状況に関する項目、研究開発

の成果をイノベーションに結び付ける補完的機能のひとつであるデザイン活動に関する項目、科学技

術に関する各種施策・制度（研究開発優遇税制、補助金制度、低利融資制度）の利用状況に関する項

目を設計して組み込んだ。

 これらの項目群を、取得するデータのタイプ別（ⅰ～ⅲ）、調査頻度別（①～③）に区分すると、以下の

とおりである。



Ⅰ．企業の基礎情報ⅰ①

Ⅱ．研究開発活動に関する基礎情報ⅰ①

Ⅲ．主力製品・サービスの特徴ⅰ①

Ⅳ．研究開発の成果に関する知的財産活動ⅱ①

Ⅴ．合併・買収の影響ⅲ③

Ⅵ．共同研究開発、委託研究開発の実施状況ⅰ②

Ⅶ．デザイン活動ⅰ③

Ⅷ．科学技術に関する施策・制度の利用状況ⅱ②



なお、調査項目の詳細については、巻末の質問票を参照されたい。
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 平成  年度調査は、以下のメンバーが調査の実施、調査データの分析及び報告書のとりまとめを担

当した。



  永田 晃也 第２研究グループ 総括主任研究官

  長谷川 光一 第２研究グループ 研究員

  大西 宏一郎 第２研究グループ 客員研究官

  篠﨑 香織 第２研究グループ 客員研究官



 なお、調査票の発送、回収、データ入力等の作業は、株式会社ケーシーエスデータワークスへの役

務委託により実施した。









 本調査の当初質問票送付数は、前述の調査対象企業  社であるが、うち  社は合併・買収、解

散等の事由により調査実施時に消滅しており、調査票が送達されなかった。修正送付数は 社とな

る。そのうち、 社より調査票が回収された。全体の回収率は、％である。





 質問票の回収率を産業別にみると、最小値 ％（新聞・出版・その他の情報通信）と最大値 ％

（電気・ガス・熱供給・水道業）の間には、％ポイントもの差がみられる（表１－１）。ただし、回収率が産

業平均から大きく乖離している業種は、調査対象企業数が相対的に小さい業種であり、企業数が相対

的に大きい業種の回収率では、建設業と、その他の化学工業の回収率がやや高いことを除けば、顕著

な産業間格差はみられない。したがって、特定の産業における回答傾向が産業計の単純平均に著しい

偏りをもたらすことはないと考えられる。





 質問票の回収状況を資本金階級別にみると、資本金規模の大きい企業ほど回収率は高くなっている

（表１－２）。ただし、本年度調査より新たに調査対象とした資本金  億円以上  億円未満の規模階級

においても ％の企業から回答が得られており、資本金 億円以上の規模階級との回収率の差は

約 ％に止まっている。
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表
送付数 非該当数 修正送付数 回答企業数 回収率

    ×
農林水産業     
鉱業     
建設業     
食品工業     
繊維工業     
パルプ・紙工業     
印刷業     
医薬品工業     
総合化学・化学繊維工業     
油脂・塗料工業     
その他の化学工業     
石油製品・石炭製品工業     
プラスチック製品工業     
ゴム製品工業     
窯業     
鉄鋼業     
非鉄金属工業     
金属製品工業     
機械工業     
電子応用・電気計測器工業     
その他の電気機械器具工業     
情報通信機械器具工業     
電子部品・デバイス工業     
自動車工業     
自動車以外の輸送用機械工業     
精密機械工業     
その他の工業     
電気・ガス・熱供給・水道業     
ソフトウェア・情報処理業     
通信業     
放送業     
新聞・出版・その他の情報通信業     
運輸業     
卸売・小売業     
金融・保険業     
専門サービス業     
学術研究機関     
その他のサービス業     
その他の業種     
合計     
注：非該当数は、当初調査対象であった企業のうち合併・買収、解散等の事由により消滅し、
　　調査票が送達されなかった企業の数。 



表
送付数 非該当数 修正送付数 回答企業数 回収率

    ×
億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上     
合計     
注：非該当数は、当初調査対象であった企業のうち合併・買収、解散等の事由により消滅し、
　　調査票が送達されなかった企業の数。 
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 前章で述べたように、本調査は平成  年度「科学技術研究調査」によって社内で研究開発を実施し

ていることが把握された企業を調査対象としているが、本調査の調査時点では研究開発の実施状況に

変化が生じている可能性を考慮して、まず研究開発実施の有無について確認するための質問を行って

いる。その結果、回答企業 社のうち 社からは研究開発活動を実施していないとの回答を得た。



表

回答数 割合（％） 回答数 割合（％） 回答数 割合（％）
農林水産業      
鉱業      
建設業      

食品工業      

繊維工業      
パルプ・紙工業      
印刷業      
医薬品工業      
総合化学・化学繊維工業      
油脂・塗料工業      
その他の化学工業      
石油製品・石炭製品工業      
プラスチック製品工業      
ゴム製品工業      
窯業      
鉄鋼業      
非鉄金属工業      
金属製品工業      
機械工業      
電子応用・電気計測器工業      
その他の電気機械器具工業      
情報通信機械器具工業      
電子部品・デバイス工業      
自動車工業      
自動車以外の輸送用機械工業      
精密機械工業      
その他の工業      
電気・ガス・熱供給・水道業      
ソフトウェア・情報処理業      
通信業      
放送業      
新聞・出版・その他の情報通信      
運輸業      
卸売・小売業      
金融・保険業      
専門サービス業      
学術研究機関      
その他のサービス業      
その他の業種      

合計      

研究開発実施企業 不実施企業 回答企業総数




 表 － は、これを産業別に集計した結果である。不実施の回答数は、ソフトウェア・情報処理業（
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件）と建設業（ 件）で相対的に高くなっている。また、金融・保険業と新聞・出版・その他の情報通信は、

もともと回答企業数が僅少であったが、その全ての企業が研究開発を実施していないと回答している。

 表 － は、これを資本金階級別にみたものである。不実施企業は、資本金規模が小さい階級に集中

していることが窺える。



表

回答数 割合（％） 回答数 割合（％） 回答数 割合（％）
億円以上億円未満      
億円以上億円未満      
億円以上      

合計      

不実施企業 回答企業総数研究開発実施企業





 以下の分析では、研究開発実施企業のみを集計の対象とする。産業別集計の際、有効回答数が 社

に満たない業種については、回答企業が特定されることを避けるため、集計結果を非公開とする。





 本節では、研究開発活動を実施している回答企業の規模を概観する。その際、前述のように本調査

では研究開発活動に関する事項を、主要業種を単位として調査しているため、主要業種における事業

活動の規模が事業活動全体の中でどの程度のウエイトを占めているのかを見ておくことにする。

  年度の売上高について全社データと主要業種データの両方が得られた研究開発実施企業を集

計対象とすると、社平均値では全社売上高 億円、主要業種の売上高 億円であり、売上高

に占める主要業種部分の割合は約 ％となる。同様に、従業員数の１社平均値を計算すると、全社

人、主要業種 であり、主要業種部分の割合は約 ％となる。すなわち、主要業種への事業

活動の集中度は、従業員数よりも売上高でみた場合に若干高くなっているが、概ね事業活動の８割は

主要業種で行なわれていることになる。

 表 － は、これを産業別に集計したものである。 社平均の事業規模は、売上高でみると石油製品・

石炭製品工業と通信業において高くなっている。従業員数では運輸業において突出して高く、これに

次いで電気・ガス・熱供給・水道業、通信業などで高くなっていることが分かる。

 事業活動全体に占める主要業種の割合は、売上高でみると電気・ガス・熱供給・水道業、卸売・小売

業等では ％に近い高さにあり、情報通信機械器具工業、その他のサービス業等では５０％台という

低い水準にある。また、従業員の構成でみると、主要業種割合は通信業、電気・ガス・熱供給・水道業

等で顕著に高く、非鉄金属工業では  割台と際立って低くなっている。

 表 －は、これを資本金階級別にみたものである。一般に大規模企業ほど事業多角化は進展してい

ると考えられるが、主要業種の割合を売上高でみると、資本金 億円以上 億円未満の階級と 億

円以上の階級はともに８割台であり、顕著な規模間の差異は窺えない。一方、従業員の構成でみると、

 億円以上  億円未満と  億円以上  億円未満の階級では  割前後の水準にあるのに対して、

億円以上の階級では約７５％と低くなっており、大規模企業における事業多角化の傾向が窺える。
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表

 全社 主要業種   全社 主要業種 
農林水産業        
鉱業        
建設業        
食品工業        
繊維工業        
パルプ・紙工業        
印刷業        
医薬品工業        
総合化学・化学繊維工業        
油脂・塗料工業        
その他の化学工業        
石油製品・石炭製品工業        
プラスチック製品工業        
ゴム製品工業        
窯業        
鉄鋼業        
非鉄金属工業        
金属製品工業        
機械工業        
電子応用・電気計測器工業        
その他の電気機械器具工業        
情報通信機械器具工業        
電子部品・デバイス工業        
自動車工業        
自動車以外の輸送用機械工業        
精密機械工業        
その他の工業        
電気・ガス・熱供給・水道業        
ソフトウェア・情報処理業        
通信業        
放送業        
新聞・出版・その他の情報通信業        
運輸業        
卸売・小売業        
金融・保険業        
専門サービス業        
学術研究機関        
その他のサービス業        
その他の業種        
合計        
注：全社、主要業種のいずれにも回答があった企業を集計対象とした。

社平均売上高（万円） 社平均従業員数（人）







表

 全社 主要業種   全社 主要業種 
億円以上億円未満        
億円以上億円未満        
億円以上        
合計        
注：全社、主要業種のいずれにも回答があった企業を集計対象とした。

社平均売上高（万円） 社平均従業員数（人）
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 回答企業に親会社が存在する場合、その研究開発にかかる経営判断は、当該親会社の支配下にお

かれている可能性がある。また、回答企業が子会社を有する場合、その研究開発にかかる経営判断は、

当該子会社に影響を及ぼしている可能性がある。本調査では、企業グループに所属することから生じる

これらの作用を考慮しておくため、親会社、子会社の有無について調査している。

 研究開発実施企業のうち親会社があるとした企業は ％、子会社があるとした企業は ％であっ

た。表 は、これを産業別にみたものである。



表
 

 無 有 合計  無 有 合計
農林水産業        
鉱業        
建設業        
食品工業        
繊維工業        
パルプ・紙工業        
印刷業        
医薬品工業        
総合化学・化学繊維工業        
油脂・塗料工業        
その他の化学工業        
石油製品・石炭製品工業        
プラスチック製品工業        
ゴム製品工業        
窯業        
鉄鋼業        
非鉄金属工業        
金属製品工業        
機械工業        
電子応用・電気計測器工業        
その他の電気機械器具工業        
情報通信機械器具工業        
電子部品・デバイス工業        
自動車工業        
自動車以外の輸送用機械工業        
精密機械工業        
その他の工業        
電気・ガス・熱供給・水道業        
ソフトウェア・情報処理業        
通信業        
放送業        
新聞・出版・その他の情報通信業        
運輸業        
卸売・小売業        
金融・保険業        
専門サービス業        
学術研究機関        
その他のサービス業        
その他の業種        
合計        

親会社の有無（％） 子会社の有無（％）



親会社があるとする回答割合は、その他のサービス業と専門サービス業で  割を超え、学術研究機

関、ソフトウェア・情報処理業、非鉄金属工業でも  割を超えている。他方、印刷業と運輸業における全
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ての回答企業は、親会社なしとしている。

子会社があるとする回答割合は、自動車以外の輸送用機械工業、通信業、運輸業で ％に達して

いる。この回答割合は、多くの業種で７割～割台の水準にあるが、その他のサービス業と専門サービス

業では 割合と低く、学術研究機関では 割に満たない値をとっている。

表 － は、これを資本金階級別にみたものである。親会社があるとする回答割合は、 億円以上 

億円未満と  億円以上  億円未満の階級では  割前後となっているが、 億円以上の大規模企

業では 割に止まっている。

子会社があるとする回答割合は、 億円以上  億円未満の階級では  割弱に止まっているが、

億円以上 億円未満の階級では約 割、億円以上の階級では 割に近い水準に達している。



表

 無 有 合計  無 有 合計
億円以上億円未満        
億円以上億円未満        
億円以上        
合計        

親会社の有無（％） 子会社の有無（％）




 なお、回答企業のうち親会社、子会社ともない単独企業は  社あり、これは親会社の有無と子会社

の有無の両方に有効回答を提供した企業 社の ％に当たる。
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 本章では、回答企業の主要業種における研究開発活動の概況を記述する。





 本調査で収集した研究開発費に関するデータは、主要業種における社内研究開発費、そのうち外部

からの受入研究開発費、および外部支出研究開発費である。これらの定義は、総務省「科学技術研究

調査」における研究費の定義に準拠して、以下のように設定した。



・ 研究開発費には、研究開発にかかる人件費、原材料費、有形固定資産購入費（土地、建物、構築

物、船舶、航空機並びに耐用年数  年以上かつ取得価額が  万円以上の機械、装置、車両、そ

の他の運搬具、工具・器具及び備品の購入に要した費用）、消耗品費などのその他の経費を含

む。

・ 社内研究開発費とは、自己資金、社外から受け入れた資金を問わず、社内で使用した研究開発費

のことで、委託研究開発（共同研究開発を含む）等のため外部（自社の海外拠点を含む）へ支出し

た研究開発費は含まない。

・ 外部からの受入研究開発費とは、社外から受託した研究開発費（共同研究開発を含む）等のため

受け入れた研究開発費をいう。

・ 外部支出研究開発費とは、社外（外部）に委託した研究開発（共同研究開発を含む）等のため支出

した研究開発費をいう。



 総務省「科学技術研究調査」で、研究費、社内使用研究費と記述されているものを、本調査では研究

開発費、社内研究開発費と呼んでいるが、定義は同等である。

 これら全ての項目について有効回答（値を含む）が得られた企業社のみを集計対象として１社平

均値を計算すると、社内研究開発費  億  万円、外部からの受入研究開発費  億  万円、外

部支出研究開発費  億  万円となる。社内研究開発費と外部支出研究開発費の合計である研究

開発支出合計は、 億  万円である。

 表 － は、産業別の集計結果である。 社平均の社内研究開発費が最も大きい業種は自動車工業

で、これに次いで情報通信機械器具工業、電子部品・デバイス工業、医薬品工業の平均値が大きくな

っている。自動車工業は外部支出研究開発費も他産業に比して際立っており、したがって  社平均の

研究開発支出合計が最も大きい産業である。外部支出研究開発費が自動車工業に次いで大きい産業

は、医薬品工業である。

 表 －は、資本金階級別の集計結果である。社内研究開発費は、億円以上 億円未満階級で 

億 万円、億円以上 億円未満階級で 億 万円、億円以上階級で 億 

万円となっている。平成年度「科学技術研究調査」の集計結果によると、社平均の社内使用研究費

は、億円以上 億円未満階級で 億 万円、億円以上 億円未満階級で 億 万

円、 億円以上階級で  億  万円となっており、 億円未満の階級では本調査の平均値の

方が若干高くなっている。前述のように本調査で把握している研究開発費は主要業種部分のみである

から、 億円未満階級における本調査の回答企業は、平均値の比較から窺える以上に研究開発支
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出規模の大きい企業群に偏っていると考えられる。他方、 億円以上の階級で「科学技術研究調査」

の値が本調査の結果を上回っている点には、大規模企業では主要業種以外でも活発な研究開発活動

が行なわれていることを反映しているとみられる。



表


農林水産業     
鉱業     
建設業     
食品工業     
繊維工業     
パルプ・紙工業     
印刷業     
医薬品工業     
総合化学・化学繊維工業     
油脂・塗料工業     
その他の化学工業     
石油製品・石炭製品工業     
プラスチック製品工業     
ゴム製品工業     
窯業     
鉄鋼業     
非鉄金属工業     
金属製品工業     
機械工業     
電子応用・電気計測器工業     
その他の電気機械器具工業     
情報通信機械器具工業     
電子部品・デバイス工業     
自動車工業     
自動車以外の輸送用機械工業     
精密機械工業     
その他の工業     
電気・ガス・熱供給・水道業     
ソフトウェア・情報処理業     
通信業     
放送業     
新聞・出版・その他の情報通信業     
運輸業     
卸売・小売業     
金融・保険業     
専門サービス業     
学術研究機関     
その他のサービス業     
その他の業種     
合計     
注：社内研究開発費、外部からの受入研究開発費および外部支出研究開発費の全てに回答があった企業
　　のみを集計対象とした。

社内研究開発費
（万円）

外部からの受入
研究開発費（

外部支出研究開
発費（万円）

研究開発支出合
計（万円）





表


億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上     
合計     
注：社内研究開発費、外部からの受入研究開発費および外部支出研究開発費の全てに回答があった
　　企業のみを集計対象とした。

社内研究開発費
（万円）

外部からの受入
研究開発費（

外部支出研究開
発費（万円）

研究開発支出合
計（万円）
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 次に、主要業種の対売上高研究開発費比率によって、研究開発集約度を概観しておく。研究開発費

を社内研究開発費のみでみた場合の研究開発集約度の平均値は ％、研究開発支出総額でみた場

合の平均値は ％である。

 表 －は、これを産業別にみたものである。研究開発を本業とする学術研究機関と、技術的なサービ

スや調査研究を本業とする企業が多く含まれるその他サービス業では、研究開発費が生産活動の主要

な投入要素となっているため、研究開発集約度は突出して高くなっているが、これらを例外的な業種と

すると、いずれの指標でみても研究開発集約度の高い上位業種には医薬品工業、精密機械工業、プ

ラスチック製品工業が上がってくる。



表

 
農林水産業    
鉱業    
建設業    
食品工業    
繊維工業    
パルプ・紙工業    
印刷業    
医薬品工業    
総合化学・化学繊維工業    
油脂・塗料工業    
その他の化学工業    
石油製品・石炭製品工業    
プラスチック製品工業    
ゴム製品工業    
窯業    
鉄鋼業    
非鉄金属工業    
金属製品工業    
機械工業    
電子応用・電気計測器工業    
その他の電気機械器具工業    
情報通信機械器具工業    
電子部品・デバイス工業    
自動車工業    
自動車以外の輸送用機械工業    
精密機械工業    
その他の工業    
電気・ガス・熱供給・水道業    
ソフトウェア・情報処理業    
通信業    
放送業    
新聞・出版・その他の情報通信業    
運輸業    
卸売・小売業    
金融・保険業    
専門サービス業    
学術研究機関    
その他のサービス業    
その他の業種    
合計    

対売上高・社内研究
開発費比率（％）

対売上高・研究開
発支出比率（％）
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 表 － は、これを資本金階級別にみたものである。いずれの指標でみても、資本金規模が小さい階

級ほど研究開発集約度は高くなっている。対売上高・社内研究開発費比率は、億円以上億円未満

の階級で ％、億円以上 億円未満の階級で ％、億円以上の階級で ％となっている。

ところが、平成  年度「科学技術研究調査」によれば、対売上高・社内使用研究費は、 億円以上 

億円未満の階級で ％、億円以上 億円未満の階級で ％、億円以上の階級で ％で

ある。すなわち、両調査による研究開発集約度は  億以上の階級では大差がないが、 億円未満

の階級では本調査の値が「科学技術研究調査」の値を上回っている。この点は、前述のように  億円

未満の階級における本調査の回答企業が、研究開発支出規模の大きい企業群に偏っているということ

を反映したものと考えられる。



表

 
億円以上億円未満    
億円以上億円未満    
億円以上    
合計    

対売上高・研究開
発支出比率（％）

対売上高・社内研究
開発費比率（％）









 本調査では、調査時点である  年度における主要業種の社内研究開発費を、 年前（ 年度）

と比べてみた増減状況について聞いている。全体の調査結果は、％以上増加したとする企業 ％、

±％未満の変化であったとする企業 ％、％以上減少したとする企業 ％となっている。

 表 － は、産業別の集計結果である。これによると、％以上増加したとする回答割合が高い業種と

しては、その他のサービス業（％）、運輸業（％）、総合化学・化学繊維工業（％）等が挙げ

られ、％以上減少したとする回答割合が高い業種としては、パルプ・紙工業（％）、卸売・小売業

（％）、専門サービス業（％）が挙げられる。

 表 －は、資本金階級別の集計結果である。これより、％以上増加したとする回答割合は、資本金

規模の大きい階級ほど高くなっていることが分かる。％以上減少したとする回答割合には規模間に大

差がみられないが、±％未満の変化であったとする回答割合は特に 億円以上 億円未満の規模

階級で高くなっており、相対的に小規模な企業で研究開発支出の伸びが停滞していることを窺わせて

いる。

 表 － は、これを社内研究開発費の規模別に示したものである。％以上増加したとする回答割合

は、社内研究開発費の規模が大きいほど単調に増加しており、万円未満規模での％から、

億円以上規模では ％にまで高まっている。逆に ％以上減少したとする回答割合は社内研究開発

費の規模が大きいほど単調に減少しており、 万円未満規模では ％であるが、 億円以上規

模では ％となっている。
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表
　 （単位：％）

 ％以上増加 ±１０％未満の変化 ％以上減少 合計
農林水産業     
鉱業     
建設業     
食品工業     
繊維工業     
パルプ・紙工業     
印刷業     
医薬品工業     
総合化学・化学繊維工業     
油脂・塗料工業     
その他の化学工業     
石油製品・石炭製品工業     
プラスチック製品工業     
ゴム製品工業     
窯業     
鉄鋼業     
非鉄金属工業     
金属製品工業     
機械工業     
電子応用・電気計測器工業     
その他の電気機械器具工業     
情報通信機械器具工業     
電子部品・デバイス工業     
自動車工業     
自動車以外の輸送用機械工業     
精密機械工業     
その他の工業     
電気・ガス・熱供給・水道業     
ソフトウェア・情報処理業     
通信業     
放送業     
新聞・出版・その他の情報通信業     
運輸業     
卸売・小売業     
金融・保険業     
専門サービス業     
学術研究機関     
その他のサービス業     
その他の業種     
合計     
注：年前（年度）と比較した年度時点での増減状況に関する回答結果を示す。 



表
　 （単位：％）

 ％以上増加 ±１０％未満の変化 ％以上減少 合計
億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上     
合計     
注：年前（年度）と比較した年度時点での増減状況に関する回答結果を示す。 
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表

 （単位：％）
 １０％以上増加 ±１０％未満の変化１０％以上減少 合計

万円未満     
万円以上億円未満     
１億円以上１０億円未満     
１０億円以上１００億円未満     
１００億円以上１０００億円未満     
１０００億円以上     
合計     
注：年前（年度）と比較した年度時点での増減状況に関する回答結果を示す。 



 本調査では、社内研究開発費が ％以上増加したとする企業と、％以上減少したとする企業には、

さらに増減理由について質問している。

 増加理由に関する集計結果を図 － に示す。半数以上の企業が選択した増加理由は、「研究開発

活動にかかる人件費の増加」と「特定分野の研究開発費の増加」の  項目である。「人件費の増加」の

回答割合％は、費目に関する理由の中では「設備投資の増加」（％）を大きく上回り、また「特

定分野の増額」の回答割合（％）は、研究分野に関する理由の中では「分野の拡大」（％）を大

きく上回っている。研究分野に関する理由の回答には、分野の集中化傾向が窺える。

 他方、減少理由に関する集計結果（図 －）によれば、最も回答割合が高い項目は、「人件費の減

少」（％）で、費目に関する理由の中では「設備投資の減少」（％）を大きく上回っているが、研

究分野に関する  つの理由の回答割合は「分野の縮小」（％）、「特定分野の減額」（％）と大差

がなく、増加理由に比べると回答傾向にバラツキがみられる。

図）

）





















      

特定分野の研究開発費の増額

研究開発活動を実施する分野の拡大

研究開発活動にかかる設備投資の増加

研究開発活動にかかる人件費の増加

売上高・利益の増加又はその見込み

研究所等の施設の新設・拡張

優遇税制により内部留保が増えたため

試験研究助成金の影響

合併・買収の影響

その他

％
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図























          

特定分野の研究開発費の減額

研究開発活動を実施する分野の縮小

研究開発活動にかかる設備投資の減少

研究開発活動にかかる人件費の減少

売上高・利益の減少又はその見込み

研究所等の施設の廃止・統合

優遇税制の控除額が減少したため

試験研究助成金の影響

合併・買収の影響

その他

％









 次に  年度末時点での主要業種における研究開発者、うち博士号取得者、外国籍研究開発者の

雇用状況に関する調査結果を概観する。





 本調査における研究開発者の定義は、「科学技術研究調査」による研究者の定義に準拠して、次のよ

うに設定した。



・ 研究開発者とは、「大学（短期大学を除く）の課程を修了した者、またはこれと同等以上の専門知識

を有する者で、特定のテーマをもって研究開発に従事している者」を言う。



 また、主要業種における研究開発者数を特定してもらうため、勤務時間の半分以上、主要業種に関す

る研究開発活動に従事している研究開発者数の記入を求めた。なお、海外拠点にいる研究開発者数

は除外してもらっている。

 社平均値は、研究開発者数 人、うち博士号取得者数 人であり、博士号取得者比率は ％とな

る。表 －は、産業別の集計結果である。これによると、研究開発者数の 社平均値が最も大きいのは

情報通信機械器具工業の  人であり、これに次いで自動車工業（ 人）、精密機械工業（ 人）

の平均値が大きくなっている。情報通信機械器具工業は、博士号取得者数も最も大きく、学術研究機
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関の  人を上回り、 人となっている。しかし、博士号取得比率では学術研究機関の ％が最も高く

なっており、建設業（％）、その他のサービス業（％）が、これに続いている。



表


農林水産業    
鉱業    
建設業    
食品工業    
繊維工業    
パルプ・紙工業    
印刷業    
医薬品工業    
総合化学・化学繊維工業    
油脂・塗料工業    
その他の化学工業    
石油製品・石炭製品工業    
プラスチック製品工業    
ゴム製品工業    
窯業    
鉄鋼業    
非鉄金属工業    
金属製品工業    
機械工業    
電子応用・電気計測器工業    
その他の電気機械器具工業    
情報通信機械器具工業    
電子部品・デバイス工業    
自動車工業    
自動車以外の輸送用機械工業    
精密機械工業    
その他の工業    
電気・ガス・熱供給・水道業    
ソフトウェア・情報処理業    
通信業    
放送業    
新聞・出版・その他の情報通信業    
運輸業    
卸売・小売業    
金融・保険業    
専門サービス業    
学術研究機関    
その他のサービス業    
その他の業種    
合計    
注：研究開発者数、博士号取得者数の両方に回答があった企業のみを集計対象とした。

研究開発者
数人）

博士号取得
者数人）

博士号取得
者比率（％）





表


億円以上億円未満    
億円以上億円未満    
億円以上    
合計    
注：研究開発者数、博士号取得者数の両方に回答があった企業のみを集計対象とした。

博士号取得
者数人）

博士号取得
者比率（％）

研究開発者
数人）
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 表 －は、これを資本金階級別にみたものである。資本金 億円以上の規模階級における研究開

発者数と博士号取得者数は、億円未満の規模階級よりも 桁大きくなっているが、博士号取得者比

率では  億円未満の規模階級が ％前後の水準にあるのに対して、 億円以上の規模階級は

％に止まっている。





 本調査では、博士号取得者数について過去  年間の増減状況を調査している。回答企業全体では、

増加したとする企業 ％、変化なしとする企業 ％、減少したとする企業 ％であった。

その産業別集計結果を表 －に示す。博士号取得者数の増加傾向が顕著な業種としては、電気・

ガス・熱供給・水道業（増加したとする回答割合 ％）、総合化学・化学繊維工業（同 ％）、医薬

品工業（同 ％）、学術研究機関（％）が挙げられる。ただし、学術研究機関と医薬品工業は、減

少したとする回答割合も他産業に比して高くなっており、これら業種に属する企業では博士号取得者の

雇用に２極分化が生じていることを窺わせている。

表 －は、資本金階級別集計結果である。博士号取得者数が増加したとする回答割合は、資本金

規模が大きい階級ほど高くなっており、億円以上の規模階級では 割を超えている。ただし、億

円以上の階級では減少したとする回答割合も、 億円未満の階級に比して若干高くなっている。





 外国籍研究開発者数（海外拠点にいる外国籍研究開発者を除く）の  社平均値は、 人であった。ま

た、外国籍研究開発者数が過去  年間に増加したとする回答割合は ％、変化なしとする回答割合

は ％、減少したとする回答割合は ％であった。

 表 － は、これを産業別に集計したものである。外国籍研究開発者数は、自動車工業の  人で突

出して大きくなっており、電子部品・デバイス工業の 人が、これに続いている。これら以外の業種では、

外国籍研究開発者数の平均値は  人に満たないか、 人に満たない水準にある。外国籍研究開発者

の増加傾向が相対的に顕著な業種としては、学術研究機関（増加したとする回答割合 ％）、その他

の電気機械器具工業（同 ％）、自動車工業（％）が挙げられる。

 表 － は、資本金階級別の集計結果である。外国籍研究開発者数は資本金  億円以上の規模

階級で顕著に大きくなっており、また、この階級では過去  年間に外国籍研究開発者が増加したとする

回答割合も ％と高くなっている。
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表
（単位：％）

 増加した 変化なし 減少した 合計
農林水産業     
鉱業     
建設業     
食品工業     
繊維工業     
パルプ・紙工業     
印刷業     
医薬品工業     
総合化学・化学繊維工業     
油脂・塗料工業     
その他の化学工業     
石油製品・石炭製品工業     
プラスチック製品工業     
ゴム製品工業     
窯業     
鉄鋼業     
非鉄金属工業     
金属製品工業     
機械工業     
電子応用・電気計測器工業     
その他の電気機械器具工業     
情報通信機械器具工業     
電子部品・デバイス工業     
自動車工業     
自動車以外の輸送用機械工業     
精密機械工業     
その他の工業     
電気・ガス・熱供給・水道業     
ソフトウェア・情報処理業     
通信業     
放送業     
新聞・出版・その他の情報通信業     
運輸業     
卸売・小売業     
金融・保険業     
専門サービス業     
学術研究機関     
その他のサービス業     
その他の業種     
合計     
注．博士号取得者数について回答があった企業のみを集計対象とした。
注．年前（年度末）と比較した年度末時点での増減状況に関する回答結果を示す。 



表
（単位：％）

 増加した 変化なし 減少した 合計
億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上     
合計     
注．博士号取得者数について回答があった企業のみを集計対象とした。
注．年前（年度末）と比較した年度末時点での増減状況に関する回答結果を示す。
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表

 増加した 変化なし 減少した 合計
農林水産業       
鉱業       
建設業       
食品工業       
繊維工業       
パルプ・紙工業       
印刷業       
医薬品工業       
総合化学・化学繊維工業       
油脂・塗料工業       
その他の化学工業       
石油製品・石炭製品工業       
プラスチック製品工業       
ゴム製品工業       
窯業       
鉄鋼業       
非鉄金属工業       
金属製品工業       
機械工業       
電子応用・電気計測器工業       
その他の電気機械器具工業       
情報通信機械器具工業       
電子部品・デバイス工業       
自動車工業       
自動車以外の輸送用機械工業       
精密機械工業       
その他の工業       
電気・ガス・熱供給・水道業       
ソフトウェア・情報処理業       
通信業       
放送業       
新聞・出版・その他の情報通信業       
運輸業       
卸売・小売業       
金融・保険業       
専門サービス業       
学術研究機関       
その他のサービス業       
その他の業種       
合計       

　　　　　　年前（年度末）と比べた増減状況（％）


平均値
（人）







表

  増加した 変化なし 減少した 合計
億円以上億円未満       
億円以上億円未満       
億円以上       
合計       

　　　　　　年前（年度末）と比べた増減状況（％）平均値
（人）
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 本調査では、研究開発活動を規定すると考えられる外部環境要因と製品・サービスの特性、研究開発

活動の成果であるイノベーションとそのアウトカムに関する調査項目をコア項目として設計した。それら

は、調査対象企業の主要業種において最も売上高の大きい製品・サービス（以下、主力製品・サービ

ス）に調査事項をフォーカスすることにより、製品・サービスというミクロなレベルで変数間の関係を分析

できるようにしている。

 本章では、それらの調査項目に基づくデータの集計結果を報告する。また、項目間の相互関係に関

する簡単な分析の結果について記述する。









 企業の研究開発活動をとりまく外部環境の中で、取り分け重要な影響力を持つと考えられる要因は、

当該企業が直面している市場における競争の程度と、当該企業のポジションであると考えられる。そこ

で本調査では、外部環境要因の把握を目的として、以下の調査項目を設定した。



・ 主力製品・サービス分野における、過去  年間（ 年度～ 年度）における新規参入企業数

（日本企業か外国企業かを問わず、この期間に国内市場に新規参入した競合企業数）

・ 主力製品・サービス分野における競合企業数（日本企業か外国企業かを問わず、国内市場で競合

している企業数）

・ 主力製品・サービス分野の国内市場における上位  社の市場シェア合計（市場集中度）

・ 自社が上位 社に入るか否か

・ 主力製品・サービス分野の国内市場における自社の市場シェア



 競争の激しい市場ほど、競争優位の鍵を握るイノベーションが追及されるため、研究開発活動が活発

に行われると考えられる。しかし、過度の競争は、イノベーションによる期待利益を下げるため、研究開

発インセンティブを損なう可能性もある。上記の変数は、日本企業をとりまく環境が、このような対立する

仮説のいずれが適合する状況にあるのかを検証する上で利用できるであろう。

 本調査による全体の平均値では、新規参入企業数は  社、競合企業数は  社であった。

 表 － は、これを産業別にみたものである。新規参入企業数の平均値では、ソフトウェア・情報処理

業の  社と、学術研究機関の  社が際立って大きく、他の業種では  社に満たないレベルから  社ま

でのレベルにある。また、競合企業数では、専門サービス業の  社が突出して大きく、これに続く卸

売・小売業では  社、油脂・塗料工業では  社などとなっている。

 市場シェアについては、他の変数との関連を後述する。
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表
 単位：社

 新規参入企業数 競合企業数
農林水産業   
鉱業   
建設業   
食品工業   
繊維工業   
パルプ・紙工業   
印刷業   
医薬品工業   
総合化学・化学繊維工業   
油脂・塗料工業   
その他の化学工業   
石油製品・石炭製品工業   
プラスチック製品工業   
ゴム製品工業   
窯業   
鉄鋼業   
非鉄金属工業   
金属製品工業   
機械工業   
電子応用・電気計測器工業   
その他の電気機械器具工業   
情報通信機械器具工業   
電子部品・デバイス工業   
自動車工業   
自動車以外の輸送用機械工業   
精密機械工業   
その他の工業   
電気・ガス・熱供給・水道業   
ソフトウェア・情報処理業   
通信業   
放送業   
新聞・出版・その他の情報通信業   
運輸業   
卸売・小売業   
金融・保険業   
専門サービス業   
学術研究機関   
その他のサービス業   
その他の業種   
合計   
注：新規参入企業数、競合企業数の両方に回答があった企業のみを
　　集計対象とした。 





 本調査では、調査対象企業における主力製品・サービスの特性を把握することを目的として、以下の

調査項目を設定した。



・ ある製品・サービスが市場において新しい製品・サービスに代替されるまでの期間

・ 標準化された規格（公的規格のみならず事実上の標準を含む）の有無

・ 利用者の数が増えるほど、当該製品・サービスから得られる利便性が高まる性格（ネットワーク外部

性）の有無

・ 当該製品・サービスの事業活動に必要な資材・用役の内製率（年度の費用からみた割合）
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 ある製品・サービスが新しい製品・サービスに代替される期間とは、当該製品・サービスのライフタイム

の長さを意味している。このライフタイムが短い製品・サービスの市場ほど、プロダクト・イノベーションが

頻繁に行なわれていると考えられる。

 調査データから求められる代替期間の平均値は、箇月、すなわち  年である。

 表 － は、産業別の集計結果である。これによると、製品・サービスのライフタイムが相対的に短い業

種として、その他のサービス業（ 年）、ソフトウェア・情報通信業（ 年）、電子部品・デバイス工業

（ 年）等が挙げられる。逆にライフタイムの長い業種では、運輸業（ 年）が突出しており、次いで

石油製品・石炭製品工業（ 年）となっている。



表
（単位：箇月）

 期間
農林水産業  
鉱業  
建設業  
食品工業  
繊維工業  
パルプ・紙工業  
印刷業  
医薬品工業  
総合化学・化学繊維工業  
油脂・塗料工業  
その他の化学工業  
石油製品・石炭製品工業  
プラスチック製品工業  
ゴム製品工業  
窯業  
鉄鋼業  
非鉄金属工業  
金属製品工業  
機械工業  
電子応用・電気計測器工業  
その他の電気機械器具工業  
情報通信機械器具工業  
電子部品・デバイス工業  
自動車工業  
自動車以外の輸送用機械工業  
精密機械工業  
その他の工業  
電気・ガス・熱供給・水道業  
ソフトウェア・情報処理業  
通信業  
放送業  
新聞・出版・その他の情報通信業  
運輸業  
卸売・小売業  
金融・保険業  
専門サービス業  
学術研究機関  
その他のサービス業  
その他の業種  
合計   
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 標準化された規格の存在とは、支配的な製品デザインの成立や、基盤的な技術の普及度に関する指

標となるものである。産業全体としては、主力製品・サービス分野に標準化された規格が存在していると

する回答割合は ％であった。

 ネットワーク外部性とは、技術進歩に経路依存的な性格（すなわち過去の技術選択が技術進歩の方

向を規定する性格）をもたらす要因の一つである。産業全体としては、主力製品・サービス分野にネット

ワーク外部性が存在するという回答割合は ％であった。



表 

 肯定割合（％）  肯定割合（％）
農林水産業    
鉱業    
建設業    
食品工業    
繊維工業    
パルプ・紙工業    
印刷業    
医薬品工業    
総合化学・化学繊維工業    
油脂・塗料工業    
その他の化学工業    
石油製品・石炭製品工業    
プラスチック製品工業    
ゴム製品工業    
窯業    
鉄鋼業    
非鉄金属工業    
金属製品工業    
機械工業    
電子応用・電気計測器工業    
その他の電気機械器具工業    
情報通信機械器具工業    
電子部品・デバイス工業    
自動車工業    
自動車以外の輸送用機械工業    
精密機械工業    
その他の工業    
電気・ガス・熱供給・水道業    
ソフトウェア・情報処理業    
通信業    
放送業    
新聞・出版・その他の情報通信業    
運輸業    
卸売・小売業    
金融・保険業    
専門サービス業    
学術研究機関    
その他のサービス業    
その他の業種    
合計    
注：ネットワーク外部性の存在に関する肯定割合とは、主力製品・サービス分野について、
　　「利用者の数が増えるほど、その製品・サービスから得られる利便性が高まる性格」を持つ
　　とする回答割合。

標準化された規格の存在 ネットワーク外部性の存在




 表 －によって、各々の指標を産業別にみることができる。
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 標準化された規格が存在するという回答割合は、通信業では ％となっており、電気・ガス・熱供給・

水道業と石油製品・石炭製品工業でも  割を超える高さとなっている。この回答割合が低い業種として

は、卸売・小売業とその他のサービス業が挙げられる（各々％）。

 ネットワーク外部性が存在するという回答割合では、通信業がやはり ％となっているが、この回答

割合は通信業以外の業種では概して低く、番目に高いソフトウェア・情報処理業でも ％である。また、

この回答割合が顕著に低い業種としては、食品工業、その他の工業が挙げられる（各々％台）。

 必要な資材・用役の内製率は、事業活動の内部統合度を示しており、イノベーションに必要な補完的

資産が、どの程度内部化されているのかに関する指標となるものである。



表
 （単位：％）

 内製率
農林水産業  
鉱業  
建設業  
食品工業  
繊維工業  
パルプ・紙工業  
印刷業  
医薬品工業  
総合化学・化学繊維工業  
油脂・塗料工業  
その他の化学工業  
石油製品・石炭製品工業  
プラスチック製品工業  
ゴム製品工業  
窯業  
鉄鋼業  
非鉄金属工業  
金属製品工業  
機械工業  
電子応用・電気計測器工業  
その他の電気機械器具工業  
情報通信機械器具工業  
電子部品・デバイス工業  
自動車工業  
自動車以外の輸送用機械工業  
精密機械工業  
その他の工業  
電気・ガス・熱供給・水道業  
ソフトウェア・情報処理業  
通信業  
放送業  
新聞・出版・その他の情報通信業  
運輸業  
卸売・小売業  
金融・保険業  
専門サービス業  
学術研究機関  
その他のサービス業  
その他の業種  
合計  
注１．主力製品・サービスの事業活動における内製率を
　　　費用面で評価した値。
注２．回答カテゴリーの中位値に基づいて計算した平均値。 
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調査データから求められる内製率の平均値は、％であった。

表 － は、産業別の集計結果である。内製率は、石油製品・石炭製品工業（％）、自動車以外

の輸送用機械工業（％）等で高く、運輸業（％）、建設業（％）等で低くなっている。





 本調査では、イノベーションの実施状況を把握することを目的として、以下の調査項目を設定した。



・ 主力製品・サービス分野で過去  年間（ 年度～ 年度）に、技術的に明らかな新規性を持

つ新製品・サービス（すなわちプロダクト・イノベーション）を市場に投入したか否か



 全体としては、％の回答企業が、プロダクト・イノベーションを導入したとしている。

 表 － は、これを産業別にみたものである。プロダクト・イノベーションの実施割合は、その他の工業

（％）、油脂・塗料工業（％）、電子応用・電気計測器工業（％）の 業種が 割台の高い水

準にあり、運輸業（％）、電気・ガス・熱供給・水道業（％）、学術研究機関（％）の 業種が 

割台の低い水準にある。

表 － は、資本金階級別の集計結果である。プロダクト・イノベーションの実施割合は、資本金規模

の大きい階級ほど高くなっており、億円以上 億円未満階級の ％から、億円以上の規模階級

では ％にまで高まっている。しかし、前章でみたように研究開発集約度は、むしろ資本金規模が小さ

い階級ほど高くなっている。この点は、相対的に規模の小さい企業において、研究開発が効果的にプロ

ダクト・イノベーションに結び付いていないことを示唆している。





 本調査では、調査対象企業におけるアウトカムの動向を把握するため、以下の調査項目を設定した。



・ 主力製品・サービス分野における 年度の売上高を、 年前（ 年度）と比較した増減状況



 全体の調査結果では、過去  年間に売上高が ％以上増加したとする企業 ％、±％未満の

増減とする企業 ％、％以上減少したとする企業 ％となっている。

 その産業別集計結果は、表 － に示すとおりである。％以上増加したとする回答割合が顕著に高

い業種として鉄鋼業（％）と石油製品・石炭製品工業（％）が挙げられる。一方、％以上減少

したとする回答割合は、学術研究機関（％）、専門サービス業（％）、その他のサービス業

（％）といったサービス業で高くなっている。

 表 －の資本金階級別集計結果は、概して ％以上増加したとする回答割合は資本金規模が大き

い階級ほど高く、逆に ％以上減少したとする回答割合は資本金規模が小さい階級ほど低くなってい

ることを示している。
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表


 実施割合（％）
農林水産業  
鉱業  
建設業  
食品工業  
繊維工業  
パルプ・紙工業  
印刷業  
医薬品工業  
総合化学・化学繊維工業  
油脂・塗料工業  
その他の化学工業  
石油製品・石炭製品工業  
プラスチック製品工業  
ゴム製品工業  
窯業  
鉄鋼業  
非鉄金属工業  
金属製品工業  
機械工業  
電子応用・電気計測器工業  
その他の電気機械器具工業  
情報通信機械器具工業  
電子部品・デバイス工業  
自動車工業  
自動車以外の輸送用機械工業  
精密機械工業  
その他の工業  
電気・ガス・熱供給・水道業  
ソフトウェア・情報処理業  
通信業  
放送業  
新聞・出版・その他の情報通信業  
運輸業  
卸売・小売業  
金融・保険業  
専門サービス業  
学術研究機関  
その他のサービス業  
その他の業種  
合計   





表


 実施割合（％）
億円以上億円未満  
億円以上億円未満  
億円以上  
合計   
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表
（単位：％）

 ％以上増加 ±未満の増減 ％以上減少 合計
農林水産業     
鉱業     
建設業     
食品工業     
繊維工業     
パルプ・紙工業     
印刷業     
医薬品工業     
総合化学・化学繊維工業     
油脂・塗料工業     
その他の化学工業     
石油製品・石炭製品工業     
プラスチック製品工業     
ゴム製品工業     
窯業     
鉄鋼業     
非鉄金属工業     
金属製品工業     
機械工業     
電子応用・電気計測器工業     
その他の電気機械器具工業     
情報通信機械器具工業     
電子部品・デバイス工業     
自動車工業     
自動車以外の輸送用機械工業     
精密機械工業     
その他の工業     
電気・ガス・熱供給・水道業     
ソフトウェア・情報処理業     
通信業     
放送業     
新聞・出版・その他の情報通信業     
運輸業     
卸売・小売業     
金融・保険業     
専門サービス業     
学術研究機関     
その他のサービス業     
その他の業種     
合計      



表
（単位：％）

 ％以上増加 ±未満の増減 ％以上減少 合計
億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上     
合計      
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－

 本節では、上述の調査項目によって取得されたデータを用いて、研究開発をとりまく変数間の相互関

係に関する簡単な分析を行う。ここで想定する変数間の関係は、図 －に示すとおりである。























 図中の矢印は、それぞれ以下の関係を意味している。企業における業績の成長は、研究開発活動を

活発化させる要因となる（１）。研究開発活動はプロダクト・イノベーションをもたらし（２）、プロダクト・イノ

ベーションは新たなアウトカムの源泉になる（３）。アウトカムの成長は、市場における競争の程度に規定

されながら当該企業のポジションを変化させる（４）。また、市場における競争の程度や当該企業のポジ

ションは、研究開発活動に直接的な影響を及ぼす（５）。プロダクト・イノベーションの実施は、当該企業

の市場におけるポジションと相互関係を持ち（６）、製品・サービス自体の特性と関連する側面もある

（７）。

 以下の分析は、因果関係を厳密に検証するものではないが、上記のような関係が変数間に成立する

可能性を探索するための基礎作業として位置付けられるであろう。なお、以下の項番号は、図中の番号

に対応している。





 まず、過去３年間における主力製品・サービスの売上高の変化と、主要業種の社内研究開発費の変

化との間にどのような関係があるのかをみる。

 図４－２に示すクロス集計の結果には、売上高が増加したグループほど、研究開発費を増加させてい

る傾向が顕著に現れている。すなわち、売上高が ％以上増加したとするグループでは、％の企業

が研究開発費を ％以上増加させたとしているのに対して、売上高が±％未満の増減であったグル

ープと ％以上減少したとするグループでは、研究開発費を ％以上増加させたとする回答割合は

％前後に止まっている。なお、このクロス集計結果に関するカイ  乗検定の結果は、カイ  乗値

 で、両側 ％未満水準で有意である。



研究開発活動 プロダクト・イノベーションアウトカムの成長

製品・サービスの特性

市場における競争と
自社のポジション

図－ 

 









（７）

研究開発活動 プロダクト・イノベーションアウトカムの成長

製品・サービスの特性

市場における競争と
自社のポジション

図－ 

 









（７）



- 46 -

 

図 
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％以上増加
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 次に、過去  年間の主要業種における社内研究開発費の変化と、プロダクト・イノベーションの実施状

況の関係についてみる。



図 
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実施

不実施
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 図 － に示すクロス集計結果では、研究開発費を増加させたグループほど、プロダクト・イノベーショ

ンを実施していることが窺える。すなわち、研究開発費を ％以上増加させたとするグループでは ％

の企業がプロダクト・イノベーションを実施したと回答しているのに対して、研究開発が±％未満の増

減であったグループと ％以上減少したグループでは、この回答割合は ～％に止まっている。こ

のクロス集計結果に関するカイ  乗検定の結果は、カイ  乗値  で、両側 ％未満水準で有意で

ある。



）

 次に、過去 年間の主力製品・サービス分野におけるプロダクト・イノベーションの実施状況と、売上高

の変化との間にどのような関係があるのかをみる。

 図 － に示すクロス集計結果では、プロダクト・イノベーションを実施したとするグループの方が不実

施のグループよりも、売上高が ％以上増加したとする回答割合が若干高くなっているが、その差は顕

著なものではない。この回答割合は ～％に止まっている。このクロス集計結果に関するカイ  乗検

定の結果は、カイ 乗値 で、有意水準は両側 ％未満であった。これは、プロダクト・イノベーシ

ョンの実施が効果的にアウトカムの増大に結び付いていない状況を示唆している。

図 －  


 ）



















     

実施

不実施

合計

プ
ロ
ダ
ク
ト
・イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
実
施
状
況

売上高の変化に関する回答分布

％以上増加

±１０％未満の増減

％以上減少



以上の結果には、アウトカムの成長は研究開発費の増加に還元され、研究開発費の増加はプロダク

ト・イノベーションをもたらしているものの、プロダクト・イノベーションはアウトカムの成長に結び付いてい

ないという状況が示唆されていることから、研究開発に基づく成長メカニズムが機能不全に陥る可能性

が懸念される。
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）

 ここでは、過去 年間における主力製品・サービス市場における売上高の変化と、自社ポジションの関

係についてみる。

 図 － に示すクロス集計結果から、主力製品・サービス市場の売上高において上位  社に入ると回

答したグループほど、過去  年間の売上高も成長していることが窺える。すなわち、売上高が ％以上

増加したとする回答割合は、上位  社に入るグループでは ％で、上位  社に入らないグループの回

答割合 ％よりも明らかに高くなっている。このクロス集計結果に関するカイ  乗検定の結果は、カイ 

乗値 で、両側 ％未満水準で有意である。



図 －  年
 ）
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上位社に入らない
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±％未満の増減

％以上減少







）

 ここでは、主力製品・サービス市場におけるポジションと、研究開発の関係について検討する。

 図 －に示すクロス集計結果は、市場におけるポジションと社内研究開発費の増減の間にどのような

関係があるのかをみたものである。これより、主力製品・サービスの売上高において上位  社に入ると回

答したグループほど、過去 年間の社内研究開発費が増加傾向にあることが窺える。すなわち、社内研

究開発費が ％以上増加したとする回答割合は、上位  社に入らないグループでは ％であるのに

対して、上位  社に入るグループでは ％となっている。このクロス集計結果に関するカイ  乗検定の

結果は、カイ  乗値  で、両側 ％未満水準で有意である。
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）

 以下では、市場における競争の程度と自社ポジションが、プロダクト・イノベーションの実施状況とどの

ように関係しているのをみる。



図 －  
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 まず、図 －に示すクロス集計結果は、主力製品・サービス市場におけるポジションと、過去 年間の

プロダクト・イノベーションの実施状況の間に、どのような関係があるのかをみたものである。プロダクト・イ

ノベーションを実施したとする回答割合は、主力製品・サービスの売上高において上位  社に入ると回

答したグループでは ％であり、上位  社に入らないグループの回答割合（％）よりも高くなっている。

このクロス集計結果に関するカイ 乗検定の結果は、カイ 乗値 で、両側 ％未満水準で有意

である。

 次に、主力製品・サービス市場における競争の程度と、プロダクト・イノベーションの実施状況の関係

について検討する。前節で述べたように、本調査では市場における競争の程度を把握するための変数

として、過去 年間の新規参入企業数、競合企業数、市場集中度（上位 社の市場シェア合計）を設定

している。図 － は、このうち競合企業数のデータをカテゴリー化した上で、プロダクト・イノベーション

実施企業比率との関係をみたものである。



図

）




























社 ～社 ～社 ～社 ～社 社～

競合企業数
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 これによると、プロダクト・イノベーション実施企業比率は、製品・サービス市場での競合企業数が  社

から ～ 社までの間は上昇し、 社以上のカテゴリーでは次第に減少している。この結果は、競合

企業の存在がイノベーションを刺激する一方、競争が過度に及ぶと逆にイノベーションは停滞することを

示唆している。但し、ここで言う競合企業数とは、前述のように「主力製品・サービス」（主要業種におい

て最も売上高の大きい製品・サービス）の市場での競合他社として回答企業が認知している企業の数で

あるが、「主力・製品サービス」の事業スコープは、回答企業によって異なる可能性がある点に注意を要

する。競合企業数は、回答企業が主力製品・サービスの事業スコープを広く考えると多くなり、狭く考え
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ると少なくなるであろう。

 なお、表 － に示すように、競合企業数は新規参入企業数と正の相関を持ち、市場集中度と負の相

関を持つ変数である。



表
新規参入企業数 競合企業数

競合企業数   
市場集中度    
注１．；１％水準で有意。；５％水準で有意。
注２市場集中度は、上位４社による市場シェアの合計 







 最後に、製品・サービスの特性を把握するために設定した変数の中から、主力製品・サービスのライフ

タイムを取り上げ、それがプロダクト・イノベーションの実施状況とどのように関係しているのかをみてお

く。

 表 － に示す集計結果によれば、過去  年簡にプロダクト・イノベーションを実施したとする企業の

主力製品・サービス市場では、新たな製品・サービスが従来の製品・サービスに代替するまでの平均的

な期間が 箇月となっており、これはプロダクト・イノベーションを実施していない企業の主力製品・サ

ービス市場における代替期間  箇月よりも短くなっている。これら平均値の差に関するｔ検定の結果

は、両側 ％未満の水準で有意である。



表


（単位：箇月）
 代替期間

実施  
不実施  
合計   



 ここから２つの因果関係を想定することができるであろう。すなわち、活発なプロダクト・イノベーション

が製品・サービスのライフタイムを短縮しているという関係と、製品・サービスのライフタイムが短いという

特性ゆえに、プロダクト・イノベーションのリードタイムも短くなっているという関係である。
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－

 研究開発活動を実施している企業のうち、特許等の知的財産権の取得、取引等の知的財産活動を実

施しているかどうかについて業種別にまとめたのが表  である。まず合計値で見た場合、研究開発を

行っている企業のうち全体の ％の企業が知的財産活動を実施していることがわかる。すなわち、研

究開発を実施しているほとんどの企業で知的財産活動が行われていることを示している。





表 － 

 実施企業数 割合（％）
農林水産業   
鉱業   
建設業   
食品工業   
繊維工業   
パルプ・紙工業   
印刷業   
医薬品工業   
総合化学・化学繊維工業   
油脂・塗料工業   
その他の化学工業   
石油製品・石炭製品工業   
プラスチック製品工業   
ゴム製品工業   
窯業   
鉄鋼業   
非鉄金属工業   
金属製品工業   
機械工業   
電子応用・電気計測器工業   
その他の電気機械器具工業   
情報通信機械器具工業   
電子部品・デバイス工業   
自動車工業   
自動車以外の輸送用機械工業   
精密機械工業   
その他の工業   
電気・ガス・熱供給・水道業   
ソフトウェア・情報処理業   
通信業   
放送業   
新聞・出版・その他の情報通信業   
運輸業   
卸売・小売業   
金融・保険業   
専門サービス業   
学術研究機関   
その他のサービス業   
その他の業種   
合計   

知的財産活動の有無
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業種別にみると、知的財産活動を実施していない企業の割合が比較的多い業種はその他サービス

業（％）、ソフトウェア・情報処理業（％）、専門サービス業（％）、食品工業（％）である。

研究開発集約型産業にもかかわらず、ソフトウェア・情報処理業での知的財産活動への取り組みが低

調なのは、ソフトウェア特許の整備が 年代後半から 年初頭と比較的最近に行われたことに由来

している可能性がある。

 次に、資本金階級別に知的財産活動の実施状況を見たのが表 －である。実施企業の割合は資本

金 億円以上 億円未満で ％、億円以上 億円未満では ％、億円以上で ％

であり、資本金規模が大きくなるについて実施企業が増加している。とりわけ下位  階級の差が  ポイ

ント以上と大きく、資本金  億円未満の中小企業において知的財産活動が相対的に低調であることを

示している。





表 － 

 実施企業数 割合（％）
億円以上億円未満   
億円以上億円未満   
億円以上   
合計   

知的財産活動の有無







－

 主要業種における 年度の国内特許出願件数（社平均）と、研究開発の規模に対する出願件数

の比率でみた特許出願性向（特許出願件数／研究開発費）が表 －である。年度の主要業種に

おける特許出願件数は  社当たりの平均で見た場合、件数の多い業種は情報通信機械器具工業の

 件、通信業の  件、自動車工業の  件等である。しかし、特許出願性向で見た場合、これ

らの産業は他の産業と比較して大きいわけでない（表 ‐の  列目参照）。

むしろ特許出願性向では、その他業種およびその他の門サービス業（）で高い値となって

いる。これらの産業では、前者は研究開発費 千万円当たり 件、後者は 件特許出願しているこ

とを表している。製造業では非鉄金属工業（）、印刷業で比較的高い値となっている一方で、

医薬品工業（）で最も低い。

次に、 年前 年度と比較した場合の特許出願件数の増減を見たのが表 － である。まず、全

体では ％以上増加したと回答した企業 ％、％以上減少したと回答した企業が ％となってお

り、減少した企業が増加した企業の割合を上回っている。年から 年にかけて企業の主要業種

 
特許出願性向の増減は研究開発費の生産性を表すものではない。出願性向は、技術特性や特許の有効性、企

業戦略等に大きく依存し、それらの要因をコントロールすることなしに生産性の議論はできない。
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における特許出願件数は減少する傾向にあったことを示している。この間、主要業種での社内研究開

発費を増加させた企業が相対的に多いことから（表 －参照）、このような特許出願件数の減少は研究

開発活動の縮小によるものではなく、特許出願自体の低下と考えることができよう。

 業種別では、％以上増加した企業の割合が高い業種として印刷業（％）、その他サービス業

％が挙げられる。ただし、これらの業種はサンプル数が少ないので数値の代表性が必ずしも高いと

は言えない。





表 － 


特許出願件数

（社当たり平均  特許出願件数（
研究開発費（

（百万円 特許性向（）

農林水産業      
鉱業      
建設業      

食品工業      
繊維工業      

パルプ・紙工業      
印刷業      

医薬品工業      
総合化学・化学繊維工業      

油脂・塗料工業      
その他の化学工業      

石油製品・石炭製品工業      
プラスチック製品工業      

ゴム製品工業      
窯業      
鉄鋼業      

非鉄金属工業      
金属製品工業      

機械工業      
電子応用・電気計測器工業      

その他の電気機械器具工業      
情報通信機械器具工業      

電子部品・デバイス工業      
自動車工業      

自動車以外の輸送用機械工業      
精密機械工業      

その他の工業      
電気・ガス・熱供給・水道業      
ソフトウェア・情報処理業      

通信業      
放送業      
新聞・出版・その他の情報通信業      
運輸業      

卸売・小売業      
金融・保険業      

専門サービス業      
学術研究機関      

その他のサービス業      
その他の業種      
合計      

年度国内特許出願件数は社当たり平均値、特許出願性向は業種の合計値である。

特許出願性向年度国内特許出願件数
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表 － 

（単位：％）

 ％以上増加 増減％未満 ％以上減少 合計
農林水産業     
鉱業     
建設業     
食品工業     
繊維工業     
パルプ・紙工業     
印刷業     
医薬品工業     
総合化学・化学繊維工業     
油脂・塗料工業     
その他の化学工業     
石油製品・石炭製品工業     
プラスチック製品工業     
ゴム製品工業     
窯業     
鉄鋼業     
非鉄金属工業     
金属製品工業     
機械工業     
電子応用・電気計測器工業     
その他の電気機械器具工業     
情報通信機械器具工業     
電子部品・デバイス工業     
自動車工業     
自動車以外の輸送用機械工業     
精密機械工業     
その他の工業     
電気・ガス・熱供給・水道業     
ソフトウェア・情報処理業     
通信業     
放送業     
新聞・出版・その他の情報通信業     
運輸業     
卸売・小売業     
金融・保険業     
専門サービス業     
学術研究機関     
その他のサービス業     
その他の業種     
合計      





－

 主要業種における国内特許保有件数、自社実施件数、そして自社実施率（自社実施件数／特許保

有件数×）を産業別にまとめたのが表 － である。 社当たり平均特許保有件数では、通信業が

件と最も多く、次に情報通信機械器具工業の 件、精密機械工業の 件、その他の電

気機械器具工業の  件と続いている。自社実施件数でも、多い順に情報通信機械器具工業 

件、精密機械業  件、その他の電気機械器具工業  件となっており、概ね保有件数と比例して

実施特許件数が増加することがわかる。

自社実施率を見た場合、卸売・小売業％、運輸業％、その他業種 ％と、製造業以外の業

種で高い。また、実施率の低い業種も学術研究機関 ％、専門サービス業 ％、その他サービス

業  と、製造業以外の業種である。製造業では、金属製品工業が ％で最も高く、次いで電子応
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用・電気計測器工業の％、非鉄金属工業の％と続いている。一方で、情報通信機械器具工業

（％）、電子部品・デバイス工業（％）、自動車工業（％）等の業種で比較的自社実施率が

低い。





表 － 

 社当たり平均  社当たり平均  ％
農林水産業      
鉱業      
建設業      
食品工業      
繊維工業      
パルプ・紙工業      
印刷業      
医薬品工業      
総合化学・化学繊維工業      
油脂・塗料工業      
その他の化学工業      
石油製品・石炭製品工業      
プラスチック製品工業      
ゴム製品工業      
窯業      
鉄鋼業      
非鉄金属工業      
金属製品工業      
機械工業      
電子応用・電気計測器工業      
その他の電気機械器具工業      
情報通信機械器具工業      
電子部品・デバイス工業      
自動車工業      
自動車以外の輸送用機械工業      
精密機械工業      
その他の工業      
電気・ガス・熱供給・水道業      
ソフトウェア・情報処理業      
通信業      
放送業      
新聞・出版・その他の情報通信業      
運輸業      
卸売・小売業      
金融・保険業      
専門サービス業      
学術研究機関      
その他のサービス業      
その他の業種      

合計      

自社実施件数国内特許保有件数 自社実施率







－

 本調査では、特許の専有可能性の程度を測るために、特許化された技術に対して競合他社が代替技

術を開発するまでの期間を質問した。具体的には、主要業種の製品・サービスの分野で特許化した技

術に対して、競合他社が代替的な迂回発明をするまでにかかる期間を質問した。結果では、回答企業

 社において、平均で  か月かかるという結果を得た。仮に特許化しなかった場合の代替期間等の
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ベンチマークがないので、厳密な意味での特許の有効性は判断できないが、特許化された技術が実際

に独占的な地位を占めることができる期間は 年弱であり、特許の保護期間 年と比較してかなり短い

ということがわかる。

調査結果を業種別にまとめたものが表 －である。医薬品工業が か月と最も迂回発明がなされ

るまでの期間が長い。医薬品工業における特許の専有可能性の高さは、従来の研究でも指摘されてい

るが、本調査の結果はそれと一致する。しかし、期間が最も長い医薬品工業でさえ約年であり、特許

保護期間よりもかなり短く、特許制度による権利保護の限界を示しているといえよう。

代替技術が開発されるまでの期間が短い業種は、ソフトウェア･情報処理業の  か月、電子応用･電

気計測機器工業の  か月、油脂・塗料工業の  か月である。このうちソフトウェア･情報処理業は知

的財産活動の実施割合が最も低い業種の一つでもあり（表 － 参照）、本業種での知的財産活動が

低調なのは、特許による専有可能性が十分でないこととも関連があるかもしれない。



表 － 

単位：月

 期間
農林水産業  
鉱業  
建設業  
食品工業  
繊維工業  
パルプ・紙工業  
印刷業  
医薬品工業  
総合化学・化学繊維工業  
油脂・塗料工業  
その他の化学工業  
石油製品・石炭製品工業  
プラスチック製品工業  
ゴム製品工業  
窯業  
鉄鋼業  
非鉄金属工業  
金属製品工業  
機械工業  
電子応用・電気計測器工業  
その他の電気機械器具工業  
情報通信機械器具工業  
電子部品・デバイス工業  
自動車工業  
自動車以外の輸送用機械工業  
精密機械工業  
その他の工業  
電気・ガス・熱供給・水道業  
ソフトウェア・情報処理業  
通信業  
放送業  
新聞・出版・その他の情報通信業  
運輸業  
卸売・小売業  
金融・保険業  
専門サービス業  
学術研究機関  
その他のサービス業  
その他の業種  
合計   
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 次に、資本金階級別に集計した結果が表 －である。資本金億円以上億円未満でか月、

 億円以上  億円未満では  か月、 億円以上で か月であり、資本金階級では代替技

術が開発されるまでの期間の認識に顕著な差は見られない。この結果は大企業であっても中小企業で

あっても、他社の模倣を防ぐという特許本来の機能に差はないということを示している。





表 － 

単位：月

 期間
億円以上億円未満  
億円以上億円未満  
億円以上  
合計  







－

 主要業種の製品・サービスにおける 年度の 社当たりの国内特許ライセンス収入・支出を業種別

にまとめたのが表 －である。ここではライセンス収入・支出の両方を回答した企業 社を分析に用

いている。国内特許ライセンス収入では電子応用･計測器工業の 億 ，万円が最も高く、医薬品工

業の  億  万円、その他の電気機械器具工業の  億  万円と続いている。ライセンス支出では自

動車以外の輸送用機械工業の  億  万円が最も高く、続いて情報通信機械器具工業  億 

万円、機械工業の 億 万円となっている。

 資本金階級別に  社当たりの国内特許ライセンス収入・支出を見たのが表 － である。資本金  億

円以上 億円未満の階級では、ライセンス収入 万円／ライセンス支出 万円、億円以上 

億円未満では収入  万円／支出  万円、 億円以上で収入  億  万円／支出  億

万円であり、特許ライセンスの多くが資本金億円以上の大企業間で行われていることを示して

いる。

次に、 年前（ 年度）と比較した場合のライセンス収入の増減状況を見た結果が表 － である。

業種全体では  年度  年度ともにライセンス未実施企業が ％と多数を占めているが、％以

上増加したとしている企業の割合が ％、％以上減少したとする企業が ％であり、わずかである

がライセンス収入が増加する傾向にあることがわかる。％以上増加したとする企業の割合が多い業種

は電気・ガス・熱供給・水道業（％）、その他業種（％）、印刷業（％）等であり、製造業以外の業

種でライセンス収入が増加しているようである。逆に、％以上減少した企業の割合が多い業種として

電子応用・電気計測器工業（％）、油脂・塗料工業（％）、建設業（１％）等が挙げられる。

 
ライセンス収入・支出にはグループ内取引を除いている。
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表 － 

単位：百万円


社当たりライセンス

収入
社当たりライセンス

支出
農林水産業   
鉱業   

建設業   
食品工業   

繊維工業   
パルプ・紙工業   

印刷業   
医薬品工業   

総合化学・化学繊維工業   
油脂・塗料工業   

その他の化学工業   
石油製品・石炭製品工業   
プラスチック製品工業   

ゴム製品工業   
窯業   

鉄鋼業   
非鉄金属工業   

金属製品工業   
機械工業   

電子応用・電気計測器工業   
その他の電気機械器具工業   

情報通信機械器具工業   
電子部品・デバイス工業   

自動車工業   
自動車以外の輸送用機械工業   
精密機械工業   

その他の工業   
電気・ガス・熱供給・水道業   

ソフトウェア・情報処理業   
通信業   

放送業   
新聞・出版・その他の情報通信業   
運輸業   
卸売・小売業   

金融・保険業   

専門サービス業   
学術研究機関   

その他のサービス業   
その他の業種   

合計   
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表 － 

単位：万円

 ライセンス収入 ライセンス支出
億円以上億円未満   
億円以上億円未満   
億円以上   
合計    





表 － 

（単位：％）

 ％以上増加 増減％未満 ％以上減少 未実施 合計

農林水産業      
鉱業      

建設業      
食品工業      
繊維工業      

パルプ・紙工業      
印刷業      

医薬品工業      
総合化学・化学繊維工業      

油脂・塗料工業      
その他の化学工業      

石油製品・石炭製品工業      
プラスチック製品工業      

ゴム製品工業      
窯業      

鉄鋼業      
非鉄金属工業      
金属製品工業      

機械工業      
電子応用・電気計測器工業      

その他の電気機械器具工業      
情報通信機械器具工業      

電子部品・デバイス工業      
自動車工業      

自動車以外の輸送用機械工業      
精密機械工業      

その他の工業      
電気・ガス・熱供給・水道業      

ソフトウェア・情報処理業      
通信業      
放送業      

新聞・出版・その他の情報通信業      
運輸業      

卸売・小売業      
金融・保険業      

専門サービス業      
学術研究機関      

その他のサービス業      
その他の業種      

合計       
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最後に、ライセンス支出の増減について同様の比較をした結果が表 － である。％以上支出が

増加した企業の割合が多い業種では自動車工業（％）、ソフトウェア･情報処理業（％）等があげ

られる。逆に、支出が ％以上減少した企業の割合が多い業種は電子部品・デバイス工業（％）、

油脂・塗料工業（％）、電気･ガス･熱供給・水道業（％）である。





表 － 

（単位：％）

 ％以上増加 増減％未満 ％以上減少 未実施 合計
農林水産業      

鉱業      
建設業      
食品工業      

繊維工業      
パルプ・紙工業      

印刷業      
医薬品工業      

総合化学・化学繊維工業      
油脂・塗料工業      

その他の化学工業      
石油製品・石炭製品工業      

プラスチック製品工業      
ゴム製品工業      

窯業      
鉄鋼業      
非鉄金属工業      

金属製品工業      
機械工業      

電子応用・電気計測器工業      
その他の電気機械器具工業      

情報通信機械器具工業      
電子部品・デバイス工業      

自動車工業      
自動車以外の輸送用機械工業      

精密機械工業      
その他の工業      

電気・ガス・熱供給・水道業      
ソフトウェア・情報処理業      

通信業      
放送業      
新聞・出版・その他の情報通信業      

運輸業      
卸売・小売業      

金融・保険業      
専門サービス業      

学術研究機関      
その他のサービス業      

その他の業種      
合計       
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 近年、合併・買収等による業界再編が急速に進展している。レコフ社の提供するマール・データベー

スによれば、日本企業の合併・買収等（資本参加、事業譲渡、出資拡大を含む）の件数は  年以降

急速に増加し、年の 件から 年には件、年には件に増加し、以後

年まで 件台で推移している。本調査では、このような業界再編の動向が、企業の研究開発活動に

どのような影響を及ぼしつつあるのかを把握することとした。

 本章では、調査回答企業の合併・買収の実施状況、実施理由、合併・買収の実施以降の業績、また、

事業譲渡の実施状況と譲渡理由の分析結果を取り上げる。





 本調査では、 年  月から  年  月までの  年間に、合併、他社またはその一部の買収（以

下、合併・買収と称す）をしたか、合併・買収を経験した場合には、それが企業グループ内で実施された

ものなのか、合併・買収の実施年、合併・買収の相手先企業の本社所在国、合併・買収の理由、合併・

買収後の業績および研究開発費の変化について質問している。

 上記の期間に、合併を実施した企業は全体の ％（社）、買収を実施した企業は全体の ％（

件）、いずれも実施したことがない企業は ％（社）であった。なお、合併と買収の両方を実施した

企業が  件あるため、合併・買収を実施した企業数は  社となる。

 表  は合併・買収の実施状況を産業別に集計した結果である。合併の実施割合が高い産業は、

割台の卸売・小売業と、通信業である。買収の実施割合が最も高い産業は、 割台の自動車以外の輸

送用機械工業で、これに  割台の印刷業、通信業が続いている。農林水産業、鉱業、電子応用･電気

計測機器工業、放送業、運輸業、専門サービス業、学術研究機関においては、合併・買収の実施がな

かった。

 表  は、合併・買収の実施状況を資本金階級別に集計した結果である。資本金階級が上がるにつ

れて、合併・買収の実施割合も高くなっている。
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 Ｎ 回答数 割合（％） 回答数 割合（％） 回答数 割合（％）
農林水産業       
鉱業       
建設業       
食品工業       
繊維工業       
パルプ・紙工業       
印刷業       
医薬品工業       
総合化学・化学繊維工業       
油脂・塗料工業       
その他の化学工業       
石油製品・石炭製品工業       
プラスチック製品工業       
ゴム製品工業       
窯業       
鉄鋼業       
非鉄金属工業       
金属製品工業       
機械工業       
電子応用･電気計測機器工業       
その他の電気機械器具工業       
情報通信機械器具工業       
電子部品・デバイス工業       
自動車工業       
自動車以外の輸送用機械工業       
精密機械工業       
その他の工業       
電気･ガス･熱供給・水道業       
ソフトウェア･情報処理業       
通信業       
放送業       
新聞･出版･その他の情報通信業       
運輸業       
卸売・小売業       
金融・保険業       
専門サービス業       
学術研究機関       
その他のサービス業       
その他の業種       

合計       

合併実施あり 買収実施あり 合併・買収実施無し




 

 回答数 割合（％） 回答数 割合（％） 回答数 割合（％）
１億円以上億円未満       
億円以上億円未満       
億円以上       
合計       

買収実施あり 合併・買収実施無し合併実施あり





 表  は、合併および買収の実施相手が企業グループ内の企業であるか企業グループ外の企業で

あるかをみたものである。約 割の合併は、企業グループ内の企業との間において実施されている一方、
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買収については、企業グループ内企業以外の企業との間において実施されたケースが大半を占めて

おり、実施相手が対照的であることが窺える。



 合併買収


企業グループ内企業間

（％）
企業グループ内企業以外

（％）

合併   

買収    



 合併買収



































  
（年）

（

）

合併

買収



 図  は、合併・買収の実施時期を表したものである。この期間に実施された合併のほぼ半数は、

年に実施されている。買収は年々増加する傾向にあり、年に実施された買収が全体の約 

を占めている。

 実施された合併の相手先企業の本社所在国は大半が日本であるが、買収においては、相手先企業

の本社所在国が外国であるというケースが２割を超えている（表 ）。



 合併買収

（単位：％）

 日本 外国
合併   

買収    
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図は、合併・買収の実施理由に関する集計結果である。最も回答割合の高い項目は割台の「既

存事業の補完」で、これに割台の「業務効率の向上」、割台の「企業規模の拡大」、「市場シェアの拡

大」、「自社にはない事業の獲得」が続いている。「技術力の向上・強化」を挙げた企業は約割で、回答

割合の高い項目のランキングでは位に当たる。「研究開発力の強化」を挙げた企業は約割に止まっ

ている。科学技術に関する組織能力の強化を目的に合併・買収を行う企業では、新たな技術を生み出

すポテンシャルとしての研究開発力よりも、既に形成されている技術力を獲得することが重視される傾向

にあるとみられる。なお、「余剰資金の活用」、「グループ外企業等による買収の防衛」、「株式上場」、

「技術使用料の支払いを不要にするため」という理由での合併・買収はあまり行われていないことが窺え

る。



 （ ）

































         

既存事業の補完

内製化の程度の拡大

自社にはない事業の獲得

研究開発力の強化

財務状況の向上

余剰資金の活用

業務効率の向上

企業規模の拡大

グループ外企業等による買収の防衛

市場シェアの拡大

販売網の拡大

ブランドの充実・強化

技術力の向上・強化

株式上場

技術使用料の支払いを不要にするため

その他

（％） 



 図は、合併と買収の実施理由をそれぞれ集計した結果である。合併の実施理由として最も回答割

合が高いのは、割台の「業務効率の向上」で、これに割台の「既存事業の補完」が続いている。一方、

買収の実施理由として回答割合が高いのは、割台の「既存事業の補完」で、これに割台の「企業規模

拡大」、「市場シェアの拡大」が続いている。「研究開発力の強化」の回答割合は、これらの実施理由に

比べると明らかに低く、合併、買収のいずれにおいても項目中７位となっている。「技術力の向上・強

化」の回答割合は、合併では６位、買収では５位に上がっている。
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既存事業の補完

内製化の程度の拡大

自社にはない事業の獲得

研究開発力の強化

財務状況の向上

余剰資金の活用

業務効率の向上

企業規模の拡大

グループ外企業等による買収の防衛

市場シェアの拡大

販売網の拡大

ブランドの充実・強化

技術力の向上・強化

株式上場

技術使用料の支払いを不要にするため

その他

（％）

買収（Ｎ＝）

合併（Ｎ＝）







 本調査では、合併・買収の実施年度から年後の決算において、全社の売上高、主要業種の売上高、

主要業種の研究開発費がどのように変化したかについて質問している。調査結果を図６－４に示す。

 これによると、全社の売上高と主要業種の売上高における変化はほぼ同様で、±％程度の変化が

あったとする回答割合が割台を占め、％以上～％未満の増加または％以上の増加とする回答

割合が割程度となっている。％未満～％以上の減少とする回答は僅少で、％以上の減少とす

る回答はなかった。一方、主要業種の研究開発費における変化では、±％程度の変化とする回答割

合が割程度を占め、％以上～％未満の増加または％以上の増加とする回答割合は％となっ

ている。ただ、ここでも％未満～％以上の減少とする回答は僅少で、％以上の減少とする回答は

なかった。概して、近年における合併・買収の影響は、売上高を増加させ、研究開発活動を活発化させ

る方向に作用しているとみられる。

図６－５は合併を行った企業のみの実施 年後の変化、図６－６は買収を行った企業のみの実施２年

後の変化について調査結果を示したものである。両者を比較すると、買収よりも合併の方が各項の顕著

な増加傾向を示す回答割合がやや高くなっているものの、全社の売上高と主要業種の売上高について

は ％未満～％以上減少したとする回答割合も合併の方がやや買収より高くなっており、どちらの財

務的インパクトがよりポジティブであるかを一概に言うことはできない。
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全社の売上高

主要業種の売上高

主要業種の研究開発費

％以上の減少

％未満～％以上減少

±％程度の変化

％以上～％未満増加

％以上の増加


 注：合併・買収の両方を行なった企業の回答を含む。





























     

全社の売上高

主要業種の売上高

主要業種の研究開発費

％以上の減少

％未満～％以上減少

±％程度の変化

％以上～％未満増加

％以上の増加
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全社の売上高

主要業種の売上高

主要業種の研究開発費

％以上の減少

％未満～％以上減少

±％程度の変化

％以上～％未満増加

％以上の増加





 表６－５は、合併・買収の実施理由別に実施２年後の全社売上高の増減状況に関する調査結果を集

計したものである。財務状況の向上を合併・買収の実施理由として挙げた企業の６割、内製化の程度の

拡大を挙げた企業の半数以上が、全社の売上高が１０％以上増加したと回答している。

 主要業種の売上高については、財務状況の向上を合併・買収の実施理由として挙げた企業の半数

以上および、内製化の程度の拡大とブランドの拡充・強化を挙げた企業の４割が、１０％以上の増加が

あったと回答している（表６－６）。

 主要業種の研究開発費については、技術力の向上・強化、および研究開発力の強化を合併・買収の

実施理由として挙げた企業の３割以上が、１０％以上の増加があったと回答している。一方、ブランドの

拡充・強化を挙げた企業の  割が、３０％未満から１０％未満以上の減少があったと回答している（表６

－７）。

 ここで技術力の向上・強化を合併・買収の実施理由として挙げた企業における実施２年後の財務状況

の変化を、実施理由として挙げなかった企業の変化と比較してみる。表６－８は全社売上高の変化、表

６－９は主要業種売上高の変化、表６－１０は主要業種研究開発費の変化をそれぞれ比較した結果で

ある。これらの結果は、技術力の向上・強化を合併・買収の実施理由とした企業の方が、全社売上高、

主要業種売上高、主要業種研究開発費とも増加傾向が顕著であることを示している。なお、カイ２乗値

は、表６－８が 、表６－９が でともに ％水準で有意、表６－１０は で、％水準で有

意である。
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（単位：％）


％以上
の減少

％未満～
％以上減

少

±％程
度の変化

％以上～
％未満増

加

％以上
の増加

合計

既存事業の補完       
内製化の程度の拡大       
自社にはない事業の獲得       
研究開発力の強化       
財務状況の向上       
余剰資金の活用   Ｘ    
業務効率の向上       
企業規模の拡大       
グループ外企業等による買収の防衛       
市場シェアの拡大       
販売網の拡大       
ブランドの拡充・強化       
技術力の向上・強化       
株式上場       
技術使用料の支払いを不要にするため       
その他        

 



（単位：％）


％以上
の減少

％未満～
％以上減

少

±％程
度の変化

％以上～
％未満増

加

％以上
の増加

合計

既存事業の補完       
内製化の程度の拡大       
自社にはない事業の獲得       
研究開発力の強化       
財務状況の向上       
余剰資金の活用       
業務効率の向上       
企業規模の拡大       
グループ外企業等による買収の防衛       
市場シェアの拡大       
販売網の拡大       
ブランドの拡充・強化       
技術力の向上・強化       
株式上場       
技術使用料の支払いを不要にするため       
その他        





（単位：％）


％以上
の減少

％未満～
％以上減

少

±％程
度の変化

％以上～
％未満増

加

％以上
の増加

合計

既存事業の補完       
内製化の程度の拡大       
自社にはない事業の獲得       
研究開発力の強化       
財務状況の向上       
余剰資金の活用       
業務効率の向上       
企業規模の拡大       
グループ外企業等による買収の防衛       
市場シェアの拡大       
販売網の拡大      
ブランドの拡充・強化       
技術力の向上・強化       
株式上場       
技術使用料の支払いを不要にするため       
その他        
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）

（単位：％）

％以上
の減少

％未満～
％以上減

少

±％程
度の変化

％以上～
％未満増

加

％以上
の増加

合計

技術力の向上・強化が実施理由      
実施理由ではない      
合計       







）

（単位：％）

％以上
の減少

％未満～
％以上減

少

±％程
度の変化

％以上～
％未満増

加

％以上
の増加

合計

技術力の向上・強化が実施理由      
実施理由ではない      
合計       







）

（単位：％）

％以上
の減少

％未満～
％以上減

少

±％程
度の変化

％以上～
％未満増

加

％以上
の増加

合計

技術力の向上・強化が実施理由      
実施理由ではない      
合計       







 年 月から 年 月の 年間に、他社への事業譲渡を実施した企業は、回答企業 社

のうち  社（％）であった。

 表６－８は、産業別の集計結果である。事業譲渡の実施割合が高いのは、 割台の卸売・小売業に続

いて、 割台の運輸業および、石油製品・石炭製品工業である。繊維工業、金属製品工業、電子応用･

電気計測機器工業、精密機械工業、その他の工業、電気･ガス･熱供給・水道業、通信業、その他のサ

ービス業、その他の業種では、事業譲渡の実施がなかった。
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（単位：％）


 実施なし 実施あり 合計
農林水産業    
鉱業    
建設業    
食品工業    
繊維工業    
パルプ・紙工業    
印刷業    
医薬品工業    
総合化学・化学繊維工業    
油脂・塗料工業    
その他の化学工業    
石油製品・石炭製品工業    
プラスチック製品工業    
ゴム製品工業    
窯業    
鉄鋼業    
非鉄金属工業    
金属製品工業    
機械工業    
電子応用･電気計測機器工業    
その他の電気機械器具工業    
情報通信機械器具工業    
電子部品・デバイス工業    
自動車工業    
自動車以外の輸送用機械工業    
精密機械工業    
その他の工業    
電気･ガス･熱供給・水道業    
ソフトウェア･情報処理業    
通信業    
放送業    

   
運輸業    
卸売・小売業    

   
専門サービス業    
学術研究機関    
その他のサービス業    
その他の業種    
合計    

事業譲渡の実施状況




他社への事業譲渡の実施割合は、資本金階級が上がるにしたがい増加する傾向があり、 億円を

超える規模になると実施経験が急増することが窺える（表６－９）。
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（単位：％）

 実施なし 実施あり 合計
１億円以上億円未満    
億円以上億円未満    
億円以上    
合計    

事業譲渡の実施状況





事業譲渡の実施理由に関する回答は、大半が主要業種への集中度を高めること（％）を挙げて

おり、次いで不採算事業の整理（％）、その他（％）と続いている。主要業種の変更と回答した

企業はなかった。



 ）









       

主要業種の変更

主要業種への集中度を高める

不採算事業の整理

その他

（％）
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 本章では  年度から  年度までの  年間における、他社や大学等と主要業種の製品・サービ

スに関する共同研究開発または委託研究開発（以下，共同研究開発等と称す）の実施状況および実施

理由、不実施企業については不実施理由についての概況を記述する。

 



 本調査では、共同研究開発等の実施相手を、同業種他社、供給業者、顧客、大学・研究機関、その

他に分けて質問している。相手先別に実施状況を集計した結果は表 の通りである。大学・研究機関

との実施割合が最も高く 割を超えている。これに 割台の顧客が続いている。同業種他社との実施割

合は、他の相手先と比較して相対的に低いことがわかる。供給業者と顧客との間における共同研究開

発等の実施状況は、川上にある供給業者よりも川下にある顧客とのほうが、実施割合が高いことが窺え

る。なお、実施件数の相手先には国内の機関と海外の機関が含まれている。



 

（単位：％）

 無 有 合計
同業種他社    
供給業者    
顧客    
大学・研究機関    

その他    

共同研究開発等の実施状況



 

表 は、共同研究開発等の相手先別実施割合を産業別に集計した結果である。

 同業種他社との実施割合は、電気･ガス･熱供給・水道業で最も高く 割を超えている。これに、割台

の医薬品工業、建設業、運輸業が続いている。供給業者との実施割合が高いのは、順に  割台の電

気･ガス･熱供給・水道業、これに  割台の建設業、ゴム製品工業、運輸業が続いている。顧客との実施

割合が高いのは、順に、 割台の総合化学・化学繊維工業、油脂・塗料工業、その他の電気機械器具

工業である。大学・研究機関においては、全体的な実施割合が他の相手先と比べて高く、ほとんどの産

業で実施割合が  割を超えている。その他の実施割合は、最も高いのが  割台の電気･ガス･熱供給・

水道業で、これに  割台の印刷業が続いている。
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Ｎ
実施企
業数

実施割
合（％）

Ｎ
実施企
業数

実施割
合（％）

Ｎ
実施企
業数

実施割
合（％）

Ｎ
実施企
業数

実施割
合（％）

Ｎ
実施企
業数

実施割
合（％）

農林水産業               

鉱業               

建設業               

食品工業               

繊維工業               

パルプ・紙工業               

印刷業               

医薬品工業               

総合化学・化学繊維工業               

油脂・塗料工業               

その他の化学工業               

石油製品・石炭製品工業               

プラスチック製品工業               

ゴム製品工業               

窯業               

鉄鋼業               

非鉄金属工業               

金属製品工業               

機械工業               

電子応用･電気計測機器工業               

その他の電気機械器具工業               

情報通信機械器具工業               

電子部品・デバイス工業               

自動車工業               

自動車以外の輸送用機械工業               

精密機械工業               

その他の工業               

電気･ガス･熱供給・水道業               

ソフトウェア･情報処理業               

通信業               

放送業               

新聞･出版･その他の情報通信業               

運輸業               

卸売・小売業               

金融・保険業               

専門サービス業               

学術研究機関               

その他のサービス業               

その他の業種               

合計               

その他同業種他社 供給業者 顧客 大学・研究機関





 


実施企
業数

実施割合
（％）


実施企
業数

実施割合
（％）


実施企
業数

実施割合
（％）


実施企
業数

実施割合
（％）


実施企
業数

実施割合
（％）

１億円以上億円未満               

億円以上億円未満               

億円以上               

合計               

その他同業種他社 供給業者 顧客 大学・研究機関



 表  は、共同研究開発等の相手先別実施割合を資本金階級別に集計した結果である。どの相手

先においても、資本金階級が上がるにつれて実施割合が高くなっている。大学・研究機関との実施につ

いては、資本金階級が一番低い階級においても半数近くの企業が実施している。 億円以上の階級

になると、大学・研究機関以外のいずれの相手先との共同研究開発等も  割前後の実施割合になって

おり、相手先による差があまり大きくない。
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実施企業

数
実施割合

（％）


実施企業
数

実施割合
（％）


実施企業

数
実施割合
（％）


実施企業

数
実施割合
（％）


実施企業

数
実施割合

（％）
万円未満               
万円以上億円未満               
億円以上億円未満               
億円以上億円未満               
億円以上億円未満               
億円以上               
合計               

同業種他社 供給業者 顧客 大学・研究機関 その他





表は、共同研究開発等の相手先別実施割合を研究開発費階級別に集計した結果である。同業

種他社との間における共同研究開発等は、研究開発費が多い企業ほど実施割合も高くなっている。供

給業者、顧客、大学・研究機関との実施については、研究開発費が  億円以上  億円未満まで

は研究開発費が多い企業ほど実施割合も高くなっているが、億円以上になると実施割合が減少す

る傾向がみられる。その他については、研究開発費が 万円未満と 億円以上の企業では実施

されていない。どの階級でも大学・研究機関との実施割合が最も高く、ついで顧客もしくは供給業者との

実施割合が高い。 億以上の階級においては、二番目に実施割合が高い相手先は同業種他社にな

っている。



 表  は、共同研究開発等の相手先別実施件数（１社平均）を産業ごとに集計した結果である。相手

先別でみた場合、実施割合は  割台の大学・研究機関において最も高かったが、 社当たり実施件数

でみると供給業者との共同研究開発等が相対的に高く、 件であった。電気･ガス･熱供給・水道業

は、すべての相手先において 社当たり実施件数が目立って多い。相手先が同業種他社では、医薬品

工業の実施割合が  割弱で高かったが  社当たり実施件数でみると  件程度である。供給業者との 

社当たり実施件数は、学術研究機関や運輸業において多く、 件を超えている。顧客との  社当たり

実施件数は相対的に少なく、実施割合が  割を超えていた総合化学・化学繊維工業、油脂・塗料工業、

その他の電気機械器具工業でも  件前後である。大学・研究機関との実施件数については、電気･ガ

ス･熱供給・水道業や通信業で  社当たり実施件数が  件を超えており、大学・研究機関を相手先に

した際の産業全体平均である 件を大きく上回っている。その他においては、電気･ガス･熱供給・水道

業が最も多く、これに油脂・塗料工業、石油製品・石炭製品が続いている。

 表 は、共同研究開発等の相手先別実施件数（１社平均）を資本金階級別で集計した結果である。

供給業者以外は、資本金階級が上がるにつれて、 社当たり実施件数も増加している。どの相手先に

ついても資本金が 億円以上になると、 社当たり実施件数が急増する傾向がある。特に、供給業者

および大学・研究機関が相手先の場合に増加傾向が著しい。１億以上１０億未満と１００億以上１０００億

未満の階級では、供給業者との実施件数（１社平均）が多いが、１０億以上１００億未満の階級では、大

学が一番多い。実施件数（１社平均）が少ないのは、１億以上１０億未満の階級では同業種他社、１０億

以上１００億未満の階級ではその他、１００億以上１０００億未満の階級では顧客であった。

 表  は、共同研究開発等の相手先別実施件数（１社平均）を研究開発費階級別に集計した結果で

ある。これによると、主要業種における社内研究開発費が  万円未満の企業では、どの相手先にお

いても  社当たり実施件数が少ない。同業種他社、顧客、大学・研究機関については、 億円以上
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 億円未満の階級までは、研究開発費階級が上がるにしたがい、１社当たり実施件数も増加する傾

向が見て取れる。供給業者とその他については、 億円以上  億円未満の階級において最も多く

の相手先と共同研究等が実施されている。研究開発費階級が 億円以上になると、大学・研究機関

とは１社当たり実施件数が  件を超えているが、次に実施件数の多い同業種他社とは  件と少なく

なっている。



 

Ｎ
実施企
業数

社あたり
平均

Ｎ
実施企
業数

社あたり
平均

Ｎ
実施企
業数

社あたり
平均

Ｎ
実施企
業数

社あたり
平均

Ｎ
実施企
業数

社あたり
平均

農林水産業               

鉱業               

建設業               

食品工業               

繊維工業               

パルプ・紙工業               

印刷業               

医薬品工業               

総合化学・化学繊維工業               

油脂・塗料工業               

その他の化学工業               

石油製品・石炭製品工業               

プラスチック製品工業               

ゴム製品工業               

窯業               

鉄鋼業               

非鉄金属工業               

金属製品工業               

機械工業               

電子応用･電気計測機器工業               

その他の電気機械器具工業               

情報通信機械器具工業               

電子部品・デバイス工業               

自動車工業               

自動車以外の輸送用機械工業               

精密機械工業               

その他の工業               

電気･ガス･熱供給・水道業               

ソフトウェア･情報処理業               

通信業               

放送業               

新聞･出版･その他の情報通信業               

運輸業               

卸売・小売業               

金融・保険業               

専門サービス業               

学術研究機関               

その他のサービス業               

その他の業種               

合計               

その他同業種他社 供給業者 顧客 大学・研究機関
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実施企
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社あたり
平均（件）
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億円以上億円未満               

億円以上               

合計               

その他同業種他社 供給業者 顧客 大学・研究機関
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その他同業種他社 供給業者 顧客 大学・研究機関





図  は、同業種他社との実施理由を集計したものである。選択の理由として最も多いのは、 割台

の「研究開発効率の向上」で、これに  割台の「研究開発力・技術力の向上」、「社内にない技術知識、

アイデアの活用」が続いている。「海外の法規制への対応」や「海外のニーズに対応した製品の開発」と

いった海外市場に対応するような理由が選択される割合は に満たなかった。
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研究開発力・技術力の向上

研究開発規模の拡大

多様な研究開発テーマの実施

研究開発効率の向上

社内にない技術知識、アイデアの活用

社内にない研究施設・設備の活用

人脈形成

補助金の獲得

研究者のレベルアップ

海外のﾆｰｽﾞに対応した製品の開発や改良

海外の法規制への対応

その他

（％）




図  は、供給業者との実施理由を集計したものである。選択の理由として最も多いのは、 割台の

「社内にない技術知識、アイデアの活用」で、次に  割台の「研究開発効率の向上」および、「社内にな

い技術知識、アイデアの活用」が続いている。供給業者との共同研究開発等は特に技術機会としての

機能を果たしていることが窺える。
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研究開発力・技術力の向上

研究開発規模の拡大

多様な研究開発テーマの実施

研究開発効率の向上

社内にない技術知識、アイデアの活用

社内にない研究施設・設備の活用

人脈形成

補助金の獲得

研究者のレベルアップ

海外のﾆｰｽﾞに対応した製品の開発や改良

海外の法規制への対応

その他

（％）




 （   ）

























          

研究開発力：技術力の向上

研究開発規模の拡大

多様な研究開発テーマの実施

研究開発効率の向上

社内にない技術知識、アイデアの活用

社内にない研究施設・設備の活用

人脈形成

補助金の獲得

研究者のレベルアップ

海外のﾆｰｽﾞに対応した製品の開発や改良

海外の法規制への対応

その他






 図 は、顧客との実施理由を集計したものである。選択の理由として多いのは、割台の「研究開発

力・技術力の向上」と「社内にない技術知識、アイデアの活用」で、これに  割台の「研究開発効率の向

上」が続いている。同業種他社や供給業者と比べて、顧客との実施理由では、「人脈形成」が相対的に
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高い値を示している。

 図  は、大学・研究機関との実施理由を集計している。実施の理由は、「研究開発力・技術力の向

上」、および「社内にない技術知識、アイデアの活用」が  割台で高い値を示している。他の相手先と比

較して、「人脈形成」および「研究者のレベルアップ」が実施理由に挙がる割合が高くなっている。



 （   ）

























       

研究開発力・技術力の向上

研究開発規模の拡大

多様な研究開発テーマの実施

研究開発効率の向上

社内にない技術知識、アイデアの活用

社内にない研究施設・設備の活用

人脈形成

補助金の獲得

研究者のレベルアップ

海外のﾆｰｽﾞに対応した製品の開発や改良

海外の法規制への対応

その他

（％）





 次に資本金階級別に共同研究開発等の実施理由を分析した結果を示す。

 表  は、同業種他社との実施理由の集計結果である。どの階級においても、「研究開発力・技術力

の向上」、「研究開発効率の向上」、「社内にない技術知識、アイデアの活用」の回答割合が高く、これら

が同業種他社と共同研究開発等を実施する主だった理由であることがわかる。「研究開発規模の拡大」

と「社内にない研究施設・設備の活用」は、資本金階級が上がるにつれて選択される割合も高くなって

いる。これより、規模の大きな企業ほど研究開発のさらなる規模拡大を目指していることが窺える。「海外

の法規制への対応」の回答割合は他の項目と比較して低くなっている。

 表  は、供給業者との実施理由の集計結果である。どの資本金階級においても、「社内にない技術

知識、アイデアの活用」の回答割合が最も高く、 割を超えている。次に回答割合が高かったのは、

億円以上  億円未満と  億円以上  億円未満の階級では、「研究開発効率の向上」で、 億

円以上 億円未満の階級では、「研究開発力・技術力の向上」であった。「研究開発効率の向上」につ

いては、資本金階級が上がるにつれて回答割合も高くなっており、企業規模が大きいほど研究開発の

効率を追求する傾向にあることが見て取れる。「補助金の獲得」の回答割合が極めて低いことから、これ

を目的に供給業者との共同研究開発が行われていることはほとんどないことが窺える。

表７ は、供給業者との実施理由の集計結果である。すべての階級において、「研究開発力・技術
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力の向上」と「社内にない技術知識、アイデアの活用」の回答割合が高く、割を超えている。「多様な研

究開発テーマの実施」は、資本金階級が低い企業ほど回答割合が高くなっている。

表７ は、大学・研究機関との実施理由の集計結果である。すべての資本金階級において、「研究

開発力・技術力の向上」および「社内にない技術知識、アイデアの活用」の回答割合が高く、 割を超え

ている。「社内にない研究施設・設備の活用」については、階級が低いほど回答割合が高くなっており、

大学・研究機関が保有しているような研究施設・設備は、共同研究開発等を実施することで補おうとする

傾向がみられる。他の相手先である場合と比較して、大学・研究機関との実施理由として「研究者のレ

ベルアップ」の回答割合が高くなっており、企業においては学位取得や学術的な研究の実施などが重

視されていることが窺える。



   

（単位：％）

１億円以上億円
未満（）

億円以上億
円未満（）

億円以上
（）

研究開発力・技術力の向上   
研究開発規模の拡大   
多様な研究開発テーマの実施   
研究開発効率の向上   
社内にない技術知識、アイデアの活用   
社内にない研究施設・設備の活用   
人脈形成   
補助金の獲得   
研究者のレベルアップ   
海外のﾆｰｽﾞに対応した製品の開発や改良   
海外の法規制への対応   

その他    



   

（単位：％）

１億円以上億円
未満

億円以上億
円未満

億円以上


研究開発力・技術力の向上   
研究開発規模の拡大   
多様な研究開発テーマの実施   
研究開発効率の向上   
社内にない技術知識、アイデアの活用   
社内にない研究施設・設備の活用   
人脈形成   
補助金の獲得   
研究者のレベルアップ   
海外のﾆｰｽﾞに対応した製品の開発や改良   
海外の法規制への対応   

その他    
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（単位：％）

１億円以上億円
未満

億円以上億
円未満

億円以上


研究開発力・技術力の向上   
研究開発規模の拡大   
多様な研究開発テーマの実施   
研究開発効率の向上   
社内にない技術知識、アイデアの活用   
社内にない研究施設・設備の活用   
人脈形成   
補助金の獲得   
研究者のレベルアップ   
海外のﾆｰｽﾞに対応した製品の開発や改良   
海外の法規制への対応   

その他    



   

（単位：％）

１億円以上億円
未満

億円以上億
円未満

億円以上


研究開発力・技術力の向上   
研究開発規模の拡大   
多様な研究開発テーマの実施   
研究開発効率の向上   
社内にない技術知識、アイデアの活用   
社内にない研究施設・設備の活用   
人脈形成   
補助金の獲得   
研究者のレベルアップ   
海外のﾆｰｽﾞに対応した製品の開発や改良   
海外の法規制への対応   

その他    





 表  において示した通り、共同研究開発等を実施していない企業は、相手先別に同業種他社 

社％、供給業者  社％、顧客  社％、大学・研究機関  社％、その他

社％であった。不実施理由を集計した結果は図  から図 の通りである。

 図  によると、同業種他社と共同研究開発等を実施しない理由として最も多くの企業が挙げたのは、

 割台の「技術漏洩の懸念があるため」である。これに、 割台で「成果帰属の調整が難しいため」と「共

同研究の相手を探すためのコストが大きいため」が続いている。

供給業者と実施しない理由として多くの企業が挙げたのは、同業種他社の場合と同様、「技術漏洩の

懸念があるため」である。これに、「自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない」が続いている。相

手がみつかれば共同研究開発等が実施される可能性が窺える（図 ）。
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自社の研究開発力・技術力が十分であるから

研究開発に関連する知識量や技術力の相違

研究開発に対する目的意識の相違

技術漏洩の懸念があるため

資金負担の調整が難しいため

成果帰属の調整が難しいため

共同研究の相手を探すためのｺｽﾄが大きいため

自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない

その他






    ）



















     

自社の研究開発力・技術力が十分であるから

研究開発に関連する知識量や技術力の相違

研究開発に対する目的意識の相違

技術漏洩の懸念があるため

資金負担の調整が難しいため

成果帰属の調整が難しいため

共同研究の相手を探すためのｺｽﾄが大きいため

自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない

その他






 図は、顧客との不実施理由をまとめたものである。実施しない理由として回答割合が高かったのは、

 割台の「成果帰属の調整が難しいため」、「技術漏洩の懸念があるため」である。
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図  は、大学・研究機関との不実施理由をまとめたものである。実施しない理由として回答割合が

高かったのは、 割台の「自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない」と「研究開発に対する目的

意識の相違」である。「研究開発に対する目的意識の相違」は、他の相手先と比較して特に回答割合が

高い。図  でみたように、企業は大学・公的研究機関に対して異質な知識を期待して共同研究開発

等に取り組んでいるが、その異質性は共同研究開発の実施を妨げる要因にもなることが窺える。一方、

他の相手先と比較して、「技術漏洩の懸念があるため」や「成果帰属の調整が難しいため」を不実施理

由とする回答割合は相対的に低く、大学・研究機関と企業における研究内容のすみ分けができている、

あるいは大学・研究機関への信頼があることが窺える。



 （   ）



















     

自社の研究開発力・技術力が十分であるから

研究開発に関連する知識量や技術力の相違

研究開発に対する目的意識の相違

技術漏洩の懸念があるため

資金負担の調整が難しいため

成果帰属の調整が難しいため

共同研究の相手を探すためのｺｽﾄが大きいため

自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない

その他




 （   ）



















      

自社の研究開発力・技術力が十分であるから

研究開発に関連する知識量や技術力の相違

研究開発に対する目的意識の相違

技術漏洩の懸念があるため

資金負担の調整が難しいため

成果帰属の調整が難しいため

共同研究の相手を探すためのｺｽﾄが大きいため

自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない

その他

（％） 
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 以下では、資本金階級別に共同研究開発等の不実施理由を集計した結果を示す。

同業種他社との不実施理由として、どの資本金階級においても回答割合が最も高かったのは、「技

術漏洩の懸念があるため」であった。「共同研究の相手を探すためのコストが大きいため」を不実施理由

として挙げる企業は、資本金階級を問わずあまりなかった（表 ）。



   

（単位：％）
１億円以上億円

未満
億円以上億
円未満

億円以上


自社の研究開発力・技術力が十分であるから   
研究開発に関連する知識量や技術力の相違   
研究開発に対する目的意識の相違   
技術漏洩の懸念があるため   
資金負担の調整が難しいため   
成果帰属の調整が難しいため   
共同研究の相手を探すためのコストが大きいため   
自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない   

その他    



 供給業者との不実施理由を集計した結果は、表  である。どの資本金階級においても、「技術漏

洩の懸念があるため」および「自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない」の回答割合が高い。技

術漏洩の問題は、特に資本金の低い階級における回答割合が高くなっている。「共同研究の相手を探

すためのコストが大きいため」は、同業種他社の場合と同様に供給業者を相手とした場合でも、他の不

実施理由と比較してどの階級においても回答割合が相対的に低かった。



   

（単位：％）
１億円以上億円

未満
億円以上億
円未満

億円以上


自社の研究開発力・技術力が十分であるから   
研究開発に関連する知識量や技術力の相違   
研究開発に対する目的意識の相違   
技術漏洩の懸念があるため   
資金負担の調整が難しいため   
成果帰属の調整が難しいため   
共同研究の相手を探すためのコストが大きいため   
自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない   

その他    



 表  は、顧客との不実施理由を集計した結果である。どの資本金階級においても、特に回答割合

が高かったのは、「成果帰属の調整が難しいため」である。「自社の技術領域に見合う研究相手が存在

しない」は、階級が上がるにつれて、回答割合も高くなっている。一方、「自社の研究開発力・技術力が

十分であるから」は、階級が低い企業ほど回答割合が高かった。
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（単位：％）
１億円以上億円

未満
億円以上億
円未満

億円以上


自社の研究開発力・技術力が十分であるから   
研究開発に関連する知識量や技術力の相違   
研究開発に対する目的意識の相違   
技術漏洩の懸念があるため   
資金負担の調整が難しいため   
成果帰属の調整が難しいため   
共同研究の相手を探すためのコストが大きいため   
自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない   

その他     



 表  は、大学・研究機関を相手先とした場合の不実施理由を示している。特に回答割合が高かっ

たのは、「研究開発に対する目的意識の相違」および、「自社の技術領域に見合う研究相手が存在しな

い」である。この傾向はどの資本金階級についてもみられる。「技術漏洩の懸念があるため」や「成果帰

属の調整が難しいため」といった理由の回答割合は、他の相手先との回答割合と比べて相対的に低い

ことが窺える。



   

（単位：％）

自社の研究開発力・技術力が十分であるから   
研究開発に関連する知識量や技術力の相違   
研究開発に対する目的意識の相違   
技術漏洩の懸念があるため   
資金負担の調整が難しいため   
成果帰属の調整が難しいため   
共同研究の相手を探すためのコストが大きいため   
自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない   

その他   

１億円以上億円未満


億円以上億円未
満

億円以上
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近年、企業の競争力の決定要因として、デザインに関する取り組みに注目が集まっている。そこで、

 年度調査においては、イノベーション・プロセスにおけるデザインの機能を明らかにすることを目的

とした質問項目を設定した。以下、調査項目・デザインの定義、および調査結果の概要について記す。









日本企業のデザイン活動に関する実態を明らかにするため、以下の調査項目を設定した。



・ デザイン活動の有無

・ デザイン戦略の有無と戦略の特徴

・ デザイン活動を担当する組織構造

・ デザイン活動を担当する組織の設立年

・ デザイン組織の予算

・ デザイン活動に関与する要員の数

・ 主要製品・サービスにおける技術とデザインの関係

・ デザインマネジメント全般に関する特徴





企業のデザイン活動を調査するにあたり、“デザイン”の定義を行った。製品デザインに関する研究は、

これまで様々行われてきたが、その定義は研究者によって異なっている事が指摘されている。これは、

デザイン活動が多岐にわたることや歴史的にみて企業のデザイン部門の役割が多様になってきたこと

などによる。デザイン活動と研究開発活動・企業活動の関係を明らかにすることを目的とした本調査で

は、“デザイン”の定義を「ものや情報に関する構成要素の配置を計画的に決定する行為」とした。また、

デザインという活動が持つ多様性を捉えるため、５つの異なった活動を個別に捉えることとした。５つの

活動は下記の通りである。



１．製品等の外観に関する意匠

例：製品や構造物の外形、色や素材などに関する工夫

２．製品等とその外部（他の機能部品やユーザー等）とのインターフェースに関する構想

例：ユーザーの使い勝手を考慮した操作端末の設計

３．製品等の外形を規定する技術的な内部構造に関する設計

例：製品の小型化を図るための機能部品の配置設計

 
たとえば、（）、等は、デザインの定義に多様性があることを指摘している。



- 87 -

 89

４．サービスを提供する空間や媒体の外形・配置などに関する考案 
例：店舗の内装、商品の包装などに関する工夫 

５．顧客満足度の向上を目的とした、サービスの提供方法やプロセスの組み替え 
例：デリバリーを迅速化するための受注フローの変更 

 
���� ����������� 

�������������
 本節では、デザイン活動を実施している企業について概観する。企業が行っている事業活動の特性
や製品の特徴・企業戦略によっては、デザイン活動を実施していない可能性がある。そこで本調査では、
デザイン活動の実施の有無について尋ねた。回答企業 1,154 社のうち、本問に回答のあった企業は
1,033 社である。上述した５種類のデザイン活動のうち、少なくとも１種類以上のデザイン活動を実施して
いる企業6は 695 社であり、7 割近い企業でデザイン活動が実施されている。 

表８－１は各デザイン活動を実施する企業の割合を産業別に示したものである。これによれば、デザ
イン活動の実施割合に顕著な差が伺える。実施企業の割合が高い産業としては、自動車以外の輸送
用機械工業が全ての企業での実施であり、精密機械工業、その他の電気機械器具工業なども 9割を超
え、当該産業に属するほぼ全ての企業で何らかのデザイン活動を実施していることが伺える。一方で、
石油石炭・石炭製品工業は 18.2%、学術研究機関は 31.6%、総合化学・化学繊維工業は 34.4％などの
低い割合にとどまっている。 

次に、5種類のデザイン活動別に、活動の実施状況を概観する。回答結果によれば、「製品等の外観
に関する意匠」については、回答企業のうち 57.1％の企業が活動を実施している。同様に、「製品等と
その外部とのインターフェースに関する構想」については 41.0％、「製品等の外形を規定する技術的な
内部構造に関する設計」については 42.3％、「サービスを提供する空間や媒体の外形・配置等に関す
る考案」は 25.5％、「顧客満足度の向上を目的としたサービスの提供方法やプロセスの組み替え」は
36.0％の企業が活動を実施している。 

表 8-2 に示される産業別の集計結果によれば、デザイン活動のそれぞれについて産業間に差異が
みられる。「製品等の外観に関する意匠」に関するデザイン活動では、実施割合の最も高い産業は精密
機械工業の 92.3%となっている。情報通信機械器具工業や電子応用・電気計測機器工業、その他の工
業に属する企業でも 8 割以上の企業が活動を実施している。一方で、実施企業割合が低い産業として
は、専門サービス業、その他サービス業の１割弱、電気・ガス・熱供給・水道業の14.3%などが挙げられる。
「製品等とその外部とのインターフェースに関する構想」に関するデザイン活動では、産業別の実施割
合の中でもっとも高いのが精密機械工業の 76.9％であり、ついで電子応用・電気機械器具工業の 75％、
機械工業の 68.5％等となっている。「製品等の外形を規定する技術的な内部構造に関する設計」に関
するデザイン活動では、電子応用・電器計測機器工業、その他の電器機械機具工業で 8 割、機械工業、
情報通信機械器具工業、自動車以外の輸送用機械工業、精密機械工業で７割台となっている。 
                                                 

6なお、デザイン活動実施の有無に関する問への無回答企業は 121 社であった。 
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表 

位

Ｎ 実施 不実施 合計

農林水産業    
鉱業    
建設業    
食品工業    
繊維工業    
パルプ・紙工業    
印刷業    
医薬品工業    
総合化学・化学繊維工業    
油脂・塗料工業    
その他の化学工業    
石油製品・石炭製品工業    
プラスチック製品工業    
ゴム製品工業    
窯業    
鉄鋼業    
非鉄金属工業    
金属製品工業    
機械工業    
電子応用･電気計測機器工業    
その他の電気機械器具工業    
情報通信機械器具工業    
電子部品・デバイス工業    
自動車工業    
自動車以外の輸送用機械工業    
精密機械工業    
その他の工業    
電気･ガス･熱供給・水道業    
ソフトウェア･情報処理業    
通信業    
放送業    
新聞･出版･その他の情報通信業  － － －
運輸業    
卸売・小売業    
金融・保険業  － － －
専門サービス業    
学術研究機関    
その他のサービス業    
その他の業種    
合計    

デザイン活動実施の有無




「サービスを提供する空間や媒体の外形・配置等に関する考察」に関するデザイン活動ではその他の

工業での実施割合が５割を超えるほか、精密機械工業、情報通信機械器具工業、食品工業で４割台と

なっている。「顧客満足度向上を目的としたサービスの提供方法やプロセスの組み替え」に関するデザ

イン活動では、通信業で  割の企業が活動を実施しているほか、その他の電気機械器具工業、精密機

械工業、その他の工業、その他の業種で  割の企業が活動を実施している。５種類のデザイン活動を
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通して見ると、いずれのデザイン活動も実施割合が高い産業として、精密機械工業やその他の工業、そ

の他の電器機械器具工業、情報通信機械器具工業などの産業が挙げられる。



表    

％）

Ｎ 実施割合 Ｎ 実施割合 Ｎ 実施割合 Ｎ 実施割合 Ｎ 実施割合
農林水産業          
鉱業          
建設業          
食品工業          
繊維工業          
パルプ・紙工業          
印刷業          
医薬品工業          
総合化学・化学繊維工業          
油脂・塗料工業          
その他の化学工業          
石油製品・石炭製品工業          
プラスチック製品工業          
ゴム製品工業          
窯業          
鉄鋼業          
非鉄金属工業          
金属製品工業          
機械工業          
電子応用･電気計測機器工業          
その他の電気機械器具工業          
情報通信機械器具工業          
電子部品・デバイス工業          
自動車工業          
自動車以外の輸送用機械工業          
精密機械工業          
その他の工業          
電気･ガス･熱供給・水道業          
ソフトウェア･情報処理業          
通信業          
放送業          
新聞･出版･その他の情報通信業          
運輸業          
卸売・小売業          
金融・保険業          
専門サービス業          
学術研究機関          
その他のサービス業          
その他の業種          
合計          

Ａ．製品等の外観
に関する意匠

Ｄ．ｻｰﾋﾞｽを提供す
る空間や媒体の外
形・配置などに関す

る考案

Ｅ．顧客満足度向上
を目的としたｻｰﾋﾞｽ
の提供方法やﾌﾟﾛｾ

ｽの組み替え

Ｂ．製品等とその外
部とのインター

フェースに関する構
想

Ｃ．製品等の外形を
規定する技術的な
内部構造に関する

設計



）

このようなデザイン活動の実施がイノベーションに対してどのように結びつくかを検討しておく。表 

に示す企業別のクロス集計結果は、デザイン活動の実施状況とプロダクト・イノベーションの実施状況に

どのような関係があるのかをみたものである。これより、デザイン活動を実施したと回答した企業はプロダ

クト・イノベーションも実施している傾向がある事が伺える。

すなわち、「製品等の外観に関する意匠」に関するデザイン活動を実施したと回答した企業グループ

では、プロダクト・イノベーションを実施したとする企業が ％であるのに対し、デザイン活動を不実施

と回答した企業グループでは ％となっている。「製品等とその外部とのインターフェースに関する構
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想」に関するデザイン活動を実施した企業グループにおいてプロダクト・イノベーションを実施した企業

の割合は ％であるのに対し、デザイン活動不実施企業でのプロダクト・イノベーション実施割合は

％にとどまっている。同様に、「製品等の外形を規定する技術的な内部構造に関する設計」では前

者では ％、後者が ％、「サービスを提供する空間や媒体の外形・配置等に関する考案」では前

者では ％に対し後者は ％、「顧客満足度の向上を目的とした、サービスの提供方法やプロセ

スの組み替え」では前者は ％に対し後者は ％である。

これらの５つの活動のそれぞれのクロス集計表に関するカイ２乗検定の結果は、いずれも両側 ％未

満水準で有意であり、デザイン活動を実施する企業でプロダクト・イノベーションを実施する割合が高い

ことを示唆している。




表  

位

 実施 不実施  実施 不実施  実施 不実施
実施         
不実施         
合計         

 実施 不実施  実施 不実施
実施      
不実施      
合計      

製品等の外観に関する意匠
製品等とその外部とのインター

フェースに関する構想
プロダクト・イノベー
ションの実施状況

製品等の外形を規定する技術
的な内部構造に関する設計

プロダクト・イノベー
ションの実施状況

サービスを提供する空間や媒
体の外形・配置等に関する考察

顧客満足度の向上を目的とし
た、サービスの提供方法やプロ

セスの組み替え
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本調査ではデザイン活動がどのような組織構造で実施されているかを明らかにするための質問項目
を設定した。「製品等の外観に関する意匠」、「製品等とその外部とのインターフェースに関する構想」の
２つのデザイン活動を実施する企業に、デザイン機能を担う組織の形態を尋ねた。以下、意匠・インター
フェースを扱う組織の形態についての回答結果について記す。 
 
�����������

表8-4に示すデザイン活動を担当する組織の形態に対する回答結果によれば、意匠に関するデザイ
ン活動において最も多い組織形態は、「事業部門の中の部署における業務の一つとしてデザイン活動
を実施しており、専門の部署はおいていない」であり、回答した企業の半数以上がこの組織構造をとっ
ている。ついで、「全社的なデザイン部門を有し、スタッフが集中的に配置されている」形態が 14.6％、
「事業部門等の中に、個別にデザインを担当する専門部署があり、全社的なデザイン部門はない」形態
が 13％、「デザイン業務を外部のデザイン事務所に委託している」企業が 11.1％であった。「全社的な
デザイン部門があり、スタッフが各事業部門や研究開発部門に配置されている」組織形態は 3％にとど
まっている。インターフェースに関するデザイン活動についても、意匠に関する活動と同様の傾向
が見られた。最も多い組織形態は「事業部門等の中のある部署における業務の一つであり専門部
署はおいていない」形態であり、回答企業の 63.8％がこの組織構造である。ついで「全社的な組織
がありスタッフが集中配置されている」形態と「全社的なデザイン部門はなく、事業部門の中にそれ
ぞれのデザイン担当部署がある」形態が共に 12.4％となっている。この 2 つのデザイン活動を担当
する組織形態の差は、「外部のデザイン事務所への外注」である。意匠に関する活動では機能を
外注する企業の割合は 11.1％であるのに対し、「インターフェース」活動では 4.5％にとどまってい
る。この理由としては、インターフェースの設計は製品の内部構造と関連し、技術開発と密接な関
係を有しているため、組織内部での実施を選択することが考えられる。 

さらに、デザインに関する専門の組織を設けていないと回答7した企業に、デザイン活動を担当してい
る部門を尋ねた。表 8-5 に示す回答結果によれば、意匠に関する活動、インターフェースに関する活動
のいずれにおいても、回答企業の約 5 割が研究開発部門でデザイン活動を実施している。ついで、生
産部門でデザイン活動を実施する企業が約 15％となっている。企画部門の関与はインターフェースに
関する活動で相対的に低くなっているが、先の理由と同様、インターフェースが製品内部の構造と深く
関与していることによると考えられる。 

                                                 

7 表 8-4 で、「全社的なデザイン部門はないが、事業部門等の中に、それぞれのデザインを担当する専門の部署
（課や係など）がある」「デザインに関する業務は、事業部門等の中の、ある部署における業務の一つとして扱って
おり、専門の部署は置いていない」に回答した企業を対象とした。 
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表  能を担うの

位

 製品等の外観

に関する意匠

製品等とその外

部とのｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ

に関する構想
・ 研究開発部門や事業部と独立した全社的なデザイン部門があ

る。スタッフは、そこに集中的に配置されている。

 

・ 研究開発部門や事業部と独立した全社的なデザイン部門があ

る。スタッフはそこに所属しながら、研究開発部門や事業部門

に配置されている。

 

・ 全社的なデザイン部門はないが、事業部門等の中に、それぞれ

のデザインを担当する専門の部署（課や係など）がある。

 

・ デザインに関する業務は、事業部門等の中の、ある部署におけ

る業務の一つとして扱っており、専門の部署は置いていない。

 

・ デザインに関する業務は、外部のデザイン事務所に委託してい

る。

 

・ その他  

Ｎ  





表  能を担門

位

製品等の外観に関
する意匠

製品等とその外部と
のインターフェース

に関する構想
企画部門  
研究開発部門  
生産部門  
マーケティング部門  
総務部門  
その他の部門  
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部門の連費用

デザイン部門があると回答した企業に、その設立年代とデザイン活動にかかる経費を尋ねた。図 

に示す集計結果によれば、 年以前にデザイン部門を設立した企業は  社であった。 年代、

年代の設立はそれぞれ 社、社となっている。年代に入ると 社に増加し、その後若干

設立企業数が減少するが、いずれの年代も  社前後でデザイン関連組織の設立が見られる。



図８－１．　年代別　デザイン担当部門の設立件数
（Ｎ＝１４５）



























１９５０年以前 １９５０年代 １９６０年代 １９７０年代 １９８０年代 １９９０年代 ２０００年代

設
立
企

業
数




デザイン関連経費（）に関する質問の結果、１社平均のデザイン関連経費は人件費込みで 億

 万円であった。また、図  に示す  年と比したデザイン関連予算の増減の集計結果によれ

ば、経費が ％以上増加した企業は約 割、％以上減少となった企業は約 割であった。±％の

増減の範囲内にとどまった企業は 割となった。



 
設立年代とデザイン関連経費に関する質問は、「研究開発部門や事業部と独立した全社的なデザイン部門があ

る。スタッフは、そこに集中的に配置されている」「研究開発部門や事業部と独立した全社的なデザイン部門がある。

スタッフはそこに所属しながら、研究開発部門や事業部門に配置されている。」「全社的なデザイン部門はないが、

事業部門等の中に、それぞれのデザインを担当する専門の部署（課や係など）がある」と回答した企業を対象とした。

従って、日本企業のデザイン部門全体の設立数を示している訳ではないことに注意を要する。
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図８－２．　過去３年間のデザイン関連経費の増減
（Ｎ＝１６７）







       

％以上増加

±％未満の増減

％以上減少

（％）





「門与

「製品などの外形を規定する技術的な内部構造に関する設計」を実施している企業に、どのような形

での関与をしているかを尋ねた。 図  に示す集計結果によれば、最も多かった関与の形態は、「自

ら技術的な内部構造の設計を行う」であり、６割を超える回答企業において、自ら設計を実施している。

また、「最終的な仕様の決定に関与する」、「内部構造の仕様を提案する」、「仕様の意見交換を行う」と

いう３つの関与をする企業はいずれも約 割であった。

図８－３．技術的な内部構造に関する設計に対するデザイン部門の関与の方法（複数回答）










          

担当者が内部構造を設計する際、仕様の意見交換をする

最終的な仕様の決定に関与する

内部構造の仕様を提案する

自ら技術的な内部構造の設計を行う

（％）
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 デザイン活動に主として従事した要員を尋ねた。回答結果（N=544）によれば、デザイン活動に関与し
た要員の平均人数は全社のデザイン活動では 40.8 人、主要業種のデザイン活動では 31.3 人であっ
た。 
 
���������� 

本節では、企業においてデザイン戦略がどの様な特徴を有しているのかに関する調査結果を記述す
る。 
 
�������������

デザイン活動を実施する企業に、明文化されたデザイン戦略の有無について尋ねた。調査結果によ
れば、明文化されたデザイン戦略を有する企業は 2 割、デザイン戦略を持たない企業が 6 割、デザイン
戦略を策定中の企業が 2 割である。表 8-6 は、これを産業別にみたものである。明文化されたデザイン
戦略を有する企業の割合が多い産業をみると、運輸業で 5 割の企業がデザイン戦略を有しており、自
動車工業、パルプ・紙工業、精密機械工業などでも 3 割を超える企業がデザイン戦略を有している。一
方で、プラスチック製品工業、窯業、ソフトウェア・情報処理業、その他のサービス業、総合化学・化学繊
維工業、金属製品工業、医薬品工業などではデザイン戦略を有する企業の割合が 1 割に満たない。素
材系・材料系の産業やソフトウェア産業でデザイン戦略のある企業の割合が低くなっている事は、その
産業における製品の特徴を考慮すると整合的な結果であると言える。 

デザイン戦略を策定中の企業の割合についても、産業ごとの差異が見られた。デザイン戦略を策定
中の企業は全体平均で 2 割弱であるが、その他の化学工業に属する企業のうち、5 割に近い企業がデ
ザイン戦略を策定中と回答している。同様に、電気・ガス・熱供給・水道業、繊維工業、金属製品工業で
も、4 割弱の企業がデザイン戦略を策定中である。 

デザイン戦略がない企業の割合が多い産業としては、プラスチック製品工業が約 94％で最も高くなっ
ている。また、総合化学・化学繊維工業や非鉄金属工業で 9 割、医薬品工業やソフトウェア・情報処理
業、窯業、卸売・小売業で 8 割を超える企業においてデザイン戦略がないとの結果となっている。 
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表   

位      

主要業種 
明文化さ
れている 策定中 ない

農林水産業    
鉱業    
建設業    
食品工業    
繊維工業    
パルプ・紙工業    
印刷業    
医薬品工業    
総合化学・化学繊維工業    
油脂・塗料工業    
その他の化学工業    
石油製品・石炭製品工業    
プラスチック製品工業    
ゴム製品工業    
窯業    
鉄鋼業    
非鉄金属工業    
金属製品工業    
機械工業    
電子応用･電気計測機器工業    
その他の電気機械器具工業    
情報通信機械器具工業    
電子部品・デバイス工業    
自動車工業    
自動車以外の輸送用機械工業    
精密機械工業    
その他の工業    
電気･ガス･熱供給・水道業    
ソフトウェア･情報処理業    
通信業    
放送業    
新聞･出版･その他の情報通信業    
運輸業    
卸売・小売業    
金融・保険業    
専門サービス業    
学術研究機関    
その他のサービス業    
その他の業種    
合計    

デザイン戦略の有無
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ェ与い

デザイン活動が研究開発プロジェクトにおいてどのような役割を果たしているか、それらの役割がどの

程度研究開発に関与しているかを明らかにすることを目的として、以下の調査項目を設定した。



・ 主要業種の製品・サービスに関する研究開発プロジェクトにおいて、過去 年間（年～

年）に、デザイン活動がなんらかの形で関与したプロジェクトの割合

・ 主要業種の製品・サービスに関する研究開発プロジェクトにおいて、過去 年間（
年～年）に、デザイン活動に関する各目的が追求されたプロジェクトの割合   


これらの項目により、企業のデザイン活動が研究開発においてどの程度重要な位置を占めるかが明

らかになる。デザイン活動がなんらかの形で関与していたプロジェクトの割合をたずねた問の回答結果

によれば、平均で ％の研究開発プロジェクトにおいてなんらかのデザイン活動が関与していた。

デザイン活動のプロジェクトへの関与度合いが競争環境とどのような関係を持つかを把握するため、

製品寿命との相関をみたところ、％水準で有意に負の相関が見られた。すなわち、製品寿命が長い企

業ほど、デザイン活動のプロジェクトへの関与割合が低い傾向が見られた。

デザイン活動には様々な側面があり、デザイン活動を通じて実現しようとする目的も多様であると考え

られる。たとえば、「使いやすい製品・サービスを実現する」、「コーポレート・ブランドの価値の上昇」など

はデザイン活動の目的の一つと考えられる。このような様々なデザイン活動が研究開発プロジェクトに対

してどの程度の割合の関与をしたかを、その目的ごとに尋ねた。

図８－４に示す集計結果によれば、もっとも重視されている目的は「使いやすい製品・サービスの提

供」であり、全回答企業平均で３割強のプロジェクトにおいて、この目的を実現するためのデザイン活動

が実施されている。ついで「他社製品・サービスとの差別化」、「製品・サービスに付加価値をつける」、

「製品・サービスにかかるコストの削減」を目的とするデザイン活動を行ったプロジェクトの割合が高い。

一方で、相対的に重要度が低い目的は「研究開発に関与する部門間の意見調整」であり、この目的を

もったデザイン活動が実施されている研究開発プロジェクトは 割程度であった。
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図８－４．　デザイン活動のプロジェクトへの関与目的
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各企業が開発する製品やサービスは、それぞれ異なった特徴を有している。それぞれの製品・サー

ビスが実現しようとする技術的機能・性能とデザインとの間にどのような関係が有るかにより、企業の研究
開発活動における技術的機能・性能とデザインをどのようにマネジメントするかにも違いがでてくると考
えられる。そこで、この点について把握する目的で、以下の質問項目を設定した。 

 
・ 主要業種の製品・サービスにおけるデザインと技術的な機能・性能の間には、トレードオフと相

互補完のいずれの関係があるか 
・ 技術的な機能・性能とデザインの間にトレードオフの関係がある場合には、そのどちらを研究

開発プロジェクトにおいて優先しているか 
 
本調査による全体の平均値では、技術的な機能・性能とデザインの間にトレードオフ関係があると回

答した企業は 3 割であり、相互補完的であるとした企業は 7 割であった。表 8-7 に示される産業別の集
計結果によれば産業別に顕著な差が見られる。非鉄金属工業では 8 割、自動車以外の輸送用機械で
は 6 割の回答企業が、トレードオフ関係があるとしている。一方、繊維工業の１００％を筆頭に、総合化
学・化学繊維工業やプラスチック製品工業の8割超の企業において、相互補完的な性質があるとしてい
る。 
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表  能・能

位               

 トレードオフ 相互補完的
農林水産業   

鉱業   

建設業   

食品工業   

繊維工業   

パルプ・紙工業   

印刷業   

医薬品工業   

総合化学・化学繊維工業   

油脂・塗料工業   

その他の化学工業   

石油製品・石炭製品工業   

プラスチック製品工業   

ゴム製品工業   

窯業   

鉄鋼業   

非鉄金属工業   

金属製品工業   

機械工業   

電子応用･電気計測機器工業   

その他の電気機械器具工業   

情報通信機械器具工業   

電子部品・デバイス工業   

自動車工業   

自動車以外の輸送用機械工業   

精密機械工業   

その他の工業   

電気･ガス･熱供給・水道業   

ソフトウェア･情報処理業   

通信業   

放送業   

新聞･出版･その他の情報通信業   

運輸業   

卸売・小売業   

金融・保険業   

専門サービス業   

学術研究機関   

その他のサービス業   

その他の業種   

合計    


これらの２つのグループで、デザイン戦略にどのような差異があるのかを見ておく。表 に示す集計

結果によれば、デザイン活動が関与するプロジェクトの割合は、技術とデザインにトレードオフの関係が

あると回答した企業で ％であるのに対し、相互補完的であるとした企業においては ％である。

これら平均値の差の検定に関するｔ検定の結果は、両側１０％未満の水準で有意であり、極端な違いが

 

表  能・能

位               

 トレードオフ 相互補完的
農林水産業   

鉱業   

建設業   

食品工業   

繊維工業   

パルプ・紙工業   

印刷業   

医薬品工業   

総合化学・化学繊維工業   

油脂・塗料工業   

その他の化学工業   

石油製品・石炭製品工業   

プラスチック製品工業   

ゴム製品工業   

窯業   

鉄鋼業   

非鉄金属工業   

金属製品工業   

機械工業   

電子応用･電気計測機器工業   

その他の電気機械器具工業   

情報通信機械器具工業   

電子部品・デバイス工業   

自動車工業   

自動車以外の輸送用機械工業   

精密機械工業   

その他の工業   

電気･ガス･熱供給・水道業   

ソフトウェア･情報処理業   

通信業   

放送業   

新聞･出版･その他の情報通信業   

運輸業   

卸売・小売業   

金融・保険業   

専門サービス業   

学術研究機関   

その他のサービス業   

その他の業種   

合計    


これらの２つのグループで、デザイン戦略にどのような差異があるのかを見ておく。表 に示す集計

結果によれば、デザイン活動が関与するプロジェクトの割合は、技術とデザインにトレードオフの関係が

あると回答した企業で ％であるのに対し、相互補完的であるとした企業においては ％である。

これら平均値の差の検定に関するｔ検定の結果は、両側１０％未満の水準で有意であり、極端な違いが
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あるとはいえない。


表  技術・デザインの性別 デザイン与プロクトの合

位



デザイン活動が関与した
プロジェクトの割合

トレードオフの関係  

相互補完的   

さらに、技術的機能・性能とデザインの間にトレードオフ関係があるとした企業に対し、研究開発プロ

ジェクトにおいて技術的機能・性能とデザインのどちらを優先するかを尋ねた。回答結果によれば、技術

的機能・性能を優先する企業は ％、デザインを優先する企業は ％であった。この２つのグループ

で、プロダクト・イノベーションの実施状況にどのような差異があるのかをみておく。表  に示すクロス

集計結果によれば、プロダクト・イノベーションの実施企業の割合は、技術的機能・性能とデザインにトレ

ードオフの関係があった時にデザインを優先すると回答した企業では％であるのに対し、技術的な機

能・性能を優先すると回答した企業では ％になっている。このクロス集計結果に関するカイ  乗検

定の結果は、カイ２乗値で  であり、両側５％未満水準で有意である。

技術的な機能・性能とトレードオフ関係にあるデザインを優先する方針は、本来、「技術的に明らかな

新規性を持つ新製品・サービス」として定義されたプロダクト・イノベーションを抑制する要因となる筈で

あり、その意味では、この分析結果はひとつのパズルである。しかし、デザインを優先する研究開発プロ

ジェクトでは、独創的なデザインの製品を可能にするための新技術の開発が促進されると考えれば、こ

の分析結果を整合的に理解できるであろう。


表 技術・デザインのトープロダクト・イノベーションの実施状況

位

Ｎ 実施 不実施
デザイン優先   
技術的な機能・性能優先   
合計   

プロダクト・イノベーションの実施状況




デザインントの

デザイン活動に対する企業の取り組みには、デザイン活動を担当する組織の内部マネジメント

や組織全体としての活動まで様々な活動がある。例えば、経営幹部にデザイナー出身者が就任す

ること、社長自らがデザインに積極的に関与することなどを通じて企業がデザインマネジメントに関

する取り組みを強化することなどがあげられる。企業におけるデザインマネジメントの特徴を多面的
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に明らかにするため、デザイン活動に対するトップマネジメントの関与、デザイン組織の構造、外部

デザイン事務所の利用、デザイン開発活動に関する具体的な取り組みについて、その活動の有無

を尋ねた。図  に示される回答結果によれば、これらの取り組みの間には顕著な差異が見られ

る。

デザインマネジメントに関する諸活動の中で、最も多くの企業で実施されていたのは、情報共有

ツールの利用であり、割の企業が情報共有ツールを用いている。ついで、国内デザイン事務所の

利用％、先行的なイメージ開発の実施（）であった。海外デザイン事務所の利用は１割であ

り、国内デザイン事務所利用の４分の１であった。

トップマネジメントの関与に関する  つの質問に対する回答結果は、「経営幹部にデザイナー出

身者が就任する」企業は回答企業の 割、「社長自らがデザイン戦略を推進する」企業は 割であ

った。デザイン部門の組織構造に関する活動では、「定期的にデザイン部門の組織を改組」してい

る企業は約 ％、社内デザイン部門を独立採算性にしている企業は 割に満たなかった。各種デ

ザイン賞への応募は、 社に  社の企業が実施した。



図８－５．　デザインマネジメントに関する活動への取り組み状況























        

経営幹部にデザイナー出身者が就任

社長自らデザイン戦略を推進

デザイン部門の組織を定期的に改組

社内デザイン部門における独立採算制の実施


国内デザイン事務所の利用

海外デザイン事務所の利用

製品・サービスごとの専門デザイナーの育成


デザイナーの担当製品・サービスを数年ごとに変更


情報共有ツールの利用

先行的イメージの開発

各種デザイン賞に応募




注：各項目を実施している企業の割合を示す
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９．策



 本調査では、政府の民間企業に対する研究開発支援政策の実態を把握するために、研究開発優遇

税制、研究開発に対する補助金制度、研究開発に対する低利融資制度について、民間企業がどのよう

に認識・活用しているのかを調査した。本章ではその結果を報告する。



９．



研究開発優遇税制は、企業の研究開発費の一定の割合を法人税から控除する制度である。本制度

は、優遇対象・分野等の違いによって複数の制度が存在し、また制度自体も導入以来細かな変更が加

えられ現在に至っている。本調査では、本制度の中心となっている「増加試験研究費税額控除制度」と

「試験研究費の総額に係る税額控除制度」、そして  年から  年度までの  年間の時限付きで

導入された「開発研究用設備の特別償却制度」に焦点を当てて調査・分析を行った。

増加試験研究費税額控除制度は  年に導入された制度であり、導入以来数回の変更が行われ

現在に至っている。年以降は、当該年度を含む直近 年間のうち，試験研究費の上位 年間の平

均金額よりも試験研究費が多い場合，上回った金額に一定の控除割合をかけた額を法人税から控除

する仕組みとなっている。一方、試験研究費の総額に係る税額控除制度は、 年度に新たに導入

された制度であり、試験研究費の増減に係わらず、企業が試験研究費を計上していれば、総額の ～

％（年度～ 年までは時限的に ～％）を法人税から控除する制度である。

両制度は 年から 年までの間はどちらか一方の選択制であったが、年度には統合され

ている。これらの制度による控除額には上限があり、増加試験研究費税額控除制度による控除額は法

人税額の ％、総額に係る税額控除制度による控除額は法人税額の ％が上限とされてきたところ、

両制度が統合された  年度～ 年度は、これらの制度による控除額を併せた額が法人税額の

％を超えないこととされた。

開発研究用設備の特別償却制度は、開発研究に供する設備の取得価額が  万以上の場合に取

得価額の ％を即時償却できる制度である。法人税法上の「試験研究費」に含まれる資産は、会計上

の研究開発費とは異なり、他の制度同様減価償却するようになっている。



全

年以前及び年～年の各年度について、税額控除制度（増加試験研究費税額控除制

 
他の制度としては、資本金 億円以下の中小企業を対象とした中小企業技術基盤強化税制による税額控

除制度、産学連携に係る研究開発費を控除対象とした特別試験研究に係る税額控除制度等がある。
控除の割合は 年までが ％、年以降は ％である。
年度からは、増加試験研究費税額控除制度に若干の変更が加えられ、増加部分の控除か、売上高の

一定割合を超えた試験研究費を控除する制度の新たな選択制が導入されている。また同年から控除額の上

限は、増加試験研究費税額控除制度による控除額は法人税額の ％、総額に係る税額控除制度による控除

額は法人税額の ％とされた。
毎年度回答企業数を調整していない場合でも、図 － 同様利用企業の割合は ％弱である。
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度及び試験研究費の総額に係る税額控除制度）の利用企業数の割合の推移を見たのが図 －１であ

る。図では利用状況に関する質問にすべて回答している 社のみを使用している。全体の推移を見

ると、 年度には ％だった利用企業の割合は、 年度には ％と  倍弱上昇している。こ

のような利用企業の急激な増加は、 年度に総額に係る税額控除制度が導入されたことによる。国

税庁の実施した『会社標本調査』でも、この時期に本調査対象と同じ資本金１億円以上の企業の控除

総額が 億円から 億円に増加しており，本調査結果は『会社標本調査』の結果と一致する。



図 － （）



 


   



 


   























年以前 年 年 年 年 年 年 年

未利用

税額控除制度利用企業





表 － 

企業数 ％
  
  
  
  
  
  
  
  
  
合計   



 
ただし、過去の『会社標本調査』は年度ベースの集計ではなかったため、年度の値にも一部総額に

係る税額控除制度による控除額を含んでいる。
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しかし 年度以降、利用企業の割合は 年度 ％，年度は ％，年度 ％，

年度 ％と、およそ 割弱で安定しており、増加していない。この結果は、総額に係る税額控除

制度が導入され、優遇税制の恩恵を受ける企業が増加したとはいえ、毎年 割以上の企業が未利用で

あることを示している。ただ、本制度は課税対象となる所得がある企業のみ対象となる制度なので、未利

用企業の多さが一概に問題とは言えない。しかし、各企業の利用回数をカウントした表 －１によると、

未利用企業のうち、導入以来一度も両制度を利用していない企業が ％にものぼっている。逆に、

回以上利用している企業は  社（％）であった。この結果は、積極的に毎年利用を検討している

企業群と全く検討していない企業群とに  極化している可能性を示唆している。



表 － 

 利用率％
農林水産業  
鉱業  
建設業  
食品工業  
繊維工業  
パルプ・紙工業  
印刷業  
医薬品工業  
総合化学・化学繊維工業  
油脂・塗料工業  
その他の化学工業  
石油製品・石炭製品工業  
プラスチック製品工業  
ゴム製品工業  
窯業  
鉄鋼業  
非鉄金属工業  
金属製品工業  
機械工業  
電子応用・電気計測器工業  
その他の電気機械器具工業  
情報通信機械器具工業  
電子部品・デバイス工業  
自動車工業  
自動車以外の輸送用機械工業  
精密機械工業  
その他の工業  
電気・ガス・熱供給・水道業  
ソフトウェア・情報処理業  
通信業  
放送業  
新聞・出版・その他の情報通信業  
運輸業  
卸売・小売業  
金融・保険業  
専門サービス業  
学術研究機関  
その他のサービス業  
その他の業種  
合計  
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業種別に制度の利用状況を見たのが表 －である。ここで利用企業は導入以来 回以上制度を利

用したことがある企業、未利用企業は一度も制度を利用していない企業を指す。表から、制度の利用率

が業種によって大きく異なっていることがわかる。利用率が高い業種は電気・ガス・熱供給・水道業

（％）、自動車工業（％）、その他化学工業（％）である。逆に、利用率が低い業種は印刷業

（％）、ソフトウェア・情報処理業（％）、繊維工業（％）、パルプ・紙工業、（％）となっている。

資本金階級別に税額控除制度の利用状況を見たのが表 － である。資本金階級が１億円以上 

億円未満での利用企業の割合は全体の ％、 億円以上  億円未満では ％、資本金 

億円以上では ％と、資本金階級が高くなるにつれて利用企業の割合は上昇しており、企業規模が

大きくなるほど利用企業が多いことを示している。

表 －は、主要業種の研究開発規模別に制度の利用状況を見たものである。研究開発費が 億円

未満では ％、 億円以上  億円未満では ％、 億円以上  億円未満では ％、

億円以上では ％と資本金同様規模が大きくなるにつれて利用企業の割合が増加している。



表 － 

 制度利用 制度未利用 合計

億円以上億円未満    
億円以上億円未満    
億円以上    
合計    

研究開発優遇税制利用企業（％）





表 － 

 制度利用 制度未利用 合計

億円未満    
億円以上億円未満    
億円以上億円未満    
億円以上    
合計    

研究開発優遇税制利用企業（％）







個

次に、個別制度毎に利用状況の推移を見たのが表 － である。増加試験研究費税額控除制度の

利用は、年度％、年度％と％台で推移していたのが，年度には％、

年度， 年度ともに ％となっており  年度以降利用企業が大きく減少している。一方で、総額

 
表では、増加試験研究費税額控除制度、総額に係わる税額控除制度については 年以前および 

年～年度の各年度の利用の有無を完全回答している 社、開発研究用設備の特別償却制度では 

年～年度の特別償却制度の利用の有無について、完全回答している企業  社を利用している。
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に係る税額控除制度の利用は，導入初年度の 年度 ％、年度 ％、年度 ％

と増加している。このように，後者の制度の導入以降、多くの企業がその制度を利用していたことを示し

ており、事実上選択性の意義がなくなっていたことがわかる。その点で  年度に両制度が統合され

たことは評価できよう。

 年から  年間の  年間のみ実施された開発研究用設備の特別償却制度の利用状況をまと

めたのが表 －の 列目である。年度では ％、年度 ％、年度 ％であり利用

企業の割合がきわめて小さい。また、年間のうち 回以上制度を利用した企業でさえわずか ％であ

り、 割弱の限られた企業が制度を利用していたに過ぎないことを示している。





表 － 個別

増加試験研究費税額控除
制度利用企業の割合

（％）

総額に係る税額控除制度
利用企業の割合（％）

開発研究用設備の特別償
却制度利用企業の割合

（％）

年度   

年度   

年度   

年度   

年度   

年度   

年度   

年度   

増加試験研究費税額控除制度については年以降調査していない。

増加試験研究費税額控除制度、総額に係る税額控除制度は社、開発研究用設備の特別償
却制度は社。









控

本調査では、 年度及び  年度において、企業が受けた控除金額を質問している。それによ

ると、本調査回答企業が受けた控除の総額は  年度で  億円、 年度で  億円であっ

た。『会社標本調査』では、資本金１億円以上の企業全体の 年度の控除額は 億円（年

度は  億円であった。このことは、控除を受けた企業全体のおよそ半分弱が本調査に回答してい

ることを示している。

次に、控除額のデータを使って、企業が投資している研究開発費のうち、実際に何パーセント控除を

受けられているのかという控除率を見てみる。ただし、本調査では、分母となる企業全体の研究開発費

を調査していない。そこで、代わりに主要業種の研究開発費を用いて控除率を計算するが、その値は

控除率の最大値を表すことになる。分母となる研究開発費は、税額控除の対象となる社内研究開発費

と社外支出研究開発費の合計金額を用いた。
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まず、控除率の度数分布表を見たのが図 － である。税額控除制度は試験研究費の ～％を控

除する制度であるが、それに一致するように控除率 ％が最頻値となっている。しかし控除率が ％に届

かない企業が全体の  割弱を占めているのも事実である。実際の控除率が制度上の控除率よりも低く

なる理由としては、控除額に上限が設定されていること、企業の想定する「研究開発費」の中身と税法上

の試験研究費の内容が異なる場合があること、会計上の研究開発費は一括で費用処理するが、試験

研究費では減価償却されること等が考えられる。

次に、研究開発規模階級別に控除率を見たのが表－である。ここでは、控除率が％を超える企

業を外れ値としてサンプルから除去している。控除率は、研究開発費  億円未満で ％、 億円以上

億円未満で ％、億円以上 億円未満で ％、億円以上で ％となっており、研究開発

の規模が上昇するほど低下する傾向がある。

業種別に控除率の違いを見たのが表 である。控除率の高い業種は非鉄金属工業の ％、続い

てプラスチック工業の ％となっている。低い業種は医薬品工業の ％、精密機械工業 ％、建設

業 ％等である。控除率についても業種によって大きく異なることがわかる。





図 － 控布（ 
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上























企業数

累積

社 ％





 
なお、％を超えている企業が存在する理由として、分母となる研究開発費が企業全体の研究費ではな

く主要業種に限っていること、連結納税している企業では、控除額も企業単独ではなく連結の値を回答し

ている可能性があること等が考えられる。
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表 － 控

 控除率％
億円未満  
億円以上億円未満  
億円以上億円未満  
億円以上  
合計   



表 － 控

 控除率％
農林水産業  
鉱業  
建設業  
食品工業  
繊維工業  
パルプ・紙工業  
印刷業  
医薬品工業  
総合化学・化学繊維工業  
油脂・塗料工業  
その他の化学工業  
石油製品・石炭製品工業  
プラスチック製品工業  
ゴム製品工業  
窯業  
鉄鋼業  
非鉄金属工業  
金属製品工業  
機械工業  
電子応用・電気計測器工業  
その他の電気機械器具工業  
情報通信機械器具工業  
電子部品・デバイス工業  
自動車工業  
自動車以外の輸送用機械工業  
精密機械工業  
その他の工業  
電気・ガス・熱供給・水道業  
ソフトウェア・情報処理業  
通信業  
放送業  
新聞・出版・その他の情報通信業  
運輸業  
卸売・小売業  
金融・保険業  
専門サービス業  
学術研究機関  
その他のサービス業  
その他の業種  
合計   
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控限金額

ここで、実際の控除率が税法上の控除率よりも低い原因の一つと考えられる法人税の上限金額につ

いて、実際にどれくらいの企業がそのような上限に達しているかを調査した結果を見る。表 －は 、

 年度に優遇税制を利用した企業のうち、上限金額に達していた企業の割合を研究開発規模階級

別に見たものである。なお、現行制度では、控除額の上限金額は法人税額の ％である。年度で

は、研究開発規模が１億円未満では ％、 億円以上  億円未満では ％、 億円以上 

億円未満では ％、 億円以上では ％と、研究開発規模の大きい企業で上限金額に達してい

る企業が多くなっている。特に、研究開発規模が 億円以上の企業では、割の企業が控除額の上限

に達しており、大規模に研究開発を実施している企業において、シーリングの存在が控除率の低さを説

明する一つの要因となりうることを示している。

業種別に、上限金額の到達企業の割合を見たのが表 － である。 年度  年度両年ともに

上限金額に達している企業が多いのは、医薬品工業（ 年は ％ 年度は ％）、その他電気

機械器具産業（ 年度 ％、 年度 ％）、精密機械工業 年度 ％、 年度

％等である。医薬品工業における控除上限金額到達企業の多さは、当該産業での控除率の低さ

と整合的であり、上限金額の存在が控除率の低さを説明する要因であることを示している。他方で、 社

も上限金額に達していない年がある石油製品・石炭製品工業や窯業、金属製品工業、電子部品・デバ

イス工業、ソフトウェア･情報処理業や、また年間で上限到達企業の割合が劇的に変化している業種も

あり、上限金額の到達度合いは業種特有の構造や好不況に強く影響されている可能性を示唆してい

る。





表 － 控限

 ％  ％
億円未満    
億円以上億円未満    
億円以上億円未満    
億円以上    
合計    

年度上限金額到達企業の割合 年度上限金額到達企業の割合
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表 － 控

 ％  ％
農林水産業    
鉱業    
建設業    
食品工業    
繊維工業    
パルプ・紙工業    
印刷業    
医薬品工業    
総合化学・化学繊維工業    
油脂・塗料工業    
その他の化学工業    
石油製品・石炭製品工業    
プラスチック製品工業    
ゴム製品工業    
窯業    
鉄鋼業    
非鉄金属工業    
金属製品工業    
機械工業    
電子応用・電気計測器工業    
その他の電気機械器具工業    
情報通信機械器具工業    
電子部品・デバイス工業    
自動車工業    
自動車以外の輸送用機械工業    
精密機械工業    
その他の工業    
電気・ガス・熱供給・水道業    
ソフトウェア・情報処理業    
通信業    
放送業    
新聞・出版・その他の情報通信業    
運輸業    
卸売・小売業    
金融・保険業    
専門サービス業    
学術研究機関    
その他のサービス業    
その他の業種    
合計    

年度上限金額到達企業の割合 年度上限金額到達企業の割合







研究開発優遇税制を利用する上で問題事項があるかどうかを調査した結果が図 － である。利用

企業で ％、未利用企業で ％の企業が利用上の問題はないと回答している。この結果は、利用

未利用にかかわらず、多くの企業で利用上の問題を特に認識していないことを示している。制度利用側

の企業にとって、控除されること自体が大きなメリットであるから特段不満がないという回答が多いことは

十分に理解できよう。

次に、前問で問題があると回答した企業 社について、具体的にどのような問題があるのか複数回

答で調査した結果が図 －である。ここでは、各項目を選択した企業数が回答企業 社に占める割

合を表している。全体で見れば、問題があると回答した企業の実に半数以上％が、税法上の「試
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験研究費」と企業が認識している「研究開発費」の定義が異なることを問題視していることがわかる。

利用企業と未利用企業の違いを見た場合、未利用企業と比較して利用企業では控除額の少なさを

問題としてあげている企業が多い（利用企業％、未利用企業％）。逆に未利用企業では、利用

企業と比較して制度手続きの手間、複雑さが相対的に問題と認識されていることを示している（利用企

業 ％、未利用企業 ％）。今後、制度利用を一層促すには制度や手続きの周知、簡素化が有効

であることを示している。





図 － ）













          

仕組みを知らない

問題なし

問題あり

年または年度に優遇税制を利用した
企業

未利用企業
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図 － （）

























      

その他

控除の対象となる「試験研究費」の範囲が企業の想定する「研究開発
費」の範囲と異なる場合があること

法人税を課されている企業しか利用できないこと

税務監査の対応に手間がかかること

利用手続きに手間がかかる・手続きの仕方がわかりにくいこと

税額控除される額が小さいこと

年または年度に
優遇税制を利用した企業

未利用企業







（）

 最後に、研究開発優遇税制の利用が企業の研究開発費の増加・維持に寄与しているかを直接質問

した結果が表 －である。表では、同様の質問調査を実施している平成 年度調査の結果も参考と

して記載している。

優遇税制の利用が研究開発費の増加につながったと認識している企業は全体の ％、維持につな

がったと認識している企業は ％であるのに対し、利用が研究開発費の決定に直接影響しないとの回

答が全体の％に達している。このような結果は平成年度調査ともほぼ一致している。優遇税制の

利用の有無と研究開発費の増減は直接リンクしていないというのが企業全般の多数意見であることがわ

かる。



 
表 －では、平成 年度調査での調査結果と比較しやすいように、資本金階級を 段階に分けている。
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表 － 

（単位：％）

増加 維持 影響されない わからない 合計
本調査結果

億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上     
全体     

平成年度調査
億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上     
全体      





９－

 

政府等が企業に対して行っている研究開発に対する補助金の受給状況を見る。 年度から 

年度の  年間に、主要業種において政府（中央政府、地方自治体を含む）から補助金を受けた企業数

を業種別に見たものが表－である。全体を見ると、およそ％の企業が政府から補助金を受けてい

ることがわかる。業種別では電気･ガス･熱供給・水道業で ％、学術研究機関 ％と前者で 割、

後者で 割以上の企業が研究開発活動に対して何らかの公的な補助金を得ている。この 業種での補

助金受給率の高さは、エネルギー関連や基礎研究に対する政府の重点的な投資を反映したものと思

われる。実際、業種別の補助金額で見た場合でも、電気･ガス･熱供給・水道業が  億円、学術研究

機関が  億円で最も多い。それ以外の業種では、その他の業種 ％、自動車以外の輸送用機械工

業 ％、石油製品・石炭製品工業 ％で受給率が高い。逆に、印刷業、運輸業では、補助金を受

給している企業は１社もなく、プラスチック製品工業 ％、金属製品工業 ％等の業種でも受給は少

ない。以上の結果は、補助金の受給状況は業種によって大きく偏りがあることを示している。この偏りは、

企業側に要因があるというよりはむしろ、補助金を受給できる分野と業種の関連が一様ではないことによ

るものと思われる。

 資本金階級別に補助金の受給状況を見たのが表 － である。補助金受給企業の割合は  億円以

上  億円未満では ％、 億円以上  億円未満では ％だが、 億円以上では ％と

なっており、他の階級よりも  倍強受給企業の割合が高い。補助金は結果的に資本金  億円以上の

大企業中心に配分されていることを示している。

 
この結果は、必ずしも大企業に対して優先的に補助金が配分していることによるものとは言えない。研

究開発規模が大きい企業ほど、幅広く研究開発を実施し、また補助対象となりやすい基礎研究を実施して

いることや、あるいは研究開発実施能力が高いために補助金獲得率が高い等に由来する可能性があるから

である。
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表 － 

 受給企業数 ％ 補助金総額百万円）
農林水産業    
鉱業    
建設業    
食品工業    
繊維工業    
パルプ・紙工業    
印刷業    
医薬品工業    
総合化学・化学繊維工業    
油脂・塗料工業    
その他の化学工業    
石油製品・石炭製品工業    
プラスチック製品工業    
ゴム製品工業    
窯業    
鉄鋼業    
非鉄金属工業    
金属製品工業    
機械工業    
電子応用・電気計測器工業    
その他の電気機械器具工業    
情報通信機械器具工業    
電子部品・デバイス工業    
自動車工業    
自動車以外の輸送用機械工業    
精密機械工業    
その他の工業    
電気・ガス・熱供給・水道業    
ソフトウェア・情報処理業    
通信業    
放送業    
新聞・出版・その他の情報通信業    
運輸業    
卸売・小売業    
金融・保険業    
専門サービス業    
学術研究機関    
その他のサービス業    
その他の業種    
合計    







表 － 

 受給企業数 ％ 補助金総額百万円）

億円以上億円未満    

億円以上億円未満    

億円以上    

合計    
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獲・

 次に、各種補助金制度のうち、どの企業も原則自由に応募できる競争的資金について、過去  年間

の獲得・応募状況を資本金階級別に見たのが表 － である。ここで定義される競争的資金は表 －

にある 件の補助金制度によって配分された資金を指す。なお、平成 年度調査においても同様

の質問をしており、資本金  億円以上の企業に対する利用状況については、前回調査時は  年間の

スパンであること、回答企業がかなり入れ替わっているという可能性を除けば比較可能である。

資本金  億円以上  億円未満 ％、資本金  億円以上  億円未満で ％、資本金  億

円以上  億円未満で ％、 億円以上 億円未満で ％、 億円以上で ％と資本

金規模が大きくなるにつれて、応募企業の割合が増加している。競争的資金で見ても、企業規模と受

給・応募状況は比例していることがわかる。また、応募したにもかかわらず獲得できなかった企業の割合

も企業規模に比例して低くなっており、こうした応募に対する採択率の高さは、大企業の補助金受給企

業の割合が高いことを部分的に説明していると言えよう。

平成  年度調査結果と比較した場合、全体の ％の企業が競争的資金に応募しているのに対し、

本年度調査では ％の企業しか応募していないという結果となった（ただし、前回調査と資本金階級

をそろえ、さらにタイムスパン、応募獲得状況が不明を考慮した場合には、その差は ％程度に縮ま

る）。この結果は、何らかの理由で応募企業が減少している可能性を示している。





表 － ・

（単位：％）

いずれかの競争
的資金制度に応
募したことがあ
り、資金を獲得
したことがある

いずれかの競争
的資金制度に応
募したことがあ
るが、資金を獲
得したことがな

い

いずれの競争的
資金制度にも応
募したことがな

い

いずれかの競争
的資金制度に応
募したかどう
か、わからない 合計

本調査結果
億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上     
全体     

平成年度調査結果
億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上億円未満     
億円以上     
全体     



 
比較のために資本金 億円以上の企業で考える。毎年一定の数で応募企業が増えていると想定した場合

には、年間で平均 ％（）増加することとなる。この想定を基に、前回調査と同じ 年間の応募

率を計算した場合、％プラス ％で ％となりそれでも 年度調査の ％よりも低い。また、

本年度調査の方が「応募状況がわからない」という回答が多いが、それを考慮した場合には、応募企業は

％となり、それに 年分 ％をプラスすると ％となる。一方、年度調査でわからないと回答

した企業を除いた場合の応募企業の割合は ％となり、やはり前回調査時点よりも応募数が少ないとい

う結果となる。
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表 － 

所管省庁 実施機関 制度名
総務省 戦略的情報通信研究開発推進制度

情報通信研究機構
・ 新たな通信・放送事業分野開拓のための先進的技術開発支

援（先進技術型研究開発助成金制度）
・ 民間基盤技術研究促進制度

総
務
省

消防庁 消防防災科学技術研究推進制度
文部科学省

日本学術振興会
科学研究費補助金

科学技術振興機構

・ 戦略的創造研究推進事業
・ 先端計測分析技術・機器開発事業
・ 革新技術開発研究事業
・ 独創的シーズ展開事業
・ 産学共同シーズイノベーション化事業
・ 重点地域研究開発推進プログラム
・ 科学技術発展基盤整備事業

文
部
科
学
省

文部科学省

・ 科学技術振興調整費
・ 地球観測システム構築推進プラン
・ 原子力システム研究開発事業
・ キーテクノロジー研究開発の推進（ナノテク融合、社会の

ニーズを踏まえたライフサイエンス、次世代ＩＴ、光・量
子科学）

・ 原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ
厚生労働省 厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金

農業・食品産業技術総合研究機構


イノベーション創出基礎的研究推進事業

農林水産省 新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業

農
林
水

産
省

農林水産省 産学官連携による食料産業等活性化のための新技術開発事業

新エネルギー・産業技術
総合開発機構

・ 産業技術研究助成事業
・ 大学発事業創出実用化研究開発事業
・ エネルギー使用合理化技術戦略的開発
・ エコイノベーション推進・革新的温暖化対策技術発掘プロ

グラム

石油天然ガス・金属鉱物
資源機構

石油･天然ガス開発・利用促進型事業
経済産業省

経済産業省
・ 革新的実用原子力技術開発費補助金
・ 地域資源活用型研究開発事業
・ 地域イノベーション創出研究開発事業

鉄道建設・運輸施設整備
支援機構

運輸分野における基礎的研究推進制度
国土交通省

国土交通省 建設技術研究開発助成制度

環境省 環境技術開発等推進費

環境省 廃棄物処理等科学研究費補助金

環境省 地球環境研究総合推進費

環
境
省

環境省 地球温暖化対策技術開発事業







 資本金階級別に、補助金制度と優遇税制の利用状況を見たのが表 － である。この表では、

年以降の優遇税制および補助金の受給の有無を回答している企業  社を対象としている。資本金

 億円以上で、両制度ともに利用している企業が ％と  割を超えているが、資本金  億円以上

 億円未満の企業では ％、 億円未満では ％と大きく値が低下している。両制度の恩恵を

受けていない企業の比率でも資本金億円以上の企業で％と最も低く、資本金億円以上

億円未満の企業では ％、 億円未満では ％と高くなっており、規模が小さくなるにつれて比

率も低くなっている。この結果は、大企業と比較して、資本金  億円超の中小企業に対する支援政策が
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十分に機能していない可能性があることを示唆している。

 業種別に、補助金制度と優遇税制の利用状況を見たのが表 － である。業種によって、両制度の

利用割合が異なる業種がいくつか存在するものの、広範な業種において、研究開発優遇税制が重要な

研究開発施策となっている。補助金の利用が多かった電気･ガス･熱供給・水道業では、優遇税制の利

用企業も多く、全体の ％の企業が両制度の恩恵を受けていることを示している。他方で、同じように

補助金受給企業が多かった学術研究機関では、優遇税制の利用が全くない。この理由は、これらの企

業は研究開発専業企業であり、そもそも十分な課税所得がないことに由来すると思われる。





表 － 金見た金と制

（単位：％）

 利用なし
補助金の
み利用

優遇税制
のみ利用

両制度利
用 合計

億円以上億円未満      
億円以上億円未満      
億円以上      
合計      







９－制

 研究開発活動に対する低利融資制度は、資金調達が難しいリスク資金である研究開発費を低利で貸

し付ける制度である。本調査結果では、回答企業  社中利用企業は  社（％）と、利用企業がき

わめて少ないという結果を得た。なお、利用した 社中資本金 億円以上 億円未満の企業が 社、

億円以上 億円未満が 社、億円以上が 社となっており、制度利用と企業規模の関係は必

ずしも明らかではない。本調査の調査対象は資本金  億円以上の企業であり、それ以下の零細企業は

含まれていないので、低利融資制度の全般的な利用状況について言及するのは難しいが、少なくとも

資本金  億円以上の企業については、このような低利融資制度は現時点であまり需要がない可能性を

示唆している。







 
ただし、中小企業に対する研究開発支援政策は資本金 億円以下の企業を対象として行われているケースが

多く、この結果が 億円以下の企業に適用できない。
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表 － 見た金と制

（単位：％）

 利用なし
補助金の
み利用

優遇税制
のみ利用

両制度利
用 合計

農林水産業      
鉱業      
建設業      
食品工業      
繊維工業      
パルプ・紙工業      
印刷業      
医薬品工業      
総合化学・化学繊維工業      
油脂・塗料工業      
その他の化学工業      
石油製品・石炭製品工業      
プラスチック製品工業      
ゴム製品工業      
窯業      
鉄鋼業      
非鉄金属工業      
金属製品工業      
機械工業      
電子応用・電気計測器工業      
その他の電気機械器具工業      
情報通信機械器具工業      
電子部品・デバイス工業      
自動車工業      
自動車以外の輸送用機械工業      
精密機械工業      
その他の工業      
電気・ガス・熱供給・水道業      
ソフトウェア・情報処理業      
通信業      
放送業      
新聞・出版・その他の情報通信業      
運輸業      
卸売・小売業      
金融・保険業      
専門サービス業      
学術研究機関      
その他のサービス業      
その他の業種      
合計      
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総務省承認 Ｎｏ．

承認期限 平成 年 月 日まで

業のにる



この調査票は、統計以外の目的に使用することは

ありませんから、ありのまま記入してください。



文部科学省科学技術政策研究所



・下表に変更がありましたら二重線で取り消し、訂正してください。

・記載されていない箇所がありましたら、ご記入ください。

名




（平成 年４月１日現在、

億円未満四捨五入）

業種
（平成 年度売上実績の

 最も大きい事業分野）









記入者名
（所属）

部署

記入者名

電話番号



備考 （その他連絡事項）





注：集計結果の送付、ご回答内容に関する問い合わせは、上記の記入者名の欄に記載の電話番号、

宛にさせていただきます。



貼付ラベル記載の主要業種に変更が有る場合、下表から１つ選んで、番号に○をおつけ下さい。

番号 業種 番号 業種 番号 業種

 農林水産業  ゴム製品工業  ～以外の工業

 鉱業  窯業  電気･ガス･熱供給・水道業

 建設業  鉄鋼業  ソフトウェア･情報処理業

 食品工業  非鉄金属工業  通信業

 繊維工業  金属製品工業  放送業

 パルプ・紙工業  機械工業  新聞･出版･その他の情報通信業

 印刷業  電子応用･電気計測機器工業  運輸業

 医薬品工業  以外の電気機械器具工業  卸売・小売業

 総合化学・化学繊維工業  情報通信機械器具工業  金融・保険業

 油脂・塗料工業  電子部品・デバイス工業  専門サービス業

 ～以外の化学工業  自動車工業  学術研究機関

 石油製品・石炭製品工業  自動車以外の輸送用機械工業  ～以外のサービス業

 プラスチック製品工業  精密機械工業  ～以外の業種

業
種
に
変
更
の
あ
る
場
合

○秘 
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調査 要領



１．調査の主旨



 我が国の産業が国際競争力を高め、持続的な発展を遂げていく上で、科学技術はますます重

要な役割を果たすようになってまいりました。一方、我が国において科学技術の新たな知識を

生み出す研究開発活動は、その費用の約７割が民間企業によって負担されております。このた

め、科学技術政策の立案・推進に当っては、民間企業における研究開発活動の動向を適切に把

握しておくことが不可欠であります。

 本調査は、このような科学技術政策の立案・推進に資する基礎データの提供を目的に、民間

企業の研究開発活動を対象として大規模かつ継続的に行われている唯一の調査であります。そ

の高い信頼性を持つ調査結果は、国会の政策審議においても活用されており、また政府が「科

学技術の振興に関する年次報告（科学技術白書）」をとりまとめる際に使用されております。

なお、本調査の提供するデータは、従来から政策研究にも役立てられてまいりましたが、一

層の分析的な活用を期して、本年度、調査の実施が文部科学省科学技術・学術政策局から同科

学技術政策研究所に移管されることとなりました。



２．調査対象企業の選定方法


・本調査票は、資本金１億円以上で、かつ平成１９年度総務省科学技術研究調査において、

研究開発活動を行っていることが把握されている企業にお送りしています。


３．機密の保持



・調査票の記載内容については秘密を厳守し、個別情報を外部に公表することはありませ

ん。ありのままをご回答下さい。

・本調査の実施にあたり、発送・データ入力などの一連の業務は、株式会社ケーシーエス

データワークスに委託しています。委託にあたっては、データ利用についての秘密保持

契約を結んでおります。



４．調査票記入上のお願い



１）貴社が研究開発活動を実施していない場合でも、問２－１までの質問にご回答の上、調査

票をご返送ください。

２）この調査票への記入は、研究開発活動の管理部門又は企画部門の責任者の方にお願いして

おりますが、必要に応じて関係部課とも調整の上、記入してください。なお、設問により、

全社的な視点での回答が困難な場合には、貴社の最も代表的な部門の意見をご回答いただ

けるようお願いいたします。

３）貴社が子会社等をお持ちの場合、子会社等のデータは含めず、貴社単独のデータをご記入
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ください。

４）金額、人数などの実数を記入する欄については、該当する実績がない場合は０をご記入く

ださい。

５）百万円単位でご記入いただく金額欄については、十万円以下の金額を四捨五入してお答え

ください。


５．返送の方法



・調査票に必要事項を記入の上、同封の返信用封筒により、年 月 日までにご投函

ください。（切手は不要です）







６．調査票の返送先及び問い合わせ先



発送・返送・質問票の再送付のご依頼などについてのお問い合わせは、下記までお
願い致します。

    〒 茨城県水戸市桜川２－５－７ 

ＭシティビルⅢ２Ｆ

         株式会社 ケーシーエスデータワークス

担当 ：宮野・猿田

電話 ：０２９－３０２－８１１１（代）

ＦＡＸ：０２９－３０２－８１５０

：





調査の趣旨、調査票の記入方法についてのお問い合わせは、下記までお願い致します。

 〒東京都港区六本木  

                   政策研究大学院大学内

                   科学技術政策研究所サテライトオフィス

        文部科学省科学技術政策研究所第２研究グループ 

   担当：長谷川 大西

電話：（直通）

：

：
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７．「研究開発活動」等の定義及び例について 

「科学技術研究調査」総務省 統計局と整合しています。



本調査における「研究開発活動」の定義：

・事物・機能・現象等について新しい知識を得るために、又は、既存の知識の新しい

活用の道を開くために行われる創造的な努力及び探求をいいます。

・いわゆる学術的な研究のみならず製品開発、既存製品の改良及び生産・製造工程に

関する開発や改良に関する活動も「研究開発活動」となります。ただし、営業や管

理を目的とした活動は、社内で研究開発活動と呼ばれていても、この調査でいう研

究開発活動にはあたりません。

・委託研究などのために外部へ研究開発費を支出することも研究開発活動にあたりま

すが、本調査における貴社内の研究開発活動とはしないでください。



本調査における「研究開発関係業務」の定義：

・「研究開発関係業務」とは、研究開発者による研究開発活動のほか、庶務・会計な

どの事務、研究施設の清掃や警備など、研究開発活動を支えるために必要なあらゆ

る関係業務をいいます。



  例示について

研究開発活動とするもの、しないものとの区別を５頁（７．１）に示します。

研究開発関係業務とするもの、しないものとの区別を５頁（７．２）に示します。

ソフトウェア開発についての詳細な説明を例示と共に６頁（７．３）に示します。

金融業、保険業での研究開発活動の例を６頁（７．４）に示します。



  その他の留意点：

・本調査では自然科学のみでなく、人文・社会科学の研究開発活動についても調査の

対象となっています。

・例示のい業について：ソフトウェア業、金融業・保険業以外の業種に関しても、

５頁～６頁の例を参考にして、貴社の業務のうち「事物・機能・現象等について新

しい知識を得るために、あるいは、既存の知識の新しい活用の道を開くために行わ

れる創造的な努力及び探求」を研究開発活動の定義として、記入者の判断により、

回答してください。



















- 125 -

 

 ７１ 研究開発活動と「するもの」と「しないもの」の例



「研究開発活動とするもの」の例 「研究開発活動としないもの」の例

・ 学術的な真理の探究

・ 基盤技術の研究開発

・ 新製品の開発

・ 既存製品の強化、改良本質的な機能強化を伴

わない「不具合の修正」は除く

・ 製品の特性を明らかにする試験研究

・ 新しい製造法・処理法の開発

・ 新しい材料の探求・開発

・ マーケティング調査、消費者アンケートなど営

業活動を目的とした調査・分析

・ 財務分析、在庫管理など、経営管理を目的とし

た調査・分析

・ ＱＣ活動、品質管理、環境

管理など、工程管理を目的とした調査・分析





 ７２ 研究開発関係業務と「するもの」と「しないもの」の例



「研究開発関係業務とするもの」の例 「研究開発関係業務としないもの」の例

・ 研究開発に必要な思索、考察、情報・資料の収

集、試作、実験、検査、分析、報告及び研究開

発の実施に必要な機械、器具、装置等の工作、

動植物の育成、文献調査等の活動

・ パイロットプラント、プロトタイプモデルの設

計・製作及びそれによる試験他法人から試作

品の設計図を受け取り、その製作のみを請け負

う業務は研究開発業務に含まれません。

・ 新製品の開発、既存製品の改良等

・ 研究開発に関する庶務・会計・雑務などの業務

・研究の受委託に関する事務

・ 研究所、事業部、工場等の生産現場で行われる次の

ような活動

・ 生産の円滑化を図るための生産工程を常時チェック

する品質管理に関する活動並びに製品、半製品、生

産物及び土壌・大気等の検査、試験、測定、分析

・ パイロットプラント、プロトタイプモデル等による

試験研究の域を脱して、経済的生産のための機器設

備の設計

・ 一般的な地形図の作成、あるいは地下資源を探すた

めの単なる探査活動及び地質調査・海洋調査・天体

観測等の一般的なデータ収集

・ 特許の出願及び訴訟に関する事務手続き

・ 一般従業者の研修・訓練等の業務

・ 営業活動を目的とした調査、分析など

・ 他社から受託した事業として行う市場調査、技術サ

ービス、販売分析など

・ 貴金属、衣料品のデザイン関係

















- 126 -

 

 ７３ ソフトウェア開発についての説明と例示

いわゆるソフトウェアの開発は、自社利用目的、市場販売目的及び受注開発を問わず、「科
学・技術の発展に寄与する可能性があるもの」が「研究開発活動」に含まれます。

 自社利用目的及び市場販売目的のソフトウェア開発については、企業会計上「研究

開発活動」とされる範囲が該当します。

 受注によるソフトウェア開発については、新たなソフトウェアの開発や既存ソフト

ウェアの著しい改良・機能強化などは、「研究開発活動」に含めますが、定型的な開

発などについては「研究開発活動」に含めません。下記の例を参考としてください。

 なお、ここでいうソフトウェアは、コンピュータソフトウェアをいい、コンピュ

ータプログラムは含みますが、デジタルコンテンツなどは含みません。







ソフトウェア開発における研究開発活動と「するもの」と「しないもの」の例

「研究開発活動とするもの」の例 「研究開発活動としないもの」の例

・ システム設計、プログラム設計、ア

ルゴリズムの設計、データ構造定義

などの設計作業

・ 既存ソフトの機能強化

・ 大幅な変更を伴わない、既存パッケージソフトや既存ソフト

ウェアのユーザー仕様への適用

・ 大幅な修正を伴わない、異なる環境ＯＳ、ハードウェア、

言語への既存ソフトウェアの適用

・ 既存システムの欠陥の発見と除去

・ システム運用管理

・ ユーザードキュメントの作成

・ ユーザーサポート

・ ソフトウェアと明確に区分されるコンテンツの製作データ

ベースのデータなど




 ７４ 金融業、保険業における研究開発活動の例



金融業 保険業

・ リスク評価のための「金融数学」や「金融工学」

に関する研究開発

・ 顧客の口座運用方法の調査手法に関する研究開

発

・ 「ホームバンキング」のための新たなアプリケ

ーションソフトウエアの開発

• 保険、金融に関する新たな数学的手法の研究開

発

• 顧客データの新たな評価手法の研究開発

• 様々な損害状況に応じた適切なリスク因子決定

のための調査研究開発
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８．本調査と総務省が実施する「科学技術研究調査」との相違点


総務省統計局による「科学技術研究調査」（以下「総務省調査」）は、調査対象を「企業等

（特殊法人・独立行政法人を含む）」、「非営利団体・公的機関」、「大学等」とし、それぞれに

ついて毎年度の研究者数や使用研究費等の数値データを主として捕捉しています。

本調査の調査対象は、民間企業のみです。また、本調査では、数値データによって示され

る現状の背後にある企業の研究開発戦略や、戦略に関連する経営環境と組織体制、及びそれ

らの変化など、総務省調査からは知りえない事項についても捕捉することを目指しています。

また、本調査では、毎年重点となる分野を定めており、本年度は合併・買収等による業界

再編が研究開発活動に及ぼす影響、共同研究等の実施状況とその決定要因、研究開発活動と

デザイン活動の補完性、研究開発関連制度の利用状況に重点を置いています。


なお、「総務省調査」で「研究」、「研究費」、「研究者」と呼んでいるものを、本調査では「研

究開発」、「研究開発費」、「研究開発者」と呼んでおります。呼称をかえているだけで、各々

の定義は同等です。






９．調査結果の公表



・ご回答いただきました企業には、後日、集計結果の概要をお送りします。

・平成１９年度以前に実施した本調査の結果は、文部科学省のホームページ上で公開して

います（文部科学省ホームページ上で、「民間企業の研究活動に関する調査」とご検索く

ださい）。



文部科学省ホームページ











→次頁から質問頁となります。
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．企業の



問 ． 年会計年度における貴社全体、及び主要業種における売上高、輸出額、営業利益を

ご記入ください。

注１：主要業種とは、本調査票の１頁目で確認いただいた業種であり、貴社全体の売上高に占める割

合がもっとも大きい事業分野をいいます。貴社の事業分野がひとつである場合は、全社と主

要業種の数値が等しくなります。

注２：金融業の場合は、経常収益を売上高の欄に、業務純益を営業利益の欄にご記入ください。

注３：保険業の場合は、正味保険料を売上高の欄に、保険引受利益を営業利益の欄にご記入ください。



 全社  主要業種 

売上高    百万円     百万円


 兆  億


兆  億   

輸出高    百万円     百万円

  兆  億  兆  億   

営業利益    百万円     百万円

  兆  億  兆  億   





問 ．年度末時点における貴社の全社及び主要業種における従業員数をご記入ください。



全社 人
 万 
主要業種 人
 万 



問 ．貴社の 年度における決算月をご記入ください。



    
月



問 ．貴社は企業グループに属していますか。親会社、子会社の有無を選び、当てはまる方に

○をつけてください。

注１：貴社に親会社がある場合、その本社の所在国も併せてご記入ください。

注２：ここで親子会社とは、相手会社への出資比率または相手会社からの出資比率が５０％を超

える場合をいいます。



貴社からみて親会社   無   有（所在国＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿）

  貴社からみて子会社   無   有
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．研究開発活動にする


問 ．貴社では研究開発活動を実施していますか。



    研究開発活動を行っている→   １．はい     →問 にお進み下さい

２．いいえ    →頁にお進み下さい



問 ．年度における貴社の主要業種における研究開発費をご記入ください。

注１：研究開発費には、研究開発にかかる人件費、原材料費、有形固定資産購入費（土地、建物、構築物、

船舶、航空機並びに耐用年数 年以上かつ取得価額が 万円以上の機械、装置、車両、その他の運搬具、工

具・器具及び備品の購入に要した費用）、消耗品費などのその他の経費を含みます。

注２：社内研究開発費とは、自己資金、社外から受け入れた資金を問わず、社内で使用した研究開発費

のことで、委託研究開発（共同研究開発を含む）等のため外部（貴社の海外拠点を含む）へ支出

した研究開発費は含みません。

注３：外部からの受入研究開発費とは、社外から受託した研究開発（共同研究開発を含む）等のため受

け入れた研究開発費をいいます。

注４：外部支出研究開発費とは、社外（外部）に委託した研究開発（共同研究開発を含む）等のため支

出した研究開発費をいいます。




主要業種における社内研究開発費    百万円

 兆 億  


のうち、外部からの受け入れ研究開発費
  

百万円

 兆 億  


主要業種における外部支出研究開発費    百万円

 兆 億   



問 ．年度における貴社の主要業種の社内研究開発費は、３年前（年度）と比べて増

加または減少しましたか。該当するものを選び、番号に○をつけてください。



１．  １０％以上増加した           →付問へお進み下さい

２．  増減は、±１０％未満の範囲であった
３．  １０％以上減少した           →付問へお進み下さい



付問 １または３に○をつけた方にお聞きします。主要業種の社内研究開発費が増加・減

少した理由を下記の中から選び、該当する番号すべてに○をつけてください。


増加の理由 （１と回答の場合）  減少の理由 （３と回答の場合）

１特定分野の研究開発費の増額

２研究開発活動を実施する分野の拡大

３研究開発活動にかかる設備投資の増加

４研究開発活動にかかる人件費の増加

５売上高・利益の増加又はその見込み

６研究所等の施設の新設・拡張

７優遇税制により、内部留保が増えたため

８試験研究助成金の影響

９合併・買収の影響

その他（            ）

 １特定分野の研究開発費の減額

２研究開発活動を実施する分野の縮小

３研究開発活動にかかる設備投資の減少

４研究開発活動にかかる人件費の減少

５売上高・利益の減少又はその見込み

６研究所等の施設の廃止・統合

７優遇税制の控除額が減少したため

８試験研究助成金の影響

９合併・買収の影響

その他（ ）
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問 ． 年度末時点で主要業種の研究開発活動に主として従事していた研究開発者数をご記

入ください。また、そのうち博士号取得者の数をご記入ください。



注１：ここで研究開発者とは、「大学（短期大学を除く）の課程を修了した者、またはこれと同等以

上の専門知識を有する者で、特定のテーマをもって研究開発を行っている者」を言います。

注２：勤務時間の半分以上、主要業種に関する研究開発活動に従事している研究開発者数をご記入く

ださい。

注３：海外拠点にいる研究開発者数は除外してください。



      

主要業種の研究開発者総数 人
 
 のうち博士号取得者数 人

 



問 ．年度末時点での主要業種の研究開発活動に主として従事する博士号取得者数は、３

年前（年度末）と比べ、増加、または減少しましたか。



１．増加した

２．変化なし

３．減少した





問 ． 年度末時点で貴社の主要業種の研究開発活動に主として従事していた研究開発者の

うち、外国籍の研究開発者数をご記入ください。

    注：海外拠点に勤務する外国籍研究開発者の数は除外してください。



主要業種の外国籍研究開発者数 人


問 ．年度末時点での主要業種の研究開発活動に主として従事する外国籍研究開発者数は、

３年前（年度末）と比べ、増加、または減少しましたか。



１．増加した

２．変化なし

３．減少した
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．主力製品・サービスの



以下の質問では、貴社の主要業種において最も売上高の大きい製品・サービス（以下、主力製品・

サービスと称す）についてお聞きします。

注：金融保険業の場合は、経常利益への貢献が最も大きいサービスについてお考えください。



問 ．貴社の主力製品・サービスの分野では、過去３年間（ 年度～ 年度）に他社の新

規参入がありましたか。日本企業のみならず外国企業も含め、国内市場に新規参入した競

合他社（この期間に新規参入し、撤退した企業を含みます）の数をご記入ください。新規

参入がなかった場合は、０とご記入ください。



外国企業を含む、過去３年間の新規参入企業数→
社



問 ．貴社の主力製品・サービスの分野では現在、国内市場で競合している企業が何社程度あ

りますか。日本企業のみならず外国企業も含めてお考えください。



国内市場で競合している企業数→
社



問 ．貴社の主力製品・サービスの分野におけるシェアについてお聞きします。国内市場シ

ェア上位企業４社が占めるシェアの合計は、およそ何％程度ですか。貴社は上位４社

に入りますか。また、貴社のシェアはおよそ何％ですか。 年度の売上高からみて

お答えください。



注：金融保険業においては、主力サービスの内容に応じて、例えば資産市場、預金市場などにおける占

有率をお考えください。



上位４社のシェアの合計      約 ％


自社は上位 社に入る →  １．はい  ２．いいえ



自社のシェア          約 ％




問 ．主力製品・サービスの分野における 年度の貴社の売上高は、３年前（年度）と

比較し、どのように変化しましたか。



１．１０％以上増加した

２．増減は、±１０％未満の範囲であった

３．１０％以上減少した
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問 ．貴社は主力製品・サービスの分野において過去３年間（年度～年度）に、技術

的に明らかな新規性を持つ新製品・サービスを市場に投入しましたか。



 技術的な新規性を持つ新製品・サービスを投入した →  １．はい  ２．いいえ







問 ．貴社の主力製品・サービスの分野では、ある製品・サービスが市場において新しい製品・

サービスに代替されるまでには、どの程度の期間がかかりますか。



新しい製品・サービスに代替されるまでの期間→   約 年
 

箇月






問 ．貴社の主力製品・サービスの分野では、製品・サービスの標準化された規格が存在しま

すか。公的規格（デジュールスタンダード）のみならず事実上の標準（デファクトスタ

ンダード）も含めてお考えください。



      標準化された規格が存在する →  １．はい  ２．いいえ





問 ．貴社の主力製品・サービスは、利用者の数が増えるほど、その製品・サービスから得ら

れる利便性が高まるような性格を持っていますか。

注：そのような性格を持つ典型的な製品としてパソコンのＯＳが挙げられます。



   利用者の数が増えるほど利便性が高まる →  １．はい  ２．いいえ





問 ．貴社が主力製品・サービスの事業活動を行うに当たって、必要な資材、用役はどの程度、

内製化されていますか。 年度の費用からみたおよその内製率にもっとも近いものを

一つ選び、記号に○をつけてください。



     １．８０％以上～１００％

   ２．６０％以上～８０％未満

   ３．４０％以上～６０％未満

   ４．２０％以上～４０％未満

   ５．   ０％～２０％未満
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Ⅳ．研究開発の成果に関する知的財産活動





問 ．貴社では、知的財産活動を実施していますか。

注：ここで知的財産活動とは、特許等の知的財産権の取得、維持、評価、取引、実施許諾、係争などに

関する業務をいいます。



知的財産活動を実施している →    １．はい      →問 にお進み下さい

２．いいえ     →問 にお進み下さい



問 ．年度における貴社の主要業種の製品・サービスに関する特許について、年度

の国内出願件数、 年度末の国内権利所有数、その  年度中の自社実施使用

件数をご記入ください。該当するものがない場合は、０とご記入ください。



      

年度の国内出願件数 件
 
 年度末の国内権利所有数 件
 

 のうち、自社実施件数 件
 





問 ． 年度における貴社の主要業種の製品・サービスに関する特許の国内出願件数は、３

年前（ 年度）と比べてどのように変化しましたか。該当するものを一つ選び、○を

つけてください。



１．１０％以上増加した

２．増減は、±１０％未満の範囲であった

３．１０％以上減少した

４． ３年前も 年度も特許出願は行なっていない





問 ．貴社が主要業種の製品・サービスの分野で特許化した技術に対して、競合他社が代替的

な技術を迂回発明し、特許化するまでには、どの程度の期間がかかりますか。



                 約 年


箇月
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問 ． 年度における貴社の主要業種の製品・サービスに関する国内特許のライセンス収入

及び支出をご記入ください。

注１：貴社が企業グループに属する場合は、グループ内でのライセンスを除いてください。

注 ：該当する取引がなかった場合は、とご記入ください。



国内特許ライセンス収入 百万円

 兆 億


国内特許ライセンス支出 百万円

 兆 億 







問 ． 年度における貴社の主要業種の製品・サービスに関する国内特許のライセンス収入

及び支出は、３年前（ 年度）と比べてどのように変化しましたか。該当するものを

一つ選び、選択肢に○をつけてください。



 国内特許

ライセンス収入

国内特許

ライセンス支出

１０％以上増加した １ １

増減は、±１０％未満の範囲であった ２ ２

１０％以上減少した ３ ３

 ３年前も  年度も、国内特許ライセン

スの収入または支出はない
４ ４







- 135 -

 

Ⅴ．合併・買収の影響



問 ．貴社では、 年  月から  年  月の３年間に、合併、他社またはその一部の買収

（以下、合併・買収と称す）を実施しましたか。該当するものをすべて選び、数字に○を

つけてください。



１．合併を実施した 

２．他社またはその一部の買収を実施した 
問 ～にご回答ください

３．いずれも実施したことがない  問 にお進み下さい







問 から問 までのご回答要領

・ 当該期間中に２回以上の合併・買収が実施されている場合は、主要業種の売上高の変化が最も大きか

った事例についてご回答ください。

・ 金融・保険業の場合は経常利益の変化が最も大きかった事例についてご回答ください。



問 ．その合併・買収は、貴社が属する企業グループ内の企業との間で実施されたも

のですか。



１．はい  ２．いいえ





問 ．その合併・買収が実施されたのはいつですか。



西暦     年   月





問 ．その合併・買収における相手先企業の本社所在国はどこですか。



１．日本     ２．外国
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問 ．その合併・買収が実施された理由について、以下の選択肢からあてはまるもの

を３つまで選び、番号に○をつけてください。


１．既存事業の補完 ９グループ外企業等による買収の防衛
２．内製化の程度の拡大 市場シェアの拡大
３．自社にはない事業の獲得 販売網の拡大
４．研究開発力の強化 ブランドの充実・強化
５．財務状況の向上 技術力の向上・強化
６．余剰資金の活用 株式上場
７．業務効率の向上 技術使用料の支払いを不要にするため
８．企業規模の拡大 その他（             ）




問 ．その合併・買収の実施年度から２年後の決算において、以下の項目はどのよう

に変化しましたか。



 以上

の減少
％未満～ 

％以上減少

±％程

度の変化

％以上～ 

％未満増加
＋以

上の増加

．全社の売上高 １ ２ ３ ４ ５

．主要業種の売上高 １ ２ ３ ４ ５

主要業種の研究開発費 １ ２ ３ ４ ５





問 ．貴社では、 年  月から  年  月の３年間に、他社への事業譲渡を実施しました

か。



１．はい       →問 にお進み下さい

２．いいえ  →問 にお進み下さい





問 ．その譲渡が行われた理由について、以下の選択肢からあてはまるものを１つ選び、番号

に○をつけてください。



１．主要業種の変更

２．主要業種への集中度を高める

３．不採算事業の整理

４．その他（            ）
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Ⅵ．共同研究開発・委託研究開発の実施状況



問 ．貴社では  年度から  年度までの３年間に、他社や大学等と主要業種の製品・サ

ービスに関する共同研究開発または委託研究開発（以下、共同研究開発等と称す）を実

施しましたか。実施した場合は、それぞれの実施件数を下欄にご記入ください。

注 ：実施していない場合は、相手先の欄に０とご記入ください。

注２：相手先には国内の機関のみならず、海外の機関も含めてお考えください。

      

           国内外をあわせた

実施件数

１．同業種他社 件
     



２．供給業者 件
      

３．顧客 件
      

４．大学・研究機関 件
      

５．その他 件
いずれの機関とも共同研究開発等を実施していない場合は、問 へお進みください。



問 ．前問で共同研究開発等の実施件数をご記入いただいた相手先について、下欄の選択肢か

ら共同研究開発等を実施した理由を相手先ごとに３つまで選び、番号に○をつけてくだ

さい。



 同業種

他社

供給

業者
顧客

大学・研

究機関

回答

例

．研究開発力・技術力の向上     

．研究開発規模の拡大     

．多様な研究開発テーマの実施     

．研究開発効率の向上     

．社内にない技術知識、アイデアの活用     

社内にない研究施設・設備の活用     

人脈形成     

補助金の獲得     

研究者のレベルアップ     

海外のﾆｰｽﾞに対応した製品の開発や改良     

海外の法規制への対応     

その他     

列ごとに、最大３つまで選択してください



- 138 -

 

 



問 ．問  で実施件数０とご記入いただいた相手先について、下欄の選択肢から共同研究開

発等を実施しなかった理由を相手先ごとに３つまで選び、番号に○をつけてください。



 同業種

他社

供給

業者
顧客

大学・

研究機関

回答

例

自社の研究開発力・技術力が十分であるから     

研究開発に関連する知識量や技術力の相違     

研究開発に対する目的意識の相違     

技術漏洩の懸念があるため     

資金負担の調整が難しいため     

成果帰属の調整が難しいため     

共同研究の相手を探すためのｺｽﾄが大きいため     

自社の技術領域に見合う研究相手が存在しない     

その他     

 















列ごとに、最大３つまで選択してください
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Ⅶ．デザイン活動  

以下の項目では、貴社のデザイン活動についてお聞きします。



【“デザイン”の定義】

ここで言う「デザイン活動」とは、“やに関する構素の配置を計的に定する行”

であり、具体的には以下のような活動が含まれるとお考えください。



１．製品等の外観に関する意匠

例：製品や構造物の外形、色や素材などに関する工夫

２．製品等とその外部（他の機能部品やユーザー等）とのインターフェースに関する構想

例：ユーザーの使い勝手を考慮した操作端末の設計

３．製品等の外形を規定する技術的な内部構造に関する設計

例：製品の小型化を図るための機能部品の配置設計

４．サービスを提供する空間や媒体の外形・配置などに関する考案

例：店舗の内装、商品の包装などに関する工夫

５．顧客満足度の向上を目的とした、サービスの提供方法やプロセスの組み替え

例：デリバリーを迅速化するための受注フローの変更



問 ．貴社では、下記のデザイン活動を行っていますか。それぞれの活動について、該当する

番号に○をつけてください。

 

 はい いいえ  

Ａ．製品等の外観に関する意匠 １ ２ 

Ｂ．製品等とその外部とのインターフェースに関する構想 １ ２ 
問 へ

Ｃ．製品等の外形を規定する技術的な内部構造に関する設計 １ ２ 

Ｄ．ｻｰﾋﾞｽを提供する空間や媒体の外形・配置などに関する考案 １ ２ 

Ｅ．顧客満足度の向上を目的とした、ｻｰﾋﾞｽの提供方法やﾌﾟﾛｾｽの組み替え １ ２ 

問 へ

                                      





注：問 、問 、おび問  以降のご回答方法

ＡとＢのいずれか、又は両方で「はい」を選択された方 → 問 にご回答ください。

Ｃで「はい」を選択された方        → 問 にご回答ください。

Ａ～Ｅのいずれか１つ以上に「はい」を選択された方 →問 ～問 にご回答ください。

・なお、全ての項目で「いいえ」を選択された方は、問 にお進みください。
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問 ．問 で、ＡとＢのいずれか、又は両方で“はい”を選択された方にお聞きします。

年度末の時点で、貴社のデザイン活動は、それぞれどのような部門・部署等によって担

当されていましたか。貴社のデザイン活動ごとに、最も近い組織形態を一つ選択し、番

号に○をつけてください。

注：「製品等の外観に関する意匠」「製品等とその外部とのインターフェースに関する構想」の、２つのデザイ

ン活動についてお答えください。



回答例


製品等の

外観に関

する意匠

製品等とその

外部とのイン

ターフェース

に関する構想 意匠
インター

フェース

１．研究開発部門や事業部と独立した全社的なデザイ

ン部門がある。 スタッフは、そこに集中的に配

置されている。

１ １



１
１

２．研究開発部門や事業部と独立した全社的なデザイ

ン部門がある。 スタッフはそこに所属しながら、

研究開発部門や事業部門に配置されている。

２ ２ ２



２

３．全社的なデザイン部門はないが、事業部門等の中

に、それぞれのデザインを担当する専門の部署（課

や係など）がある。

３ ３ ３ ３

４．デザインに関する業務は、事業部門等の中の、あ

る部署における業務の一つとして扱っており、専

門の部署は置いていない。

４ ４ ４ ４

５．デザインに関する業務は、外部のデザイン事務所

に委託している。

（独立系デザイン事務所、自社設立デザイン事務所など）

５ ５ ５ ５

６．その他（具体的にお書き下さい）



＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

６ ６ ６ ６





付問 ．問  で１、２、３のいずれかを選択された方にお聞きします。貴社でデザイ

ンを取り扱う部門・部署が最初に設立された年度をご記入ください。



     年度



付問 ．問  で１、２、３のいずれかを選択された方にお聞きします。 年度中に

貴社のデザイン部門・担当部署にかかった経費をご記入ください。

注：経費には、デザイン部門・担当部署に要した人件費、外部デザイン事務所への委託費、

モックアップ作成費、建物賃借料、消耗品費などを含みます。



デザイン部門・部署の  年度経費総額  百万円

 億 


列ごとに１つ選択してください
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付問  貴社のデザイン部門・担当部署経費は、３年前（年度）と比べて増加または減

少しましたか。下記の選択肢から該当するものを一つ選び、番号に○をつけてくだ

さい。



１． １０％以上増加した

２． 増減は、±１０％未満の範囲であった

３． １０％以上減少した



付問 問  で３または４を選択された方にお聞きします。貴社のデザイン活動は、

具体的にどの部門で行われていますか。下記の中から該当するものをすべて選

び、○をつけてください。




製品等の外観に

関する意匠

製品等とその外部

とのインターフェ

ースに関する構想


１．企画部門 １ １ 
２．研究開発部門 ２ ２ 
３．生産部門 ３ ３ 
４．マーケティング部門 ４ ４ 
５．総務部門 ５ ５ 
６．その他部門 ６ ６ 



問 ．問 のＣで、“はい”を選択された方にお聞きします。貴社のデザイン部門・担当部署

ないしデザイン活動の担当者は、製品等の外形を規定する技術的な内部構造に関する設

計にどのような関与をしていますか。下記の中から該当するものをすべて選び、番号に

○をつけてください。

  
１．自ら技術的な内部構造の設計を行なう

２．内部構造の仕様を提案する

３．最終的な仕様の決定に関与する

４．デザイン以外の部門・部署ないし担当者が内部構造を設計する際に、

仕様について意見を交換する



問 ．年度中に、貴社のデザイン活動に主として（稼動時間の ％以上）従事した要員は

何人でしたか。全社及び主要業種のデザイン活動のそれぞれについてご記入ください。

注：問 で選択されたデザイン活動の全てを含んでお考え下さい。



全社のデザイン活動 人
 
主要業種のデザイン活動 人
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問 ． 年度末現在、貴社にはデザイン戦略がありますか。該当するものを１つ選び、番号

に○をつけてください。


１．明文化されたデザイン戦略がある

２．デザイン戦略を策定中である

３．デザイン戦略は存在しない



問 ．年度から 年度の３年間における貴社の主要業種の製品・サービスに関する研究

開発プロジェクトにおいて、デザイン活動が何らかの形で関与したプロジェクトの割合は

どの程度ですか。プロジェクトの総数に対する割合をお答えください。



デザイン活動が関与した研究開発プロジェクトの割合   約
％





問 ．年度から 年度における貴社の主要業種の製品・サービスに関する研究開発プロ

ジェクトにおいて、～の各目的を追求するためにデザイン活動を行ったプロジェクト

の割合を選び、番号に○をつけてください。プロジェクトの総数に対する割合でお考え

ください。

 ～

未満

 ～

未満

 ～

未満

 ～

未満

 ％ ～



他社製品・サービスとの差別化を図る １    

顧客に感動を与える １    

使いやすい製品・サービスを提供する １    

製品・サービスに付加価値をつける １    

独創的な製品・サービスを提供する １    

製品・サービスのデザインに関する一環し

た企業イメージを確立する
１    

コーポレート・ブランドの価値を上昇させる １    

製品・サービスにかかるコストの削減 １    

研究開発に関与する部門間の意見調整 １    

製品・ｻｰﾋﾞｽの使い勝手に関する問題発見 １    





問 ．貴社の主要業種の製品・サービスにおけるデザインと技術的な機能・性能の間には、ど

のような関係がありますか。下記の選択肢のいずれか一つを選び、番号に○を付けてく

ださい。



 デザインと技術的な機能・性能は→  １．トレードオフの関係がある →問 へ

                 ２．相互補完的である     →問 へ
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問 ．前問で１を選択された方にお聞きします。貴社の主要業種の製品・サービスに関する研

究開発プロジェクトでは、デザインと技術的な機能・性能のどちらが優先される傾向に

ありますか。下記の選択肢のいずれか一つを選び、番号に○を付けてください。



１．デザインの方が優先される傾向にある       →問 にお進み下さい

   ２．技術的な機能・性能の方が優先される傾向にある  →問 にお進み下さい

   

問 ．前問で１を選択された方にお聞きします。過去３年間（年度～年度）に貴社が

市場に導入した製品・サービスのうち、デザインが優先的に考慮された代表的なものを選

び、その名称をお書きください。



 製品・サービス名：                          




問 ．デザインに関する下記のような記述は、貴社に当てはまりますか。それぞれの記述に

ついてどちらか一方を選び、数字に○をつけてください。



 はい いいえ

経営幹部（役員クラス）にデザイナー出身者が就任している １ ２

社長自ら、自社のデザイン戦略の推進を行っている １ ２

デザイン部門の組織を定期的に改組している １ ２

国内のデザイン事務所を利用している １ ２

海外のデザイン事務所を利用している １ ２

社内のデザイン部門を独立採算性にしている １ ２

製品・サービスごとに専門のデザイナーを育成している １ ２

デザイナーが担当する製品・サービスを数年ごとに変更している １ ２

などの情報共有ツールを利用している １ ２

製品・サービスの先行的なイメージの開発を行なっている １ ２

各種のデザイン賞に応募している １ ２
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Ⅷ．科学技術に関する施策・制度の利用状況

以下では、政府の研究開発支援政策の利用状況についてお聞きします。


【研究開発促進税制について】
問 ．貴社では、年度・年度に「試験研究費総額に係わる税額控除」を利用しました

か。それぞれの年度について、該当する方を選択し、○をつけてください。



２００７年度    １．はい  ２．いいえ

２００６年度    １．はい  ２．いいえ



              “はい”とお答えになった方は、付問にお進み下さい。



    付問 ． はいとお答えになった方にお聞きします。貴社が本制度を通じて受けた控

除額を、それぞれの年度についてお書きください。



２００７年度 百万円

 億


２００６年度 百万円

 億 


付問 ．控除額は、控除限度額（法人税の ％）に達していましたか。それぞれの

年度についてお答えください。


２００７年度    １．はい  ２．いいえ

２００６年度    １．はい  ２．いいえ


付問 ．本制度が貴社の研究開発費に与えた影響について最も当てはまるものを下記

の選択肢から つ選び、番号に○をつけてください。
     注：この付問は、年度にかかわらず、お答え下さい。


１．研究開発費が増額された
２．研究開発費が維持された（減額されなかった）
３．税額控除制度の利用には直接影響されない（研究開発費額は他要

因の影響が大きいため）
４．税額控除制度が研究開発費に影響するかどうかはわからない
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問 ．試験研究費総額に係わる税額控除制度を利用する上で、現在（あるいは今後）、問題とな

 る事項がありますか。選択肢から１つ選び、○をつけてください。


     １．問題がある          →付問にお進み下さい
     ２．特に問題はない

     ３．控除制度の仕組みを知らない


   

付問．１に○をつけた方にお聞き致します。具体的に問題となる事項を下記の中から選

び、すべてに○をつけてください。


１．税額控除される額が小さいこと
２．利用手続きに手間がかかる・手続きの仕方がわかりにくいこと
３．税務監査の対応に手間がかかること
４．法人税を課されている企業しか利用できないこと
５．控除の対象となる「試験研究費」の範囲が企業の想定する「研究開

発費」の範囲と異なる場合があること
６．その他（具体的に：                       ）







問 ．年度以前の貴社での「試験研究費に対する優遇税制」の利用状況についてお聞きし

ます。各年度について制度を利用されていた場合に○を、未利用の場合には×をつけて

ください。

注：年度以前については過去に 度でも利用経験がある場合に○をつけてください。




 年度

以前
年度 年度 年度年度年度

増加試験研究費税額控除      

試験研究費総額に係わる税額控除 ※年度に導入された制度です   












注 増加試験研究費税額控除：適用年度の試験研究費の額が基準試験研究費の額を超え、かつ比較試

験研究費の額を超える場合に、比較試験研究費の額を超える部分の金額を基礎として一定の

税額控除を認める制度。

注 試験研究費総額に係わる税額控除：青色申告法人の各事業年度において、損金の額に算入される

試験研究費の額がある場合には、増加試験研究費の税額控除制度と選択適用された上で、そ

の「試験研究費の総額」に定められた税額控除割合を乗じて計算した金額の税額控除を認め

るという制度。年度以降は、増加試験研究費税額控除制度と統合されています。



どちらか一方に○、または両方に×をつけてください

（～ 年度は、 または  の一方の制度を選ぶ、

選択制でした）
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問 ．「開発研究用設備の特別償却制度」の利用状況についてお聞きします。各年度について

利用されていた場合に○を、未利用の場合には×をつけてください。


 年度 年度 年度

開発研究用設備の特別償却制度注   


注１：開発研究設備の特別償却：青色申告法人で開発研究を行うものが、指定期間内に当該開発研究

の用に供される開発研究用設備の取得等をして、これを国内にある当該法人の開発研究の用

に供した場合には、その開発研究の用に供した日を含む事業年度において、その開発研究用

設備の特別償却を認める制度。

注 ：上記制度は、年度から 年度まで実施した制度です。


【補助金制度について】
問 ．貴社では、年度から 年度までの４年間に、主要業種の研究開発に対する補助金

等の支援制度を受けたことがありますか。 補助金の出所は、国や地方公共団体及びそ

の関連団体のいずれでも結構です。


１．ある       →付問にお進み下さい
２．ない


付問 ． 受けた補助金のおよその総額をお答えください。



受けた補助金のおよその額 百万円

 億




付問 ． 受けた補助金等の支援制度等の具体的な名称を金額が多い順に つまでお答え

ください。



補助金等の名称
番目
番目
番目



問 ．貴社では、年度から 年度の４年間に、競争的資金の各種制度へ応募した事はあ

りますか。下記の中から該当するものを１つ選び、数字に○をつけてください。

注１：競争的資金とは、公募により、複数の研究機関、研究開発者の候補の中から、研究能力、研究

テーマ等に注目した審査を通じて選択的に配分される研究資金を指します。

注２：競争的資金の例として右ページの表を参考にしてください。



１．いずれかの競争的資金制度に応募したことがあり、資金を獲得したことがある

２．いずれかの競争的資金制度に応募したことがあるが、資金を獲得したことがない

３．いずれの競争的資金制度にも応募したことがない

４．いずれかの競争的資金制度に応募したかどうか、わからない
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競争的資金の例
所管省庁 実施機関 制度名

総務省 戦略的情報通信研究開発推進制度

情報通信研究機構
・ 新たな通信・放送事業分野開拓のための先進的技術開発支

援（先進技術型研究開発助成金制度）
・ 民間基盤技術研究促進制度

総
務
省

消防庁 消防防災科学技術研究推進制度
文部科学省

日本学術振興会
科学研究費補助金

科学技術振興機構

・ 戦略的創造研究推進事業
・ 先端計測分析技術・機器開発事業
・ 革新技術開発研究事業
・ 独創的シーズ展開事業
・ 産学共同シーズイノベーション化事業
・ 重点地域研究開発推進プログラム
・ 科学技術発展基盤整備事業

文
部
科
学
省

文部科学省

・ 科学技術振興調整費
・ 地球観測システム構築推進プラン
・ 原子力システム研究開発事業
・ キーテクノロジー研究開発の推進（ナノテク融合、社会の

ニーズを踏まえたライフサイエンス、次世代ＩＴ、光・量
子科学）

・ 原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ
厚生労働省 厚生労働省 厚生労働科学研究費補助金

農業・食品産業技術総合研究機構


イノベーション創出基礎的研究推進事業

農林水産省 新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業

農
林
水

産
省

農林水産省 産学官連携による食料産業等活性化のための新技術開発事業

新エネルギー・産業技術
総合開発機構

・ 産業技術研究助成事業
・ 大学発事業創出実用化研究開発事業
・ エネルギー使用合理化技術戦略的開発
・ エコイノベーション推進・革新的温暖化対策技術発掘プロ

グラム

石油天然ガス・金属鉱物
資源機構

石油･天然ガス開発・利用促進型事業
経済産業省

経済産業省
・ 革新的実用原子力技術開発費補助金
・ 地域資源活用型研究開発事業
・ 地域イノベーション創出研究開発事業

鉄道建設・運輸施設整備
支援機構

運輸分野における基礎的研究推進制度
国土交通省

国土交通省 建設技術研究開発助成制度

環境省 環境技術開発等推進費

環境省 廃棄物処理等科学研究費補助金

環境省 地球環境研究総合推進費

環
境
省

環境省 地球温暖化対策技術開発事業


【低利融資制度について】
問 ．貴社では、年度から 年度までの４年間に、主要業種の研究開発において低利融

資制度を受けたことがありますか。利用された低利融資制度は、政府系金融機関及び国

や地方公共団体（その関係団体を含む）のいずれのものでも結構です。併せてお考えく

ださい。


１．ある     →付問にお進み下さい
２．ない


 付問 受けた低利融資のおよその額をお答えください。



受けた低利融資のおよその額 百万円

 億
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この調査につきましてお気づきの点がありましたら、ご自由にお書き下さい。













































































質問は以上です。ご協力、誠にありがとうございました。
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Q104　貴社は企業グループに属していますか。

業種 無 有 有効回答 無 有 有効回答
T 全体 651 356 1007 273 724 997
M 製造業　計 517 281 798 202 592 794
4 食品工業 51 13 64 11 53 64
5 繊維工業 9 6 15 3 14 17
6 パルプ・紙工業 9 4 13 3 10 13
7 印刷業 5 0 5 1 4 5
8 医薬品工業 24 16 40 13 24 37
9 総合化学・化学繊維工業 37 27 64 18 43 61
10 油脂・塗料工業 12 6 18 6 11 17
11 ９～１０以外の化学工業 27 19 46 15 30 45
12 石油製品・石炭製品工業 8 4 12 4 7 11
13 プラスチック製品工業 16 11 27 11 16 27
14 ゴム製品工業 11 6 17 3 13 16
15 窯業 19 11 30 6 19 25
16 鉄鋼業 15 17 32 7 28 35
17 非鉄金属工業 14 13 27 8 18 26
18 金属製品工業 25 12 37 11 28 39
19 機械工業 73 32 105 25 80 105
20 電子応用・電気計測機器工業 11 4 15 4 13 17
21 ２０以外の電気機械器具工業 33 23 56 11 43 54
22 情報通信機械器具工業 26 16 42 10 30 40
23 電子部品・デバイス工業 20 14 34 7 25 32
24 自動車工業 28 11 39 9 33 42
25 自動車以外の運送用機械工業 5 3 8 0 8 8
26 精密機械工業 16 7 23 8 18 26
27 ４～２６以外の工業 23 6 29 8 24 32
N 非製造業　計 134 75 209 71 132 203
1 農林水産業 X X 3 X X 3
2 鉱業 X X 3 X X 3
3 建設業 56 19 75 13 62 75
28 電気・ガス・熱供給・水道業 14 1 15 1 15 16
29 ソフトウェア・情報処理業 15 17 32 13 17 30
30 通信業 2 3 5 0 5 5
31 放送業 X X 3 X X 1
32 新聞・出版・その他の情報通信業 X X 0 X X 0
33 運輸業 6 0 6 0 7 7
34 卸売・小売業 8 1 9 2 7 9
35 金融・保険業 0 0 0 0 0 0
36 専門サービス業 9 14 23 14 8 22
37 学術研究機関 9 10 19 16 1 17
38 ３６～３７以外のサービス業 4 7 11 5 4 9
39 １～３８以外の業種 3 2 5 4 2 6

資本金規模別
A 1億以上10億未満 242 151 393 194 181 375
B 10億以上100億未満 229 154 383 72 308 380
C 100億以上 180 51 231 7 235 242

貴社から見て子会社貴社から見て親会社
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Ｑ付問　主要業種の社内研究開発費が増加・減少した理由は。

業種

特
定
分
野
の
研
究
開
発

費
の
増
額

研
究
開
発
活
動
を
実
施

す
る
分
野
の
拡
大

研
究
開
発
活
動
に
か
か

る
設
備
投
資
の
増
加

研
究
開
発
活
動
に
か
か

る
人
件
費
の
増
加

売
上
高
・
利
益
の
増
加

又
は
そ
の
見
込
み

研
究
所
等
の
施
設
の
新

設
・
拡
張

優
遇
税
制
に
よ
り

、
内

部
留
保
が
増
え
た
た
め

試
験
研
究
助
成
金
の
影

響 合
併
・
買
収
の
影
響

そ
の
他

有
効
回
答

 全　体           
 　製造業　計           
 食品工業           
 繊維工業           
 パルプ・紙工業           
 印刷業           
 医薬品工業           
 総合化学・化学繊維工業           
 油脂・塗料工業           
 ９～１０以外の化学工業           
 石油製品･石炭製品工業           
 プラスチック製品工業           
 ゴム製品工業           
 窯業           
 鉄鋼業           
 非鉄金属工業           
 金属製品工業           
 機械工業           
 電子応用・電気計測機器工業           
 ２０以外の電気機械器具工業           
 情報通信機械器具工業           
 電子部品・デバイス工業           
 自動車工業           
 自動車以外の輸送用機械工業           
 精密機械工業           
 ４～２６以外の工業           
 　非製造業　計           
 農林水産業           
 鉱業           
 建設業           
 電気・ガス・熱供給・水道業           
 ソフトウェア・情報処理業           
 通信業           
 放送業           
 新聞・出版・その他の情報通信業           
 運輸業           
 卸売・小売業           
 金融・保険業           
 専門サービス業           
 学術研究機関           
 ３６～３７以外のサービス業           
 １～３８以外の業種           

資本金規模別
 億以上億未満           
 億以上億未満           
 億以上           

社内研究開発費の増減状況に対して無回答の企業を含む全回答データを集計

増加の理由
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Ｑ付問　主要業種の社内研究開発費が増加・減少した理由は。

業種

特
定
分
野
の
研
究
開
発

費
の
増
額

研
究
開
発
活
動
を
実
施

す
る
分
野
の
拡
大

研
究
開
発
活
動
に
か
か

る
設
備
投
資
の
増
加

研
究
開
発
活
動
に
か
か

る
人
件
費
の
増
加

売
上
高
・
利
益
の
増
加

又
は
そ
の
見
込
み

研
究
所
等
の
施
設
の
新

設
・
拡
張

優
遇
税
制
に
よ
り

、
内

部
留
保
が
増
え
た
た
め

試
験
研
究
助
成
金
の
影

響 合
併
・
買
収
の
影
響

そ
の
他

有
効
回
答

 全　体           
 　製造業　計           
 食品工業           
 繊維工業           
 パルプ・紙工業           
 印刷業           
 医薬品工業           
 総合化学・化学繊維工業           
 油脂・塗料工業           
 ９～１０以外の化学工業           
 石油製品･石炭製品工業           
 プラスチック製品工業           
 ゴム製品工業           
 窯業           
 鉄鋼業           
 非鉄金属工業           
 金属製品工業           
 機械工業           
 電子応用・電気計測機器工業           
 ２０以外の電気機械器具工業           
 情報通信機械器具工業           
 電子部品・デバイス工業           
 自動車工業           
 自動車以外の輸送用機械工業           
 精密機械工業           
 ４～２６以外の工業           
 　非製造業　計           
 農林水産業           
 鉱業           
 建設業           
 電気・ガス・熱供給・水道業           
 ソフトウェア・情報処理業           
 通信業           
 放送業           
 新聞・出版・その他の情報通信業           
 運輸業           
 卸売・小売業           
 金融・保険業           
 専門サービス業           
 学術研究機関           
 ３６～３７以外のサービス業           
 １～３８以外の業種           

資本金規模別
 億以上億未満           
 億以上億未満           
 億以上           

社内研究開発費の増減状況に対して無回答の企業を含む全回答データを集計

増加の理由
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